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労災請求件数等の公表は186回目

厚生労働省は2023年4月18日に、同年3月31日現
在の「新型コロナウイルス感染症に関する労災請
求件数等」を公表した（https://www.mhlw.go.jp/
content/000627234.pdf）。2020年4月30日現在分
の公表以降、平日ほとんど毎日情報更新を続けた
後、2020年12月4日現在分以降は毎週、2021年10
月31日現在分以降は毎月に切り替えて、情報更新
を続けている。今回は186回目の公表となる。図1
は、過去の公表内容をグラフ化したものであり、表3
は4月18日の公表内容に率等を加えたものである。
月別の労災請求・決定件数も公表されるように

なっているが、こちらの数字は公表されるたびに修
正されている。表2は、4月18日の公表内容である。
他方、令和3（2021）年度分の「業務上疾病の
労災補償状況調査結果（全国計）」が2022年12月
にとりまとめられ、厚生労働省ウエブサイトで公表さ
れている（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakuni
tsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/
gyoumu_00531.html）。
2019年度と2020年度の数字（ウエブ上には情報

なし）も含めて、表1に示した。2022年度の新型コロ
ナウイルス感染症の数字には4月18日に公表された

数字を入れ、同感染症以外が仮に約10,000件だっ
たとした場合の推計を示している。

新型コロナウイルス感染症は最大の職業病

新型コロナウイルス感染症の労災認定は、2019
年度は0件、2020年度に初めて4,556件だったもの
が、2021年度には19,608件、そして2022年度には
149,481件（約15万件）へと、対前年度比で、2021
年度には4.3倍、2022年度は7.6倍（対2020年度比
では32.8倍）へと劇的に増加した。
2020年度には業務上疾病認定件数全体の
30.3％を占めたが、2021年度には69.9％を占めるに
至り、2022年度には約95％を占めるという事態に
なっている可能性が高い。
別の言い方をすれば、新型コロナウイルス感染
症が主な原因となって、業務上疾病（職業病）認定
件数全体が対前年度比で、2020年度には1.8倍、
2021年度には1.9倍（対2019年度比では3.4倍）に
なり、2022年度には5.7倍（対2019年度比では19.2
倍）になっているかもしれないということである。
新型コロナウイルス感染症は、まさに最大の職業
病になっている。

新型コロナウイルス感染症は最大の職業病

2022年度労災認定15万件
急増にも処理対応、認定率99.7％
5類移行後も認定取り扱いに変更なし

特集／新型コロナウイルス感染症
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表1　業務上疾病及び新型コロナウイルス感染症に関する労災認定件数（*は推計）

年度 業務上疾病認定件数計 新型コロナウイルス感染症以外 新型コロナウイルス感染症
2019 8,310件 100％ 8,310件 100％ 0件 0.0％
2020

対前年度比
15,038件
1.8倍

100％ 10,482件
1.3倍

69.7％ 4,556件 30.3％

2021
対前年度比

28,071件
1.9倍

100％ 8,463件
0.8倍

30.1％ 19,608件
4.3倍

69.9％

2022
対前年度比

約160,000件*
5.7倍*

100％ 約10,000件*
1.2倍*

6.3％* 149,481件
7.6倍

93.7％*

図1　新型コロナウイルス感染症に関する労災請求件数等の推移（2020.4.30～2022.3.31）

新型コロナウイルス感染症に関する労災請求は
2020年3月に最初の1件があったとされ、2020年5月
15日に厚生労働大臣が、初めての認定決定2件が
あったことを公表している。
月別請求件数は、2020年6月～12月は3桁、2021
年1月～2022年2月は2022年1月を除き1,000～3,000
件、2022年3月以降は5，000件を超え、2022年9月以
降は1万件を突破、2022年9月と10月がとりわけ多く
2万件を超えている（表2・図2）。
累計請求件数は、2021年4月に1万件を超え、
2022年6月に5万件を突破、同年10月に10万件、
2023年1月に15万件を突破して、2023年3月31日現
在で190，402件となった（図1）。
月別認定（支給決定）件数は、2020年6月～2021
年2月は3桁、2021年3月～2022年4月は2022年2月
を除き1,000～3,000件、2022年5月以降は5,000件を
超え、2022年9月以降は1万件を突破、2022年10月

がとりわけ多く2万件を超えている（表2・図2）。
累計認定件数は、2021年7月に1万件を超え、
2022年8月に5万件を突破、同年12月に10万件、
2023年2月に15万件を突破して、2023年3月31日現
在で173,645件となった（図1）。累積請求件数よりも
2月程度遅れて推移しているように見える。
認定率（認定件数/決定件数）は、2020年10月
19日現在までは100％で、その後不支給決定事例
が現われはじめたものの、2023年3月31日現在で
も累計不支給件数は509件にとどまり、認定率は
99.7％という高い水準を維持している。ちなみにもっ
とも認定率が低かったのは、2021年3月12日現在で
94.6％だった（図1）。
処理率（決定件数/請求件数）は、2020年9月9

日現在の56.5％まで急速に上昇した後、2021年5月
頃まで停滞ないし減少が続き、その後2022年1月31
日現在の89.2％まで再び増加、請求件数急増のた
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表2　新型コロナウイルス感染症に関する労災請求件数等の月別推移（括弧内は不支給決定件数）

年度 月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 累計
2019 請求 － － － － － － － － － 0 0 1 1 1

2020
請求 5 54 370 368 186 356 443 343 526 1,075 1,943 2,810 8,479 8.479

認定 0
（0）

7
（0）

48
（0）

226
（0）

229
（0）

221
（0）

213
（24）

247
（7）

325
（3）

440
（56）

623
（10）

1,977
（93）

4,556
（193）

4,556
（193）

2021
請求 1,956 1,573 2,168 1,789 1,150 1,507 2,050 1,804 1,035 579 1,376 5,917 22.904 31,384

認定 1,398
（15）

1,701
（14）

2,190
（11）

1,895
（17）

1,927
（13）

1,310
（5）

1,475
（9）

1,760
（14）

1,858
（32）

1,254
（12）

905
（10）

1,935
（16）

19,608
（168）

24,164
（361）

2022
請求 8,244 7,142 7,853 5,401 7,522 22,463 24,238 15,210 13,000 15,211 19,705 13,029 159,018 190,402

認定 2,533
（32）

5,120
（8）

8,545
（15）

7,435
（11）

7,628
（10）

10,980
（10）

20,571
（10）

18,705
（15）

17,155
（9）

15,451
（10）

19,199
（7）

16,191
（11）

149,481
（148）

173,645
（509）

図2　新型コロナウイルス感染症に係る月別労災請求・支給決定件数（2023.3.31現在）

めと思われるが、2022年4月30日現在の67.0％まで
減少したものの、その後引き続く請求件数の増加
にもかかわらず持ち直して、2023年3月31日現在で
91.5％という状況である。

労災請求と事業主による報告の乖離拡大？

以上に加えて、事業者が届け出た労働者死傷
病報告のデータとの関係もみておきたい（https://
www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzen
eisei11/rousai-hassei/）。
2021年4月30日に公表された「令和2年の労働
災害発生状況」によると、暦年で2020年の死傷者
数は131,156人で、うち6,041人が新型コロナウイル
ス感染症によるものだった（全体の4.6％）。表2から

同期間の労災請求件数を計算すると2,652件であ
る。事業者が労働災害であるとして6,041件報告し
ているにもかかわらず、労災請求がなされたのはそ
の43.9％にすぎないということになる。同期間中の
認定件数は1,516件にとどまっていた。
2022年5月30日に公表された「令和3年の労働
災害発生状況」によると、暦年で2021年の死傷者
数は149,918人で、うち19,332人が新型コロナウイル
ス感染症によるものだった（全体の19.9％）。表2か
ら同期間の労災請求件数を計算すると20,860件
である。今度は、事業者が労働災害であるとして
報告している数を上回る労災請求がなされたこと
になる。同期間中の認定件数は18,554件だった。
本稿執筆時点で「令和4年の労働災害発生状

特集/新型コロナウイルス感染症
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況」はまだ公表されていない。2023年3月7日まで
に報告があったものを集計した「令和5年3月速報
値」によると、死傷者数は275,733人、うち31,597人が
「その他」で「主として感染症による労働災害を示
す分類」と説明されている。前年度－2022年3月7日
までに報告があったものを集計した「令和４年3月
速報値」では、死傷者数は146,856人、うち31,024
人が「その他」で「主として感染症による労働災害
を示す分類」と説明されていた。死症者数は1.9倍
に（128,877人）増加しているのに、「その他」の数は
ほとんど変わっていない。表2から暦年で2022年の
労災請求件数を計算すると118,945件、認定件数
は102,734件である。前年同様に労災請求件数が
事業主による報告件数を上回っているだけでなく、
両者の乖離が著しく拡大していることになるかもし
れない。注目されると同時に、問題点の抽出と対策
が必要な課題でもある。

医療従事者等の事例が4分の3

累計では、2023年3月31日現在の新型コロナウイ
ルス感染症の労災請求190,402件、認定173,645
件、不支給509件。認定率は99.7％で、処理率は
91.5％となっている。請求のうち死亡は213件で、請
求全体の0.11％（うち200件が認定され、不支給は1
件のみ）という結果である（表3）。なお、参考までに、
2022年6月号で紹介した2022年3月31日現在の状
況を一部改編して、表4として再掲しておく。
表3・4では、医療従事者等、医療従事者等以
外、海外出張者の別に、業種別の労災請求件数
等を示している。
2023年3月31日現在の状況（表3）で、医療従
事者等については、労災請求143,348件（全体
の75.3％）、認定130,394件（75.1％）、不支給299件
（58.7％）。認定率は99.8％で、処理率は75.1％と
なっている。請求のうち死亡は36件で、請求全体
の0.025％にすぎない。
業種別では、医療業が医療従事者等全体の請
求の64.1％、認定の64.5％、不支給の81.3％。社会
保険・社会福祉・介護事業が請求の34.8％、認定の
34.4％、不支給の1.7％。その他業種が請求の1.8％、
認定の1.1％、不支給の1.4％を占めている。

医療従事者等の不支給事案は、厚生労働省の
これまでの説明から、「新型コロナウイルス感染症と
して労災請求されたものの、実はそうではなく、かつ
業務上でもなかった事案」であると思われる。
医療従事者等以外については、請求46，991件

（全体の24.7％）、認定43,194件（24.9％）、不支
給210件（41.3％）。認定率は99.5％で、処理率は
92.4％となっている。請求のうち死亡は167件で、請
求全体の0.36％である。
業種別では、社会保険・社会福祉・介護事業、製
造業、医療業、建設業、運輸業・郵便業、卸売業・小
売業が多いが、多くの業種にまたがっていて、認定
率はいずれも99％を超えている。
海外出張者については、請求63件（0.0.3％）、認
定57件（0.03％）、不支給0件（0％）。認定率は100％
で、処理率は90.5％となっている。請求のうち死亡
は10件で、請求全体の15.9％である。
請求全体に占める死亡の割合は、医療従事者
等でもっとも低く、海外出張者では非常に高い。医
療従事者等以外では、死亡事案以外の請求が相
対的に少ないことを示しているのかもしれない。
2022年3月31日現在の状況（表4）と比較してみる

と、医療従事者等の比率が増加したことがわかる。

地方公務員災害補償は相対的に少ない

地方公務員災害補償基金は2023年4月10日に、
同年3月31日現在の「新型コロナウイルス感染症に
関する認定請求件数、認定件数について」公表した
（https://www.chikousai.go.jp/corporate/pdf/
info/r5/info050331.pdf）。
地方公務員災害補償基金は、2021年末から隔

月ごとの情報更新に切り替えたようで、2020年6月
1日に同年5月29日現在の情報を提供して以来、45
回目の情報更新ということになる。
累計公務災害請求件数は、2022年3月31日現在

で1,000件を超えた後、11月30日現在で2，000件を
超え、2023年3月31日現在では3,090件となった。
累計公務上認定件数は、2022年11月30日現在

で1,000件を超え、2023年3月31日現在では2.527件
となった。
公務外認定事例は、2022年3月31日現在で初め



6   安全センター情報2023年6月号

表3　新型コロナウイルス感染症に関する労災請求件数等（2023.3.31現在）

業種 請求件数 支給決定 不支給決定 認定率 処理率 認定割合
1.  医療従事者等 143,348（36） 130,394（30） 299（0） 99.8％ 91.2％ 75.1％
医療業 91,931（14） 84,102（11） 243（0） 99.7％ 91.7％ 64.5％
社会保険・社会福祉・介護事業 49,871（21） 44,855（18） 52（0） 99.9％ 90.0％ 34.4％
サービス業（他に分類されないもの） 1,270（1） 1,177（1） 4（0） 99.7％ 93.0％ 0.9％
教育、学習支援業 116（0） 116（0） 0 100％ 100％ 0.1％
複合サービス事業 66（0） 64（0） 0 100％ 97.0％ 0.0％
学術研究、専門・技術サービス業 42（0） 29（0） 0 100％ 69.0％ 0.0％
宿泊業、飲食サービス業 2（0） 2（0） 0 100％ 100％ 0.0％
製造業 1（0） 1（0） 0 100％ 100％ 0.0％
運輸業、郵便業 1（0） 1（0） 0 100％ 100％ 0.0％
卸売業、小売業 7（0） 6（0） 8（0） 100％ 85.7％ 0.0％
生活関連サービス業、娯楽業 41（0） 41（0） 0 100％ 100％ 0.0％
2.  医療従事者等以外 46,991（167） 43,194（161） 210（1） 99.5％ 92.4％ 24.9％
農業、林業 230（0） 215（0） 4（0） 98.2％ 95.2％ 0.5％
漁業 353（1） 328（1） 0 100％ 92.9％ 0.8％
鉱業、採石業、砂利採取業 18（0） 18（0） 0 100％ 100％ 0.0％
建設業 3,676（32） 3,454（32） 35（0） 99.0％ 94.9％ 8.0％
製造業 3,779（16） 3,610（15） 21（0） 99.4％ 96.1％ 8.4％
電気・ガス・熱供給・水道業 49（1） 41（1） 0 100％ 83.7％ 0.1％
情報通信業 207（0） 198（0） 2（0） 99.0％ 96.6％ 0.5％
運輸業、郵便業 2,903（27） 2,707（25） 15（0） 99.4％ 93.8％ 6.3％
卸売業、小売業 2,728（18） 2,545（18） 16（0） 99.4％ 93.9％ 5.9％
金融業、保険業 100（2） 96（2） 1（0） 99.0％ 97.0％ 0.2％
不動産業、物品賃貸業 409（2） 384（2） 1（0） 99.7％ 94.1％ 0.9％
学術研究、専門・技術サービス業 424（5） 391（5） 3（0） 99.2％ 92.9％ 0.9％
宿泊業、飲食サービス業 1,866（6） 1,769（5） 15（0） 99.2％ 94.6％ 4.1％
生活関連サービス業、娯楽業 1,184（2） 1,087（2） 4（0） 99.6％ 92.1％ 2.5％
教育、学習支援業 2,148（4） 1,941（4） 10（0） 99.5％ 90.8％ 4.5％
医療業 10,894（1） 9,796（1） 47（0） 99.5％ 90.7％ 22.7％
社会保険・社会福祉・介護事業 12,111（17） 10,912（17） 10（0） 99.9％ 90.2％ 25.3％
複合サービス事業 172（2） 147（1） 1（0） 99.3％ 86.0％ 0.3％
サービス業（他に分類されないもの） 3,759（31） 3,550（30） 25（1） 99.3％ 95.1％ 8.2％
公務（他に分類されないもの） 6（0） 5（0） 0 100％ 83.3％ 0.0％
3.  海外出張者 63（10） 57（9） 0 100％ 90.5％ 0.0％
建設業 3（0） 3（0） 0 100％ 100％ 5.3％
製造業 29（5） 24（4） 0 100％ 82.8％ 42.1％
情報通信業 1（0） 1（0） 0 100％ 100％ 1.8％
卸売業、小売業 9（2） 9（2） 0 100％ 100％ 15.8％
学術研究、専門・技術サービス業 7（1） 7（1） 0 100％ 100％ 12.3％
宿泊業、飲食サービス業 1（0） 1（0） 0 100％ 100％ 1.8％
生活関連サービス業、娯楽業 2（0） 2（0） 0 100％ 100％ 3.5％
サービス業（他に分類されないもの） 11（2） 10（2） 0 100％ 90.9％ 17.5％

計 190,402（213） 173,645（200） 509（1） 99.7％ 91.5％ 100％

特集/新型コロナウイルス感染症
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表4　新型コロナウイルス感染症に関する労災請求件数等（2022.3.31現在）

業種 請求件数 支給決定 不支給決定 認定率 処理率 認定割合
1.  医療従事者等 20,443（26） 15,601（26） 225（0） 98.6％ 77.4％ 65.5％
医療業 13,137（9） 10,032（9） 190（0） 98.1％ 77.8％ 64.3％
社会保険・社会福祉・介護事業 6,784（16） 5,176（16） 33（0） 99.4％ 76.8％ 33.2％
サービス業（他に分類されないもの） 375（1） 281（1） 2（0） 99.3％ 75.5％ 1.8％
教育、学習支援業 97（0） 82（0） 0 100. 84.5％ 0.5％
複合サービス事業 21（0） 16（0） 0 100％ 76.2％ 0.1％
学術研究、専門・技術サービス業 17（0） 7（0） 0 100％ 41.2％ 0.0％
宿泊業、飲食サービス業 2（0） 2（0） 0 100％ 100％ 0.0％
製造業 1（0） 1（0） 0 100％ 100％ 0.0％
運輸業、郵便業 2（0） 1（0） 0 100％ 50.0％ 0.0％
生活関連サービス業、娯楽業 6（0） 3（0） 0 100％ 50.0％ 0.0％
2.  医療従事者等以外 10,831（116） 8,176（108） 128（1） 98.5％ 75.5％ 34.3％
農業、林業 46（0） 35（0） 2（0） 94.6％ 76.1％ 0.4％
漁業 49（1） 47（1） 0 100％ 95.9％ 0.6％
鉱業、採石業、砂利採取業 8（0） 0 0 0.0％ 0.0％ 0.0％
建設業 1,127（31） 829（25） 20（0） 97.6％ 75.3％ 10.1％
製造業 1,472（12） 1,156（10） 13（0） 98.9％ 79.4％ 14.1％
電気・ガス・熱供給・水道業 8（0） 7（0） 0 100％ 87.5％ 0.1％
情報通信業 129（0） 113（0） 2（0） 98.3％ 89.1％ 1.4％
運輸業、郵便業 1,075（22） 838（19） 11（0） 98.7％ 79.0％ 10.2％
卸売業、小売業 910（17） 702（14） 8（0） 98.9％ 78.0％ 8.6％
金融業、保険業 36（2） 29（1） 1（0） 96.7％ 83.3％ 0.4％
不動産業、物品賃貸業 191（2） 152（2） 0 100％ 79.6％ 1.9％
学術研究、専門・技術サービス業 198（1） 160（1） 3（0） 98.2％ 82.3％ 2.0％
宿泊業、飲食サービス業 643（3） 517（1） 5（0） 99.0％ 81.2％ 6.3％
生活関連サービス業、娯楽業 369（1） 251（0） 1（0） 99.6％ 68.3％ 3.1％
教育、学習支援業 352（3） 255（2） 2（0） 99.2％ 73.0％ 3.1％
医療業 1,178（0） 789（0） 36（0） 95.6％ 70.0％ 9.7％
社会保険・社会福祉・介護事業 1,708（10） 1,243（9） 6（0） 99.5％ 73.1％ 15.2％
複合サービス事業 32（1） 25（1） 1（0） 96.2％ 81.3％ 0.3％
サービス業（他に分類されないもの） 1,300（25） 1,028（22） 17（1） 98.4％ 80.4％ 12.6％
3.  海外出張者 50（9） 40（5） 0 100％ 80.0％ 0.2％
建設業 2（0） 0 0 0.0％ 0.0％ 0.0％
製造業 22（4） 18（1） 0 100％ 81.8％ 45.0％
情報通信業 1（0） 1（1） 0 100％ 100％ 2.5％
卸売業、小売業 8（2） 6（1） 0 100％ 75.0％ 15.0％
学術研究、専門・技術サービス業 7（1） 6（0） 0 100％ 85.7％ 15.0％
宿泊業、飲食サービス業 1（0） 1（0） 0 100％ 100％ 2.5％
生活関連サービス業、娯楽業 1（0） 1（0） 0 100％ 100％ 2.5％
サービス業（他に分類されないもの） 8（2） 7（2） 0 100％ 87.5％ 17.5％

計 31,324（147） 23,817（139） 353（1） 98.5％ 77.2％ 100％
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表5　新型コロナウイルス感染症に関する公務災害請求件数等（2023.3.31現在）

職種 請求件数 公務上認定 公務外認定 認定率 処理率 認定割合
医師・歯科医師 179 170 0 100％ 95.0％ 5.9％
看護師 2,074 1,967 2 99.9％ 94.9％ 67.7％

保健師・助産師 34 30 0 100％ 88.2％ 1.0％
その他の医療技術者 240 208 0 100％ 86.7％ 7.2％
保育士・寄宿舎指導員等 18 16 0 100％ 88.9％ 0.6％

土木技師・農林水産技師・建築技師 3 3 0 100％ 100％ 0.1％
調理員 1 1 0 100％ 100％ 0.0％

運転士・車掌等 4 3 0 100％ 75.0％ 0.1％
義務教育学校教員 12 9 1 90.0％ 83.3％ 0.3％

義務教育学校以外の教員 4 2 0 100％ 50.0％ 0.1％
警察官 299 292 1 99.7％ 98.0％ 10.1％
消防吏員 39 37 0 100％ 94.9％ 1.3％
清掃職員 28 27 0 100％ 96.4％ 0.9％
その他の職員 155 139 0 100％ 89.7％ 4.8％

計 3,080 2,904 4 99.9％ 94.1％ 100％

図2　新型コロナウイルス感染症地方公務員災害補償請求件数等の推移（2020.5.29～2023.3.31）

て1件現われ、それまでは認定率（公務上認定件
数/決定件数）100％を維持していた。2023年3月31
日現在でも累積公務外決定は4件にとどまり、認定
率は99.9％である。
処理率（決定件数/請求件数）は、2020年8月

に65.7％まで急上昇した後、横ばい気味に上下し
たが、2021年度以降ゆるやかながら上昇し続け、
2023年3月31日現在では94.1％となっている。（以
上、図2）

認定率・処理率とも、間労働者が対象の労災保
険の場合を上回ってはいるものの、ともに、労災保
険の場合と比較して低すぎると考えている。
2023年3月31日現在の状況を、表5に示した。
看護士、保健師・助産師、その他の医療技術者

を「医療従事者等」として括ると、請求件数・公務
上認定件数とも全体の81.8％占めており、2022年3
月31日現在の59.7％及び60.5％（計算はしていない
が、2022年7月号にデータを紹介）より増加しており、

特集/新型コロナウイルス感染症
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2022年度に「医療従事者等」の請求件数・公務
上認定件数が、それ以外の者によるものよりも大きく
増加したことがわかる（図2のグラフのカーブからも
明らかである）。
なお、地方公務員災害補償基金は、「認定・補
償実績」に関する統計を公表しているが（https://
www.chikousai.go.jp/gyoumu/toukei/toukei.
php）、ここには新型コロナウイルス感染症に関する
情報は含まれていないのが残念である。

国家公務員災害補償は情報公表中止

人事院もウエブサイトの「新型コロナウイルス感
染症」ページで「一般職の国家公務員に係る新
型コロナウイルス感染症に関する報告件数及び認
定件数」を公表し、毎月更新を続けていたのだが、
2022年3月31日現在の状況を同年4月１9日に公表
した後、とりやめたようである。
「年次報告書」（https://www.jinji.go.jp/
hakusho/index.html）の「災害補償」で報告はさ
れており、2021年度は公務災害と通勤災害を合わ
せた認定件数1,942件のうち32件が新型コロナウ
イルス感染症であったとされている。2020年度は
公務災害と通勤災害を合わせた認定件数1,909
件のうち疾病によるものが95件としているだけで、
新型コロナウイルス感染症についての記述がな
い。前記2022年3月31日現在の状況によると、公務
上認定件数は88件（請求件数は97件）だったの
で、88件－32件＝56件が2020年度の数字であるか
もしれない。2022年度分はまだ公表されていない。

労災保険料の取り扱いは変更の可能性

新型コロナウイルス感染症が感染症法上の5類
感染症へ位置づけが変更される（5月8日の予定）こ
とに関連して、2023年3月24日に、厚生労働省ウエ
ブサイト上の以下のQ&Aが更新された。
・	新型コロナウイルスに関するQ&A（労働者の方
向け）：更新箇所－「5 労災補償」の問1、問2、
問3を更新
	 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_
qa_00018.html

・	新型コロナウイルスに関するQ&A（企業の方向
け）：更新箇所－「7 労災補償」の問1、問2、問
3、問13を更新
	 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_
qa_00007.html
「労災補償」については、労災保険料を除き、
「新型コロナの感染症法上の位置づけが5類感
染症に変更された後においても、取扱いに変更は
ない」という内容である。
唯一、労災保険料については、「新型コロナウイ

ルス感染症の位置づけが5類感染症に変更される
までに労働者が発病した場合の労災保険給付に
ついては、メリット制による労災保険料への影響は
ありませんが、5類感染症に変更された後に労働者
が発病した場合の労災保険給付については、メリッ
ト制による労災保険料への影響がありえます」とさ
れた。具体的には、企業の方向けQ＆Aの7-問13
であり、問と回答の全文は以下のとおりである。
7-問13　新型コロナウイルス感染症に関する労災

保険給付があった場合、 労災保険料に影響が

あるのでしょうか。

【回答】	 労災保険制度においては、個々の事業ご
とに、労災保険給付の多寡により、給付があった
年度の翌々年度以降の労災保険料等を増減さ
せるメリット制を設けています。
	 他方、法に基づき入院措置や外出自粛などが行
われる感染症法上の「新型コロナウイルス感染
症」に関連する給付は、全ての業種においてメ
リット制の対象外とし、労災保険料に影響を与え
ない特例を設けています。
	 このため、新型コロナウイルス感染症の位置づ
けが5類感染症に変更されるまでに労働者が発
病した場合の労災保険給付については、メリット
制による労災保険料への影響はありませんが、5
類感染症に変更された後に労働者が発病した
場合の労災保険給付については、メリット制によ
る労災保険料への影響がありえます。
具体的な取り扱いについては、おつて示されるも

のと思われる。
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昨年、約1年前まで保健所に勤務しておりました
森田と言います。本日は、「保健所で何が起きてい
たのか？」ということを中心に話をしようと思います。
言いたいことがいっぱいありまして話が長くなりそ
うですが、時間内に収めるよう頑張りたいと思いま
す。
まず、自己紹介をさせていただきます。社会保
険労務士と行政書士ということでちょぼちょぼやっ
ていますが、社会保険労務士としては障害年金な
どを中心に行っており、ソーシャルワーカーの方々
は病院でそういうご相談もあるかと思うので、私の
名前を憶えておいていただければ、スライドにある
QRコードを一度覗いていただき、ご紹介などいた
だければ、寄り添って、そういう事務をしていきたい
と思っています。行政書士としても、障害のある方
の関係、成年後見などを考えているところでござい
ます。横浜市戸塚区の自宅で開業しており、ホーム
ページもございます。

横須賀市の保健所には診療放射線技師として
入り、昔はレントゲンも撮っておりました。最後のほう
は、病院や診療所、薬局の監査の仕事、許可を出
して立ち入り調査をして注意してくるという、小うる
さい仕事をしておりました。また、市役所の労働組
合で長く役員もやっておりまして、その中で先ほど申
し上げた、障害者の活動なども取り組んできたとこ
ろです。こういう資格も持っているということでご紹
介をさせていただきます。
本日お話する内容は大きくは3つです。保健所

とはどんなところでしょうか、いろんな印象があるか
と思いますが、そういうお話をさせていただいて、
ちょっと歴史的な話をします。次に今回のコロナ、
私は2年ほど、この仕事にお付き合いしたわけです
が、保健所には笑っちゃうような話がいっぱいある
のでご紹介したいと思います。最後に、今後に向
けた提言。提言というと大げさですが、労災的な、
職員のメンタルについても感じることがありましたの

新型コロナ感染症の対応
－保健所で何が起きていたのか？
医療従事者と一緒に考える－

森田洋郎
元横須賀市保健所職員・現社会保険労務士/行政書士

2023.2.4 神奈川労災職業病センター/神奈川県医療ソーシャルワーカー協会労災職業病講座

特集/新型コロナウイルス感染症
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で、お話をできたらと思っています。
今回の発表は私が経験したことからの考察です

から、何ら横須賀市とは関係ありませんのでご承知
おきください。できるだけ出典なども明確にさせてい
ただいております。

保健所とはどんなところ

最初に、「保健所とはどんなところ」というお話を
させていただきます。
私は市役所に入ったと同時に保健所に配属さ

れ、先輩から、保健所の「健」を「犬」と言っている
人がいるよと。笑い話ですが、昔の人は狂犬病とい
うイメージが強かった。例えば、私が電話して「保
健所です」と言うと、「保険ですか？要りません」と
いう返事もあったこともあります。いろんな捉え方を
されていたわけですが、今回のコロナで、保健所と
いうと、コロナの何かをやってくれるところだろうとい
う印象が非常に広まったのではないかと思います。
これは、戦後の保健所の成り立ちの中で初めての
ことだろう、それぐらいの大きな出来事だろうと思っ
ています。
保健所の歴史の話になりますが、昭和12年に最
初の保健所法が制定されました。戦前の話です。
「国民の体位の向上を図る」とか、「都会と田舎を
通じて［保健所を創設し］」とか、「あまねく衛生思
想の普及［啓発を図るとともに］」とか、「［衣食住そ
の他］日常生活において衛生の規範［となるほか
疾病予防のための健康相談を行うなど保健上適
切なさまざまな指導を行う］」と書いてあるとおり、何
をやろうとしていたのかというと、完全に欧米人なみ
に身体を大きくしましょう、戦争に勝ちましょうという
富国強兵的な意味あいの法律だと、私はうかがっ
ております。
そして終戦を迎え、昭和22年にGHQの政策の中

で新しい保健所法ができました。健康相談、保健
指導の他に、医事、薬事、食品衛生、医療機関や
薬局、飲食店、風呂屋など、こういう仕事を一緒にし
ましょうということです。その前までは、警察署が飲
食店の取り締まりや食中毒を出さないようにというこ
とをやっていた時代もありました。これが、公衆衛

生全てにおいて保健所がやる、そういう機関になっ
たわけです。
この時代は、まだ結核やドブにネズミが走ってい
るという非常に衛生状況が悪かったのですが、戦
後、急速に整備され、結核もBCGを打つようになっ
て激減します。そのかわり増えたのががんです。
結核からがんに疾病構造が変わっていきました。
1957年頃から「保健所たそがれ論」という投稿等
も見えはじめ、保健所は何をやるところかわからな
い、優秀な医者は将来が見通せないので来ないと
か、そういうことが議論されていました。医療も皆保
険制度の中で充実してきます。保健所の役割は、
一人の幸せを考えるのではなく、全体の社会の平
穏を仕事としているわけですので、そういう時代で
はなく、個人の幸せという時代に変わってきたので
はないかと私は思っておりまして、保健所が少した
そがれた組織だというふうになっていくわけです。

地域保健法と老人保健法

その後、平成6年に地域保健法という法律に改
正されます。イラスト［省略］はラジオ体操ですが、
これは昭和4年という戦前のもので、富国強兵です
ね。こんなポスターで昔はラジオ体操をやっていた
ということです。
平成6年に地域保健法ができますが、昭和57年

に老人保健法という法律が制定されます。「医療
の確保のため、疾病の予防、治療、機能訓練など
の保健事業を総合的に実施」する。「老人福祉の
増進をはかる」。医療の場合は70歳以上を対象と
しますが、保健事業は40歳以上が対象です。おお
むね大人は老人保健法で保健が施されるという法
律です。
この法律ができた背景をお話します。昭和30年
代から高度経済成長で日本は発展していきます
が、その影の部分として公害問題などいろいろなト
ラブルが発生します。こういう時代に各地に革新
知事がどんどん登場します。1967年には美濃部東
京都知事が誕生し、東京都は独自で70歳以上の
医療費を無料化しました。東京に続けといろいろな
革新自治体、最終的にはほとんどの都道府県で70
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歳以上の医療費が無料になります。すると、外堀を
埋められた田中角栄内閣が1973年に「国民福祉
の充実と国際協調の推進を目指した経済社会基
本計画」を出しました。これを福祉元年と申します。
そして、70歳以上の医療費は無料化されました。
年金もこの頃から物価スライド制になり、物価があ
がると年金もたくさんもらえる。高額医療費制度もこ
の時期にはじまりました。この少し前に児童手当も
始まっております。福祉の基礎がこのへんでできた
わけです。当時の漫才師のネタですが、クリニック
の待合室でお年寄り2人が話しています。「最近、
何 さ々ん見ないよね。いつも来ていたのにね」「うん、
それはきっと具合が悪いんだよ」というのがありまし
た。お年寄りはタダだから、元気なのに病院に行っ
ているのでないかと考える人もいました。
少し脱線しますが、いま、コロナで小児科の患者

さんが激減しました。なぜかというと、小児科は中
学生か高校生ぐらいまでは無料ですから、ちょっと
したことでお子さんがクリニックにかかるんですね。
コロナだから、行ったら逆に感染するとなって、行か
なくなってしまった。でも、小児科の医者の中には、
これが普通だと言う方もいらっしゃいました。今回
の岸田内閣の子ども政策では、もっと無料にする流
れになるかと思います。
この70歳以上の医療費無料は財政的にとてもも
たないということで、老人保健法により昭和57年か
ら1割負担に変わりました。医療サイドからは、受診
抑制により重症化してから受診するためにかえっ
て医療費負担が増えるのではないかという批判も
ありました。そこで厚生労働省は、老人保健法とい
う法律で40歳以上についてがん検診など健康診
断を全員受けてもらう、すると糖尿病やがんが見つ
かった人が早期に受診することで、結果として医療
費は少なくなるという話をして、保健事業を一生懸
命やろうということに切り替わったのです。早期の
受診や予防にお金をかけて実際にどのくらい医療
費が減るのか、実証は容易ではありません。
この保健事業の実施主体は市町村で、保健所
ではありません。例えば、横須賀の隣の逗子市に
は保健所がありません。鎌倉保健所が隣の鎌倉
市に県の保健所としてあります。保健所はますます

仕事が市町村に流れていって、良い人材が保健
所に集まらなくなったというきっかけが昭和57年で
す。そして、先ほどの地域保健法が平成6年で、保
健所がたそがれていくという感じです。横須賀市
の場合は保健所を持ちながら市町村の両方の業
務をやりますので、そういったことはありませんでし
た。当時、われわれ保健の関係者は、「老健法の
風が吹く」ということで、私と同期で入った保健師は
5人でしたが、毎年5人、保健師の採用が増えてい
きました。市町村に特に増えたということになります。

減少していく保健所

保健所が減ったから今回、対応が悪かったので
はないかというご意見をいただいています。たしか
に、平成元年848あったのが、令和4年には468と激
減しています。横須賀市は保健所は3つあったの
ですが、保健所の機能を持ち、市町村の機能も同
じだから変わらないだろうと思われるかもしれませ
んが、横須賀市も3か所が1か所になっています。こ
れが完全に悪かったかどうかは、ちょっと微妙なとこ
ろです。
政令指定都市は121から70か所と、非常に大き

な減り方をしています。大阪市は非常に減らしてい
ます。当時、有名な市長さんがいて潰していった。
行政改革で減らしすぎた部分もあるのかと感じて
います。
横須賀市の場合、いままで1人がエイズも結核も
難病もやっていましたが、3つが1つになったことで3
人に増え、1人は結核担当、1人は難病担当、1人は
エイズ担当となりました。有機的に3人でやっていた
だければ良いのですが、「私は結核のことしか知り
ません」などと、公務員というか市役所は縦割りに
なりやすく、全体化されていないことが問題としてあ
るかと思っているところです。
中心となる保健師の数の推移ですが、平成4年
から令和2年までかなり増えています。ただ、就業
場所でいうと、市町村が54％、保健所は15％にすぎ
ません。ざっくり言うと、優秀な保健師は市町村に
行って、お子さんや赤ちゃんの業務など住民に身近
な仕事をする方が楽しいというか、そういう傾向が

特集/新型コロナウイルス感染症
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あると思います。
保健所の役割には、対人サービスと対物サービ

スの2つがあります。コロナやエイズ、結核など、直
接人に対する業務が対人サービスです。事業者、
例えば飲食店、風呂屋、床屋などに対するのは対
物サービスです。私は医療監査をやっていたので、
どちらかというと対物サービスでしょう。かなり趣が
異なる業務です。
いろいろなことをやっているので、コロナの専門
家はいませんでしたが、何となくの担当、直接の担
当というのは保健師では4名程度です。4名で何が
できるかという話になりますが、薬剤師や医師もいる
し、獣医もいるし、放射線技師、検査技師などいろ
いろな職種がいますが、専門家はこれほど少ないと
いう話です。
次に、感染症法の話をします。感染症法には前
文があります。私もコロナ禍で勉強したのですが、
立派な法律だと思います。過去に、ハンセン病、
HIV感染患者に対する差別や偏見が存在したと
いう事実を重く受け止め、教訓にすることが重要
で、人権を尊重しながらきちんと医療提供しましょう
という素晴らしい法律です。これが法の原点です。
ただ、これが今回のコロナの場合は、足枷になった
というか、辛かった部分もあります。

コロナでの保健所の奮闘

今回のコロナでの保健所の奮闘についてお話し
ます。今まで保健所が感染症法で行ってきた2類
の感染症は結核だけです。結核の患者さんは少な
く、急激に容体が悪くなることはないし、亡くなったと
いうことは聞いたことがありません。結核の仕事は、
他人にうつしてないか薬をちゃんと飲んでいるか調
査したり、家族等にレントゲンを撮ってもらうという手
続きで、蔓延防止を中心に考えて行っておりました。
コロナ対応の具体的な業務として、私が携わっ
たのは、相談部門、疫学調査部門と勧告部門の3
つですが、人がとにかく必要だったのは、その3つに
予防接種を加えた4つだろうと思います。積極的疫
学調査という言葉は、濃厚接触者とかですね、これ
がコロナのキーワードとしてでてくるわけです。

まず、相談部門の話をします。私は一番最初の
頃にこれを担当しましたので、古い話も混ざってく
るかもしれません。いまは少し変わりましたが、横須
賀市帰国者接触者相談センターという名称を長く
使っておりました。
当初2021年1月23日、国からの通知で、PCR検査

の対象は帰国者か接触者という定義でしたので、
そういう人へのお電話をお願いしますということで、
保健所の会議室を潰して外線電話を8台くらい引
いてきて、私も保健所の職員として電話を取る役を
しました。役所の中のいろんなポジションの保健師
も当番制で集められ、電話を受けました。帰国者で
も接触者でもない人、熱が出ただけの人が殺到し
たわけですね。必要な方にはPCR検査の予約をし
て検査につなげるという電話です。本当に電話が
ひっきりなしに鳴りまして、正直、辛かったです。話し
た内容を記録しなければいけないのですが、記録
もそこそこに、受話器を置いた瞬間に電話が鳴りま
した。ただ、「3日間、熱が出ていましたか」というこ
とだけを聞くのですが、人それぞれに事情がありま
すので話を聞き、結局3日間熱が出ないと、申し訳な
いがもう少し様子を見て下さいと言うしかありませ
ん。この数たるやすごいものでした。科学的なトリ
アージということではまったくなかったです。
その後、派遣会社にお願いして毎日大量に看護
師に来ていただき、職員は監督役みたいなかたち
で、派遣の看護師からの相談を受けたりしました。
当時はほとんどの人が陰性です。マスコミ報道など
を見て、熱が出ると、コロナになった！と心配になる
のは当然ですが、市民の方はかなりパニック状態だ
ろうと思いました。

PCR検査のこと

PCR検査をする機関を市内に作らなければい
けないということで、まず最初に、医師会の駐車場
に横須賀市のPCRセンターを設置しました。アス
ファルトの上にプレハブを建てましたが、熱が出て
いる人は入れない。外の電話ボックスみたいなとこ
ろで採取するのと、車で採取するという2種類の方
法でPCR検査をしました。これが暑くて熱くて仕方
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ない。スポットクーラーなどは後
からつきましたが、医師会関係
の病院の検査技師や医者が当
番で来て、フルPPE（個人用防
護具）で灼熱の中、ぐったりして
行われていました。技師長のよ
うな年配者が仕方なく嫌々来て
いる感じで、気の毒だなと思った
ところです。そういう辛いPCR
センターなので検査のキャパシ
ティも限られています。希望して
いる方はできるだけつなげたい
のですが、キャパシティの問題もありますので、その
調整を電話で行っていました。その後、第2PCRセ
ンターが横須賀共済病院の空き地に作られ、クー
ラーの効いたプレハブの中で検査ができる体制に
なりましたが、医師会駐車場と並行してやっていま
した。
問題点は、電話で、その場で、具合の悪さを判断

しなければならない。受診して下さいとは簡単に言
えない辛さがあります。できるだけ検査に回したい
のですが、国の判断基準を逸脱できない。なぜ、一
般の病院や診療所で検査できないのか、と当時は
思っていました。頑張っている診療所もありました
が、熱がある人には来て欲しくないというクリニック
が多かったように思います。これが5類になると少し
困るなという感じがします。
最初の時、集団のPCRを受けますと手を挙げた

クリニックがひとつだけあって、偉いなと思いました。
横須賀の中でもバス便で遠い所にあって、行きたい
という患者はあまりいませんでしたが、協力しようと
いうクリニックがもっとあってもよかったかと感じてい
るところです。
自分のところの患者をPCRセンターに回すこと
はできたのですが、例えば内科の医者に、かかりつ
けの患者が来て、熱っぽければPCR検査もできた
のですが、そういう件数はなかなか増えなかったと
思っています。これは想像ですが、かかりつけの患
者が熱っぽいと訴えても、「保健所に電話して下さ
い」で終わっていたのではないかと思っています。
これが相談部門の仕事です。

疫学調査部門

疫学調査という言葉の定義は、「感染症の発生
を予防し、原因を明らかにするために必要がある
時、質問、調査ができる」という規定です。なんでも
かんでも質問していいという話ではないということで
す。患者は、聞かれたら協力に務めなければならな
いという法律の建て付けになっています。でも、現
実はまったく違ったということです。
具体的にどうやっていたかというと、陽性患者全

員に電話します。全員ですから、ものすごい人が毎
日電話を5ケースとか7ケースかけないと、とても追
いつかない。聞く内容は3つです。まず、患者の行
動。最初のうちは丁寧にやっていましたので1週間
前位から、ライブに行ったか、誰と食事をしたか、大
学に行ったかなどつぶさに聞く。家族などは明らか
に濃厚接触者になるのでPCR検査の予約をとって
あげて検査の案内をする。そして本人の具合を聞
き、処遇を決定する。自宅療養、施設、入院のどれ
かを決める。最終的に入院になると医者の判断も
入りますが、とりあえずそういうことをする仕事です。
別掲スライドの、①患者の行動は、法文に沿った
対応だと思います。感染予防のためにおうかがい
する。②は少し微妙ですね、検査の案内です。家
族からの拡大という話になるのかもしれません。③
は完全に疫学調査とは違います。本人が入院す
るかどうかを決めているだけですから法の疫学調
査とはまったく違うと思います。けれども、最後のほ

特集/新型コロナウイルス感染症
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うは、①も②もやめて③だけにして下さいとなりまし
た。それはそうですよね。毎日100人とか200人とか
出るときに、とにかくこの人が生きて家にいるのか、
死なないで下さいねと確認するだけで終わってい
る。1日に出た数をその日のうちにこなせないで翌日
送りというのも出てきて、ヒヤヒヤしながら③だけをや
るということが続きました。
いま考えると問題点だらけです。知識がある職
員が聞き取ることがまったくできていない。派遣会
社や市役所の本庁舎の応援がないと処理しきれな
い数で、電話して、生きているかという生存確認だ
けになってしまいました。これは、保健所の仕事な
のでしょうかと思います。医療機関でPCR検査を
やって陽性になった方は、主治医から本人に必ず
一本は電話してもらうようにしていました。あなたは
陽性だから、そのうち保健所から電話があるから
ね、という電話だけをしてもらう。そこで、もう少し聞
いて指導などしていただけると、保健所と医療機関
の連携をしていただけると、少しは楽になったのか
なと思っています。

ハーシスの不具合と勧告部門

ハーシス（HER-SYS）という、全国統一で陽性患
者を登録する仕組みがあります。これをもとに、陽
性になった人を確認して電話をかけるのですが、こ
のハーシスが最初の頃、かなりポンコツでした。派
遣職員や市役所の応援者を講堂に集めて、朝、
ハーシスを起動したら固まって動かないということ

がありました。厚生労働省に電
話すると、今日は東日本で調子
が悪いみたいな話になる。それ
で午前中は電話をかけられず
待機して、午後2時か3時に復旧
したこともありました。さすがに
そこまでは引っ張れないので、
午後は各自の職場にお帰り下さ
いと、待機解除した経験も何度
かあります。もはや、積極的疫学
調査とは言えません。
保健所の仕事は、入院が必

要な人に入院して下さいという、ルーチンワークとい
う表現が正しいかわかりませんが、そういうことを伝
えるのが本来の仕事ではありません。本当に重症
化する恐れがあるから早く入院して下さいと言って
も、ペットや家族がいるとか言って入院してくれない
人を入院にもっていくというのが保健所の本来の
仕事でなければならないと思っているところです。
次に、勧告部門です。勧告とは、書類を出す話

です。感染症法の規定では、入院させる時は入院
させるべきことを勧告できます。勧告は人権を抑制
するという強制力があることは、先ほどの法の定義
にあります。陽性になると、全員に対して就業制限
通知という勧告をします。具体的な勧告作業は、入
院勧告書、就業制限通知書、就業制限解除通知
書。それから、嫌らしい療養証明書もありました。
この上の3つを勧告するときは、感染症の審査に
関する協議会にかけなければいけません。外部の
医者の協議会に、この人たちの人権を侵害してよ
いかというおうかがいを立てなければいけないとい
うのが法の建て付けになっています。ところが、毎日
100人とか200人について協議会をやるのは現実的
に無理なので、FAX審査という言い方ですが、メー
ルで200人分の名簿をつけて、名前は伏せますが、
職業を書いたりして審査をお願いします。でも200
人もいると間違える。漏れたり多かったりして報道
発表と合わないことがしょっちゅうあります。真面目
な先生は数を合わせて見てくれて、違うのはどうい
うことかね？と言われて、間違えました、すみませんと
メールで謝るというドタバタ劇を繰り返していました。
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すべての勧告書について所長の決済のハンコ
が必要なので、段ボール箱2箱とかを所長室に持っ
ていってハンコをもらう。そして、戻ってきた書類に
公印を押すという作業をしていました。だから、所
長が1日休むと、段ボール箱が3つから4つになるとい
う話でした。
問題点は、紙との闘いです。時間が経つにつれ、
合理化に合理化を重ね楽になってまいりました。保
険会社が入院特約を出さなくなったとか療養証明
が意味をなさなくなってきたので楽になりました。私
は療養証明の仕事を結構やっていましたので、ドタ
バタをお話したいのですが、時間があれば、また最
後に戻ってきたいと思います。
療養証明は、入院特約をもらうための証明です。

いまはMyHer-sys（マイハーシス）というシステムか
らダウンロードしてスマホを見せれば良いというふう
に変わりましたが、当時は全員に対して、紙にハンコ
を捺していました。私は、紙はやめましょう、メールで
送りつければいいのではと主張したことがあります
が、役所の書類だからハンコがなければダメだと一
蹴されたという記憶もあります。

生存確認という仕事

その他、様 な々仕事がありますが、ひとつだけふ
れさせていただきます。横須賀市役所のホーム
ページに、こういう陽性者が出ましたと、毎日アップ
ロードしていました。自衛隊員とか学校の先生とか
職業も書くのですが、防衛大の学生さんは「自衛
隊員」にして「大学生」にしないなどいろいろルー
ルがあります。特定されてしまうということでしょうか。
あるいは、「小学校教諭」と書いてはいけない。「中
学校」もダメ。「教員」と書けと。できるだけぼやか
せと。いまは職業すら書いていませんが、なんで職
業を書かなければいけないのか。知る権利という
話だとは思いますが、先ほどの人権という法の建て
付けとどうなのかな、どっちが正しいのかという話で
す。市民で、町内の役員が毎日、横須賀市のホー
ムページをコピーして町の掲示板に貼っていたとい
うテレビのニュースも見ましたが、何をやっているの
か、どういう気持ちでやっているのか、よくわかりませ

んが、そういう方もいらっしゃいました。
それから、生存確認という仕事。横須賀市で私

は1件も経験していませんが、東京などでは、行った
ら死んでいたということもあったようです。これはメ
ンタルがきついですね。私どもも、どうしても電話に
出ない、生存が確認できない人について、保健所
の職員が車を運転してカップラーメンを持ってお宅
に行きました。テレビを見て元気にしていたというの
がオチですが、そういう個別対応もしていました。
ワクチン接種について、私は直接、段取りは担
当していません。世の中はコロナワクチンがゲーム
チェンジャーになるというのでしょうか、世の中が変
わってくれると信じている方がいまもたくさんいるか
と思いますが、そういうふうに感じました。最初、高
齢の方から順番に接種を始めたのですが、初日に
デパートの接種会場に見に行きました。すると、80
代の方がエスカレータを走って打ちに来てました。
そこまで必要あるのかと思いましたが、そういう接
種会場でした。結局はいろんなトラブルがありまし
た。期限切れのワクチン摂取とか、フリーザーを開
けっぱなしにしていて全部捨てたとか、新聞報道に
載っていたワクチントラブルは全部経験しています。
横須賀市がクリニック等も含め、そういうトラブルや
失敗が起きた際、私の本来業務は医者の監督業
務なので、「こんなことがあった様なので注意して下
さい」と言いに行きました。期限切れに注意して下
さいと言うくらいですが、期限切れワクチンを打った
方に対する抗体検査などもきちんとやってくださる
真面目な医者もいらっしゃいました。

今後に向けた提言

私が考える、希望的観測を含めた、今後の提言
をお話したいと思います。
やはり、保健所が力をつけなければいけないと思

います。先ほど大阪市長の話にふれましたが、税
金を安くしよう、そのために職員数を減らそうという
市長がいまもいます。保健所の場合は県知事です
が、そういうことがうける時代でもあります。
コロナのこともあり、来年度の厚生労働省予算の
中で保健師を増やそうという財政措置がされてい
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るようです。保健師を増やす保健所もあると思い
ますが、コロナが下火になって平穏な日々 が続いた
ら、また減らすという話は当然出てくるでしょう。そこ
は、私らOBがこういうことを言い続けないといけな
いと思っています。
保健所の職員が力を持つ。これは当たり前の話

ですが、横須賀市は果たしてどうでしょうか。わかっ
ている担当がいれば済む話ではありません。人事
異動もあるし、感染症は一人だけでこなす話ではあ
りません。ですから、感染症や危機管理をたくさん
の職員が経験し、力をつけていただく。そういうロー
テーションをきちんと持つことが重要だろうと思いま
す。
大きな病院だと、感染症の認定看護師がいて感
染制御部というかたちで力を付けて責任者をやっ
ています。それに比べて保健所はどうか。ぜひ、こ
ういう重要な仕事をする人に、責任あるポジション
についていただきたいと思います。

災害対応という言い方でごまかされた

今回、災害対応だから頑張って下さいと保健所
の職員は言われました。災害対応という言い方で
ごまかされたなという被害者意識を、私は持ってい
ます。災害だから助けて下さい、保健所の災害な
ので助けて下さいと、横須賀市役所の本庁舎職員
や医師会の先生方に言って協力していただいたの
ですが、私はそれは違うと思っています。それは「助
けに行ってあげた」になる。そういう問題ではない
と、保健所側の職員としては思っています。
また、助けに来ていただいていても、私も5時15分
になったら帰らなければいけない時はある。すると
応援者から、あの人は災害なのに5時15分に帰った
と言われてしまう。言いたいのはわかりますが、あま
り気分の良い話ではありません。コロナ禍は法的
には災害ではありませんし、災害基本法にも書いて
ないし、災害基本計画に入っていませんので、災害
という言い方が良いかどうかはありますが、メリハリ
をつけた役割分担をしていただきたかったです。4
月の人事異動はメリハリの役割を担っていて、私も
退職しましたし、コロナの最先端にいた方が違う部

署に行ったということは保健師でもございました。
コロナ協議会が市議会の中に設置されました。
通常の市議会で議論していたら時間が足りないの
で、別に特別な委員会を作るという考え方です。議
員の先生方は責任ある市民の代表ですから、考え
たことをおっしゃられているとは思うのですが、「保
健所もお忙しいでしょうが、これはどうなっているの
か調べて下さい」みたいな話ですね。知りたいの
はそうなんだろうけれど、やらせているという感覚を
お持ちかどうか知りませんが、もう少し市民との連
携を。代表者だから市議会の場でやらなければい
けないという理屈はわかりますが、もう少し保健所と
議員の連携が密にできた方が良いのではと思いま
す。
面白い話としては、横須賀にある神奈川県立保
健福祉大学から、保健所が大変だからと応援に来
て頂きました。たぶん災害だということで見かねて
来てくれたと思います。ある日、教授が保健所に来
られて、私が「先生、こういうことをやってください」
とお願いするのですが、少し気を遣いますね。非常
に真面目な方で、言ったことはやっていただけたの
ですが、大学との連携も一生懸命考えていただい
ているなという温かみを感じたところです。

職員のメンタルヘルスケアと労働組合

職員のメンタルヘルスケアは当たり前の話です
が、今回私が難しかったのは、国から下りてくるミッ
ションが100％正しくないのではということが結構
あったことです。COCOAなどは最たるものです。
日本財団のPCRプール法も最初は本当に誤差が
大きかったと思います。薬局で売っている研究用抗
原キットで陽性になったとしても、これは本当のキット
ではありませんとか、保健所側から見て、これは大
丈夫かというものが結構あったので翻弄された部
分があります。そういういろんなおかしなものがあっ
たのでメンタル的にはやられたなと思います。
「地域保健」という雑誌に「コロナで増える休
職・退職」という特集で保健師が辞めてしまうとい
う話があります。保健師は人手不足で、ある市で
は年齢制限を撤廃しました。本当は、市役所職員



18   安全センター情報2023年6月号

の募集では「何年生まれから何年生まれの方」と
年代を区切るのですが、保健師に至っては「何年
生まれ以上」だけにして、60歳でも就職できるよう門
戸を広げた神奈川県内の市もあります。それほどメ
ンタルをやられて辞めているという特集が組まれて
います。この特集の冒頭で、辞めた人の対談があり
ます。1人は横須賀市役所出身で、私が辞めた後
に辞めて大学の准教授になられた私の後輩です。
とてもユニークで力のある、統計などを一生懸命さ
れている方ですが、その方もご意見などあったよう
です。こういう大きな出来事があると、区切りを付け
たい気持ちはどうしてもあると。そこをどうクリアして
いくか、ということです。この「地域保健」の雑誌に
は、小規模ミーティングを定例的に開催して悩みを
共有しましょうということが書いてありました。横須
賀市では、これはできていなかったと思います。
労働組合の力が落ちていることについてです。
私は労働組合OBなので申し上げるところもありま
す。組合に頼るのは、組合としても荷が重いのかと
思っています。大阪では、ウェブサイトに保健師の
声を載せています。携帯電話の持ち帰りや夜間対
応が辛い、帰宅後もコロナの方から電話がかかっ
てくる。これは、私もやっていました。4人ぐらいで1
週間交代で携帯電話を持ち帰るのですが、夜中2
時や3時に救急隊から「いま、コロナ患者さんのとこ
ろに現着しました。どうしましょうか？」という電話がき
ます。「とりあえずコロナを扱っている病院に向かっ
て下さい。保健所が言っていたと言って下さい」と
伝えます。30分後くらいに「搬送が終わりました」と
いう電話がかかってきます。これは辛いものがあり
ます。偉いクリニックの先生からは夜中2時頃に電
話がかかり、先ほどのハーシスで「パソコン入力し
ているが、パソコンが固まってしまい動きません。ど
うしたらいいでしょう」ということもありました。たしか
にこれはきつい話です。いまは管理職だけで回し
ていて、本数も減っているようです。

コロナが5類になったら

コロナが5類にうまく移行できたら、診療所がPCR
検査をして、あなたは陽性です、入院が必要ですと

いう判断を医者がして、入院先の調整まですること
になります。保健所はもう関係ありませんと言ったと
したら、保健所はまた「たそがれ論」に入っていく
でしょう。医療機関からも見放され、困った時だけ
頼む。保健所は何のためにあるのかという理屈に
なると思います。千葉県だったか、保健所で引き続
き入院調整をやると言っている自治体もあるようで
す。ここは議論が必要だと思います。政府がどう考
えているかわかりませんし、これからの話かもしれま
せん。

お伝えしたい言葉

大変参考にさせていただいた本があります。東
京都の管理職の医者で、「ミッションはただ一つ、つ
ぶれないこと。戦場に例えて言うなら、とにかく生き
延びることである。」良い言葉です。職場の管理者
として、医者として、皆さんにエールを送っていただ
いたと思います。スタンスとして非常に素晴らしいと
思います。
最後に、皆さんにお伝えしたい言葉です。カミュ

の小説「ペスト」で、主人公の医者リウーがペスト
禍で、「ペストと戦う唯一の方法は誠実さということ
です」と発言します。「誠実さとはどういうことです
か」と新聞記者が問いかけたところ、「僕の場合は
自分の仕事をまっとうすることだと思っています」と
いう返事が返ってきた。自分の仕事を果たすことが
誠実さということです。医者だから言ったという小
説の話ではなく、市民も保健所職員も病院職員も
社会も新聞記者も、いろんな人が誠実さを持ってや
らないと、こういうとんでもない感染症などが起こっ
たら立ち向かえない。自分が素直な気持ちで誠実
に闘っていかなければいけない、と私は思ったとこ
ろです。良い小説なのでぜひ読んでいただければ
と思います。
ご静聴ありがとうございました。

※森田さんと神奈川労災職業病
センターの許可をいただいて
転載。右のQRコードから講演
を視聴することができます
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平成27年9月18日 危険性又は有害性等の調査等に関する指針公示第3号
改正 令和5年4月27日 危険性又は有害性等の調査等に関する指針公示第4号

化学物質等による危険性又は有害性等
の調査等に関する指針

1　趣旨等

本指針は、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号。以下「法」という。）第
57条の3第3項の規定に基づき、事業者が、化学物質、化学物質を含有する
製剤その他の物で労働者の危険又は健康障害を生ずるおそれのあるものに
よる危険性又は有害性等の調査（以下「リスクアセスメント」という。）を実施し、
その結果に基づいて労働者の危険又は健康障害を防止するため必要な措置
（以下「リスク低減措置」という。）が各事業場において適切かつ有効に実施
されるよう、「化学物質による健康障害防止のための濃度の基準の適用等に
関する技術上の指針」（令和5年4月27日付け技術上の指針公示第24号）と
相まって、リスクアセスメントからリスク低減措置の実施までの一連の措置の基
本的な考え方及び具体的な手順の例を示すとともに、これらの措置の実施上
の留意事項を定めたものである。
また、本指針は、「労働安全衛生マネジメントシステムに関する指針」（平成
11年労働省告示第53号）に定める危険性又は有害性等の調査及び実施事

改正化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に
関する指針及び解説通達

平成27年9月18日 基発0918第3号
一部改正

令和5年4月27日 基発0427第3号

化学物質等による危険性
又は有害性等の調査等に
関する指針について

1　趣旨等について

（1）	 指針の1は、本指針の趣旨及
び位置付けを定めたものである
こと。

（2）	 指針の1の「危険性又は有害
性」とは、ILO等において、「危
険有害要因」、「ハザード（haza-
rd）」等の用語で表現されてい
るものであること。

2　適用について

（1）	 指針の2は、法第57条の3第

改正化学物質リスクアセスメント指針（傍線は改正部分） 改正解説通達（傍線は改正部分）

［解説通達前文］

労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第57条の3第3項の規定に基づき、別添1のとおり、化学物質等による危険
性又は有害性等の調査等に関する指針の一部を改正する指針（危険性又は有害性等の調査等に関する指針公示第
4号）を令和5年4月27日付け官報に公示し、令和6年4月1日より適用することとした。
今般の改正は、労働安全衛生規則等の一部を改正する省令（令和4年厚生労働省令第91号）の施行、労働安全衛
生規則第577条の2第2項の規定に基づき厚生労働大臣が定める物及び厚生労働大臣が定める濃度の基準（令和5
年厚生労働省告示第177号）及び化学物質による健康障害防止のための濃度の基準の適用等に関する技術上の指
針（令和5年4月27日付け技術上の指針公示第24号）の策定等に伴い、化学物質等による危険性又は有害性等の調査
等に関する指針（平成27年9月18日付け危険性又は有害性等の調査等に関する指針公示第3号。以下「化学物質リス
クアセスメント指針」という。）について所要の改正を行うものである。
改正点は別添2の新旧対照表のとおりであり、改正後の化学物質リスクアセスメント指針は別添3のとおりであるので、
労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号）第34条の2の9において準用する同令第24条の規定により、都道府県
労働局健康主務課において閲覧に供されたい。
また、平成27年9月18日付け基発0918第3号「化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針につい
て」（以下「第3号通達」という。）を改正し、改正点は別添4の新旧対照表のとおりであり、改正後の第3号通達は別添5
のとおりであるので、事業者及び関係事業者団体等に対する周知等を図られたい。
※	本誌では、令和5年4月27日付け指針公示第4号による改正後の平成27年9月18日付け指針公示第3号を左欄に、ま
た、令和5年4月27日付け基発0427第3号による改正後の平成27年9月18日付け基発0918第3号を右欄に配して対照
できるようにするとともに、改正部分を傍線で示した（ただし、解説通達の別紙1～4には傍線は付けていない）。
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項の特定の具体的実施事項としても位置付けられるものである。

2　適用

本指針は、リスクアセスメント対象物（リスクアセスメントをしなけ
ればならない労働安全衛生法施行令（昭和47年政令第318号。
以下「令」という。）第18条各号に掲げる物及び法第57条の2第1
項に規定する通知対象物をいう。以下同じ。）に係るリスクアセス
メントについて適用し、労働者の就業に係る全てのものを対象と
する。

3　実施内容

事業者は、法第57条の3第1項に基づくリスクアセスメントとして、
（1）から（3）までに掲げる事項を、労働安全衛生規則（昭和47
年労働省令第32号。以下「安衛則」という。）第34条の2の8に基
づき（5）に掲げる事項を実施しなければならない。また、法第57
条の3第2項に基づき、安衛則第577条の2に基づく措置その他の
法令の規定による措置を講ずるほか（4）に掲げる事項を実施す
るよう努めなければならない。
（1）	 リスクアセスメント対象物による危険性又は有害性の特定
（2）	 （1）により特定されたリスクアセスメント対象物による危険
性又は有害性並びに当該リスクアセスメント対象物を取り扱う
作業方法、設備等により業務に従事する労働者に危険を及ぼ
し、又は当該労働者の健康障害を生ずるおそれの程度及び
当該危険又は健康障害の程度（以下「リスク」という。）の見積
り（安衛則第577条の2第2項の厚生労働大臣が定める濃度
の基準（以下「濃度基準値」という。）が定められている物質
については、屋内事業場における労働者のばく露の程度が濃
度基準値を超えるおそれの把握を含む。）

（3）	 （2）の見積りに基づき、リスクアセスメント対象物への労働
者のばく露の程度を最小限度とすること及び濃度基準値が定
められている物質については屋内事業場における労働者のば
く露の程度を濃度基準値以下とすることを含めたリスク低減
措置の内容の検討

（4）	 （3）のリスク低減措置の実施
（5）	 リスクアセスメント結果等の記録及び保存並びに周知

4　実施体制等

（1）	 事業者は、次に掲げる体制でリスクアセスメント及びリスク低
減措置（以下「リスクアセスメント等」という。）を実施するものと
する。
ア			 総括安全衛生管理者が選任されている場合には、当該
者にリスクアセスメント等の実施を統括管理させること。総
括安全衛生管理者が選任されていない場合には、事業の
実施を統括管理する者に統括管理させること。

イ			 安全管理者又は衛生管理者が選任されている場合に

改正化学物質リスクアセスメント指針・解説通達

1項の規定に基づくリスクアセスメントは、リスク
アセスメント対象物のみならず、作業方法、設
備等、労働者の就業に係る全てのものを含め
て実施すべきことを定めたものであること。

（2）	 指針の2の「リスクアセスメント対象物」に
は、製造中間体（製品の製造工程中において
生成し、同一事業場内で他の化学物質に変
化する化学物質をいう。）が含まれること。

3　実施内容について

（1）	 指針の3は、指針に基づき実施すべき事項
の骨子を定めたものであること。また、法及び
関係規則の規定に従い、事業者に義務付け
られている事項と努力義務となっている事項
を明示したこと。

（2）	 指針の3（1）の「危険性又は有害性の特
定」は、ILO等においては「危険有害要因の
特定（hazard identification）」等の用語で
表現されているものであること。

（3）	 指針の3（2）の労働者のばく露の程度が濃
度基準値（安衛則第577条の2第2項に基づ
く厚生労働大臣が定める濃度の基準をいう。
以下同じ。）を超えるおそれの把握の方法に
ついては、「化学物質による健康障害防止の
ための濃度の基準の適用等に関する技術上
の指針」（令和5年4月27日付け技術上の指
針公示第24号。以下「技術上の指針」とい
う。）に示すところによること。

（4）	 指針の3（3）については、安衛則第577条
の2第1項において、リスクアセスメント対象物
に労働者がばく露される程度を最小限度と
することが事業者に義務付けられていること
を踏まえ、リスク低減措置には、当該措置義
務が含まれることを明らかにした趣旨であるこ
と。

4　実施体制等について

（1）	 指針の4は、リスクアセスメント及びリスク低
減措置（以下「リスクアセスメント等」という。）
を実施する際の体制について定めたものであ
ること。

（2）	 指針の4（1）アの「事業の実施を統括管理
する者」には、統括安全衛生責任者等、事業
場を実質的に統括管理する者が含まれるこ
と。

改正化学物質リスクアセスメント指針（傍線は改正部分） 改正解説通達（傍線は改正部分）
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は、当該者にリスクアセスメント等の実施を管理させること。
ウ			 化学物質管理者（安衛則第12条の5第1項に規定する化学物
質管理者をいう。以下同じ。）を選任し、安全管理者又は衛生管
理者が選任されている場合にはその管理の下、化学物質管理者
にリスクアセスメント等に関する技術的事項を管理させること。
エ			 安全衛生委員会、安全委員会又は衛生委員会が設置され
ている場合には、これらの委員会においてリスクアセスメント等に
関することを調査審議させること。また、リスクアセスメント等の対
象業務に従事する労働者に化学物質の管理の実施状況を共有
し、当該管理の実施状況について、これらの労働者の意見を聴
取する機会を設け、リスクアセスメント等の実施を決定する段階
において労働者を参画させること。

	 オ			 リスクアセスメント等の実施に当たっては、必要に応じ、事業場
内の化学物質管理専門家や作業環境管理専門家のほか、リス
クアセスメント対象物に係る危険性及び有害性や、機械設備、化
学設備、生産技術等についての専門的知識を有する者を参画
させること。

	 カ			 上記のほか、より詳細なリスクアセスメント手法の導入又はリス
ク低減措置の実施に当たっての、技術的な助言を得るため、事
業場内に化学物質管理専門家や作業環境管理専門家等がい
ない場合は、外部の専門家の活用を図ることが望ましいこと。

（2）	 事業者は、（1）のリスクアセスメント等の実施を管理する者等（カ
の外部の専門家を除く。）に対し、化学物質管理者の管理のもとで、
リスクアセスメント等を実施するために必要な教育を実施するものと
する。

5　実施時期

（1）	 事業者は、安衛則第34条の2の7第1項に基づき、次のアからウま
でに掲げる時期にリスクアセスメントを行うものとする。
	 ア			 リスクアセスメント対象物を原材料等として新規に採用し、又
は変更するとき。

	 イ			 リスクアセスメント対象物を製造し、又は取り扱う業務に係る作
業の方法又は手順を新規に採用し、又は変更するとき。

	 ウ			 リスクアセスメント対象物による危険性又は有害性等につい
て変化が生じ、又は生ずるおそれがあるとき。具体的には、以下の
（ア）、（イ）が含まれること。
	（ア）過去に提供された安全データシート（以下「SDS」という。）の

危険性又は有害性に係る情報が変更され、その内容が事業
者に提供された場合

	（イ）濃度基準値が新たに設定された場合又は当該値が変更さ
れた場合

（2）	 事業者は、（1）のほか、次のアからウまでに掲げる場合にもリスク
アセスメントを行うよう努めること。
	 ア			 リスクアセスメント対象物に係る労働災害が発生した場合で
あって、過去のリスクアセスメント等の内容に問題があることが確

（3）	 指針の4（1）ウの「化学物質管理者」
は、安衛則第12条の5第1項に規定する
職務を適切に遂行するために必要な権
限が付与される必要があるため、事業場
内の当該権限を有する労働者のうちから
選任される必要があること。その他化学
物質管理者の選任及びその職務につい
ては、安衛則第12条の5各項の規定及び
「労働安全衛生規則等の一部を改正す
る省令等の施行について」（令和4年5月
31日付け基発0531第9号）第4の1（1）によ
ること。

（4）	 指針の4（1）エの前段は、安全衛生委
員会等において、安衛則第21条各号及
び第22条各号に掲げる付議事項を調
査審議するなど労働者の参画について
定めたものであること。また、4（1）エの後
段は、安衛則第577条の2第10項の規定
により、関係労働者の意見を聴くための
機会を設けることが義務付けられている
こと踏まえて定めたものであること。

（5）	 指針の4（1）オの「専門的知識を有す
る者」は、原則として当該事業場の実際
の作業や設備に精通している内部関係
者とすること。

5　実施時期について

（1）	 指針の5は、リスクアセスメントを実施す
べき時期について定めたものであること。

（2）	 リスクアセスメント対象物に係る建設
物を設置し、移転し、変更し、若しくは解
体するとき、又は化学設備等に係る設備
を新規に採用し、若しくは変更するとき
は、それが指針の5（1）ア又はイに掲げる
いずれかに該当する場合に、リスクアセ
スメントを実施する必要があること。

（3）	 指針の5（1）ウの「リスクアセスメント対
象物による危険性又は有害性等につい
て変化が生じ、又は生ずるおそれがある
とき」とは、リスクアセスメント対象物による
危険性又は有害性に係る新たな知見が
確認されたことを意味するものであり、日
本産業衛生学会の許容濃度又は米国
産業衛生専門家会議（ACGIH）が勧告
するTLV-TWA等によりリスクアセスメント

改正化学物質リスクアセスメント指針（傍線は改正部分） 改正解説通達（傍線は改正部分）
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認された場合
	 イ			 前回のリスクアセスメント等から一

定の期間が経過し、リスクアセスメント
対象物に係る機械設備等の経年に
よる劣化、労働者の入れ替わり等に
伴う労働者の安全衛生に係る知識
経験の変化、新たな安全衛生に係る
知見の集積等があった場合

	 ウ			 既に製造し、又は取り扱っていた
物質がリスクアセスメント対象物とし
て新たに追加された場合など、当該
リスクアセスメント対象物を製造し、又
は取り扱う業務について過去にリスク
アセスメント等を実施したことがない
場合

（3）	 事業者は、（1）のア又はイに掲げる作
業を開始する前に、リスク低減措置を実
施することが必要であることに留意する
ものとする。

（4）	 事業者は、（1）のア又はイに係る設備
改修等の計画を策定するときは、その
計画策定段階においてもリスクアセスメ
ント等を実施することが望ましいこと。

6　リスクアセスメント等の対象の選定

事業者は、次に定めるところにより、リスク
アセスメント等の実施対象を選定するもの
とする。
（1）	 事業場において製造又は取り扱う全
てのリスクアセスメント対象物をリスクア
セスメント等の対象とすること。

（2）	 リスクアセスメント等は、対象のリスク
アセスメント対象物を製造し、又は取り
扱う業務ごとに行うこと。ただし、例えば、
当該業務に複数の作業工程がある場
合に、当該工程を1つの単位とする、当
該業務のうち同一場所において行われ
る複数の作業を1つの単位とするなど、
事業場の実情に応じ適切な単位で行う
ことも可能であること。

（3）	 元方事業者にあっては、その労働者
及び関係請負人の労働者が同一の場
所で作業を行うこと（以下「混在作業」
という。）によって生ずる労働災害を防
止するため、当該混在作業についても、

改正化学物質リスクアセスメント指針・解説通達

対象物のばく露限界が新規に設定され、又は変更された場合が含ま
れること。また、指針の5（1）アで定める場合は、国連勧告の化学品の
分類及び表示に関する世界調和システム（以下「GHS」という。）又は
日本産業規格Z7252（以下「JIS Z7252」という。）に基づき分類され
たリスクアセスメント対象物の危険性又は有害性の区分が変更され
た場合であって、当該リスクアセスメント対象物を譲渡し、又は提供し
た者が当該リスクアセスメント対象物に係る安全データシート（以下
「SDS」という。）の危険性又は有害性に係る情報を変更し、法第57
条の2第2項及び安衛則第34条の2の5第3項の規定に基づき、その
変更内容が事業者に提供されたときをいうこと。

（4）	 指針の5（2）は、安衛則第34条の2の7第1項に規定する時期以外
にもリスクアセスメントを行うよう努めるべきことを定めたものであること。

（5）	 指針の5（2）イは、過去に実施したリスクアセスメント等について、
設備の経年劣化等の状況の変化が当該リスクアセスメント等の想
定する範囲を超える場合に、その変化を的確に把握するため、定期
的に再度のリスクアセスメント等を実施するよう努める必要があるこ
とを定めたものであること。なお、ここでいう「一定の期間」について
は、事業者が設備や作業等の状況を踏まえ決定し、それに基づき計
画的にリスクアセスメント等を実施すること。

	 		 また、「新たな安全衛生に係る知見」には、例えば、社外における
類似作業で発生した災害など、従前は想定していなかったリスクを
明らかにする情報が含まれること。

（6）	 指針の5（2）ウは、「既に製造し、又は取り扱っていた物質がリスク
アセスメント対象物として新たに追加された場合」のほか、リスクアセ
スメント等の義務化に係る法第57条の3第1項の規定の施行日（平成
28年6月1日）前から使用している物質を施行日以降、施行日前と同様
の作業方法で取り扱う場合には、リスクアセスメントの実施義務が生
じないものであるが、これらの既存業務について、過去にリスクアセス
メント等を実施したことのない場合又はリスクアセスメント等の結果が
残っていない場合は、実施するよう努める必要があることを定めたも
のであること。

（7）	 指針の5（4）は、設備改修等の作業を開始する前の施工計画等
を作成する段階で、リスクアセスメント等を実施することで、より効果
的なリスク低減措置の実施が可能となることから定めたものであるこ
と。また、計画策定時にリスクアセスメント等を行った後に指針の5（1）
の作業等を行う場合、同じ作業等を対象に重ねてリスクアセスメント
等を実施する必要はないこと。

6　リスクアセスメント等の対象の選定について

（1）	 指針の6は、リスクアセスメント等の実施対象の選定基準について
定めたものであること。

（2）	 指針の6（3）の「同一の場所で作業を行うことによって生ずる労
働災害」には、例えば、引火性のある塗料を用いた塗装作業と設備
の改修に係る溶接作業との混在作業がある場合に、溶接による火
花等が引火性のある塗料に引火することによる労働災害などが想

改正指針（傍線は改正部分） 改正解説通達（傍線は改正部分）
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リスクアセスメント等の対象とすること。

7　情報の入手等

（1）	 事業者は、リスクアセスメント等の実
施に当たり、次に掲げる情報に関する
資料等を入手するものとする。

	 		 入手に当たっては、リスクアセスメント
等の対象には、定常的な作業のみなら
ず、非定常作業も含まれることに留意す
ること。
	 		 また、混在作業等複数の事業者が
同一の場所で作業を行う場合にあって
は、当該複数の事業者が同一の場所
で作業を行う状況に関する資料等も含
めるものとすること。
	 ア			 リスクアセスメント等の対象となるリ
スクアセスメント対象物に係る危険性
又は有害性に関する情報（SDS等）

	 イ			 リスクアセスメント等の対象となる
作業を実施する状況に関する情報
（作業標準、作業手順書等、機械設
備等に関する情報を含む。）

（2）	 事業者は、（1）のほか、次に掲げる情
報に関する資料等を、必要に応じ入手
するものとすること。
	 ア			 リスクアセスメント対象物に係る機

械設備等のレイアウト等、作業の周辺
の環境に関する情報

	 イ			 作業環境測定結果等
	 ウ			 災害事例、災害統計等
	 エ		 その他、リスクアセスメント等の実

施に当たり参考となる資料等
（3）	 事業者は、情報の入手に当たり、次
に掲げる事項に留意するものとする。
	 ア			 新たにリスクアセスメント対象物を

外部から取得等しようとする場合に
は、当該リスクアセスメント対象物を譲
渡し、又は提供する者から、当該リス
クアセスメント対象物に係るSDSを確
実に入手すること。

	 イ			 リスクアセスメント対象物に係る新
たな機械設備等を外部から導入しよ
うとする場合には、当該機械設備等
の製造者に対し、当該設備等の設
計・製造段階においてリスクアセスメ

定されること。

7　情報の入手等について

（1）	 指針の7は、調査等の実施に当たり、事前に入手すべき情報を定
めたものであること。

（2）	 指針の7（1）の「非定常作業」には、機械設備等の保守点検作
業や補修作業に加え、工程の切替え（いわゆる段取替え）や緊急
事態への対応に関する作業も含まれること。

（3）	 指針の7（1）については、以下の事項に留意すること。
	 ア			 指針の7（1）アの「危険性又は有害性に関する情報」は、使用
するリスクアセスメント対象物のSDS等から入手できること。

	 イ			 指針の7（1）イの「作業手順書等」の「等」には、例えば、操作
説明書、マニュアルがあり、「機械設備等に関する情報」には、例
えば、使用する設備等の仕様書のほか、取扱説明書、「機械等の
包括的な安全基準に関する指針」（平成13年6月1日付け基発第
501号）に基づき提供される「使用上の情報」があること。

（4）	 指針の7（2）については、以下の事項に留意すること。
	 ア			 指針の7（2）アの「作業の周辺の環境に関する情報」には、例
えば、周辺のリスクアセスメント対象物に係る機械設備等の配置
状況や当該機械設備等から外部へ拡散するリスクアセスメント対
象物の情報があること。また、発注者において行われたこれらに
係る調査等の結果も含まれること。

	 イ			 指針の7（2）イの「作業環境測定結果等」の「等」には、例え
ば、個人ばく露測定結果、ばく露の推定値、特殊健康診断結果、
生物学的モニタリング結果等があること。

	 ウ			 指針の7（2）ウの「災害事例、災害統計等」には、例えば、事業
場内の災害事例、災害の統計・発生傾向分析、ヒヤリハット、トラブ
ルの記録、労働者が日常不安を感じている作業等の情報があるこ
と。また、同業他社、関連業界の災害事例等を収集することが望
ましいこと。

	 エ		 指針の7（2）エの「参考となる資料等」には、例えば、リスクア
セスメント対象物による危険性又は有害性に係る文献、作業を行
うために必要な資格・教育の要件、「化学プラントにかかるセーフ
ティ・アセスメントに関する指針」（平成12年3月21日付け基発第
149号）等に基づく調査等の結果、危険予知活動（KYT）の実施
結果、職場巡視の実施結果があること。なお、この際にデジタル
技術を活用した調査、巡視等の結果の活用も可能であること。

（5）	 指針の7（3）については、以下の事項に留意すること。
	 ア			 指針の7（3）アは、リスクアセスメント対象物による危険性又は有

害性に係る情報が記載されたSDSはリスクアセスメント等におい
て重要であることから、事業者は当該リスクアセスメント対象物の
SDSを必ず入手すべきことを定めたものであること。

	 イ			 指針の7（3）イは、「機械等の包括的な安全基準に関する指
針」、ISO、JISの「機械類の安全性」の考え方に基づき、リスクア
セスメント対象物に係る機械設備等の設計・製造段階における安
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ントを実施することを求め、その結果
を入手すること。

	 ウ			 リスクアセスメント対象物に係る機
械設備等の使用又は改造等を行おう
とする場合に、自らが当該機械設備
等の管理権原を有しないときは、管理
権原を有する者等が実施した当該
機械設備等に対するリスクアセスメン
トの結果を入手すること。

（4）	 元方事業者は、次に掲げる場合に
は、関係請負人におけるリスクアセスメン
トの円滑な実施に資するよう、自ら実施
したリスクアセスメント等の結果を当該業
務に係る関係請負人に提供すること。

	 ア			 複数の事業者が同一の場所で作
業する場合であって、混在作業におけ
るリスクアセスメント対象物による労働
災害を防止するために元方事業者が
リスクアセスメント等を実施したとき。

	 イ			 リスクアセスメント対象物にばく露
するおそれがある場所等、リスクアセ
スメント対象物による危険性又は有
害性がある場所において、複数の事
業者が作業を行う場合であって、元
方事業者が当該場所に関するリスク
アセスメント等を実施したとき。

8　危険性又は有害性の特定

事業者は、リスクアセスメント対象物につ
いて、リスクアセスメント等の対象となる業
務を洗い出した上で、原則としてアからウ
までに即して危険性又は有害性を特定す
ること。また、必要に応じ、エに掲げるもの
についても特定することが望ましいこと。

全対策が講じられるよう、機械設備等の導入前に製造者にリスク
アセスメント等の実施を求め、使用上の情報等の結果を入手する
ことを定めたものであること。

	 ウ			 指針の7（3）ウは、使用する機械設備等に対する設備的改善
は管理権原を有する者のみが行い得ることから、管理権原を有す
る者が実施したリスクアセスメント等の結果を入手することを定め
たものであること。

	 	 		 また、爆発等の危険性のある物を取り扱う機械設備等の改造
等を請け負った事業者が、内容物等の危険性を把握することは
困難であることから、管理権原を有する者がリスクアセスメント等を
実施し、その結果を関係請負人に提供するなど、関係請負人がリ
スクアセスメント等を行うために必要な情報を入手できることを定
めたものであること。

（6）	 指針の7（4）については、以下の事項に留意すること。
	 ア			 指針の7（4）アは、同一の場所で複数の事業者が混在作業を行
う場合、当該作業を請け負った事業者は、作業の混在の有無や混
在作業において他の事業者が使用するリスクアセスメント対象物
による危険性又は有害性を把握できないので、元方事業者がこれ
らの事項について事前にリスクアセスメント等を実施し、その結果
を関係請負人に提供する必要があることを定めたものであること。

	 イ			 指針の7（4）イは、リスクアセスメント対象物の製造工場や化学
プラント等の建設、改造、修理等の現場においては、関係請負人
が混在して作業を行っていることから、どの関係請負人がリスクア
セスメント等を実施すべきか明確でない場合があるため、元方事
業者がリスクアセスメント等を実施し、その結果を関係請負人に提
供する必要があることを定めたものであること。

8　危険性又は有害性の特定について

（1）	 指針の8は、危険性又は有害性の特定の方法について定めたも
のであること。

（2）	 指針の8の「リスクアセスメント等の対象となる業務」のうちリスクア
セスメント対象物を製造する業務には、当該リスクアセスメント対象物
を最終製品として製造する業務のほか、当該リスクアセスメント対象
物を製造中間体として生成する業務が含まれ、リスクアセスメント対
象物を取り扱う業務には、譲渡・提供され、又は自ら製造した当該リス
クアセスメント対象物を単に使用する業務のほか、他の製品の原料
として使用する業務が含まれること。

（3）	 指針の8ア及びイは、リスクアセスメント対象物の危険性又は有害
性の特定は、まずSDSに記載されているGHS分類結果、管理濃度
及び濃度基準値並びにこれらの値が設定されていない場合には日
本産業衛生学会等の許容濃度等のばく露限界を把握することによ
ることを定めたものであること。なお、指針の8アのGHS分類に基づく
リスクアセスメント対象物の危険性又は有害性には、別紙1に示すも
のがあること。
	 		 また、リスクアセスメント対象物の「危険性又は有害性」は、個々
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	 ア			 国際連合から勧告として公表された「化学品の
分類及び表示に関する世界調和システム（GHS）
｣（以下「GHS」という。）又は日本産業規格Z7252に
基づき分類されたリスクアセスメント対象物の危険性
又は有害性（SDSを入手した場合には、当該SDSに
記載されているGHS分類結果）

	 イ			 リスクアセスメント対象物の管理濃度及び濃度基
準値。これらの値が設定されていない場合であって、
日本産業衛生学会の許容濃度又は米国産業衛生
専門家会議（ACGIH）のTLV-TWA等のリスクアセ
スメント対象物のばく露限界（以下「ばく露限界」と
いう。）が設定されている場合にはその値（SDSを入
手した場合には、当該SDSに記載されているばく露
限界）

	 ウ			 皮膚等障害化学物質等（安衛則第594条の2で
定める皮膚若しくは眼に障害を与えるおそれ又は皮
膚から吸収され、若しくは皮膚に侵入して、健康障害
を生ずるおそれがあることが明らかな化学物質又は
化学物質を含有する製剤）への該当性

	 エ		 アからウまでによって特定される危険性又は有害
性以外の、負傷又は疾病の原因となるおそれのある
危険性又は有害性。この場合、過去にリスクアセス
メント対象物による労働災害が発生した作業、リスク
アセスメント対象物による危険又は健康障害のおそ
れがある事象が発生した作業等により事業者が把
握している情報があるときには、当該情報に基づく危
険性又は有害性が必ず含まれるよう留意すること。

9　リスクの見積り

（1）	 事業者は、リスク低減措置の内容を検討するため、
安衛則第34条の2の7第2項に基づき、次に掲げるいず
れかの方法（危険性に係るものにあっては、ア又はウに
掲げる方法に限る。）により、又はこれらの方法の併用
によりリスクアセスメント対象物によるリスクを見積もるも
のとする。
	 ア			 リスクアセスメント対象物が当該業務に従事する

労働者に危険を及ぼし、又はリスクアセスメント対象
物により当該労働者の健康障害を生ずるおそれの
程度（発生可能性）及び当該危険又は健康障害の
程度（重篤度）を考慮する方法。具体的には、次に
掲げる方法があること。

	（ア）発生可能性及び重篤度を相対的に尺度化し、
それらを縦軸と横軸とし、あらかじめ発生可能性
及び重篤度に応じてリスクが割り付けられた表を
使用してリスクを見積もる方法

のリスクアセスメント対象物に関するものであるが、こ
れらのリスクアセスメント対象物の相互間の化学反応
による危険性（発熱等の事象）又は有害性（有毒ガ
スの発生等）が予測される場合には、事象に即して
その危険性又は有害性にも留意すること。

（4）	 指針の8ウの皮膚等障害化学物質等に該当する
物質については、安衛則第594条の2の規定により、
皮膚等障害化学物質等を製造し、又は取り扱う業務
に労働者を従事させる場合にあっては、不浸透性の
保護衣、保護手袋、履物又は保護眼鏡等適切な保
護具を使用させることが事業者に義務付けているこ
とを踏まえ、リスク低減措置の検討に当たっては、保
護具の着用を含めて検討する必要があること。

（5）	 指針の8エにおける「負傷又は疾病の原因となる
おそれのあるリスクアセスメント対象物の危険性又は
有害性」とは、SDSに記載された危険性又は有害性
クラス及び区分に該当しない場合であっても、過去の
災害事例等の入手しうる情報によって災害の原因と
なるおそれがあると判断される危険性又は有害性を
いうこと。また、「リスクアセスメント対象物による危険
又は健康障害のおそれがある事象が発生した作業
等」の「等」には、労働災害を伴わなかった危険又は
健康障害のおそれのある事象（ヒヤリハット事例）の
あった作業、労働者が日常不安を感じている作業、
過去に事故のあった設備等を使用する作業、又は操
作が複雑なリスクアセスメント対象物に係る機械設備
等の操作が含まれること。

9　リスクの見積りについて

（1）	 指針の9はリスクの見積りの方法等について定め
たものであるが、その実施に当たっては、次に掲げる
事項に留意すること。

	 ア			 リスクの見積りは、危険性又は有害性のいずれ
かについて行う趣旨ではなく、対象となるリスクアセ
スメント対象物に応じて特定された危険性又は有
害性のそれぞれについて行うべきものであること。
したがって、リスクアセスメント対象物によっては危
険性及び有害性の両方についてリスクを見積もる
必要があること。

	 イ			 指針の9（1）アからウまでに掲げる方法は、代表
的な手法の例であり、指針の9（1）ア、イ又はウの柱
書きに定める事項を満たしている限り、他の手法に
よっても差し支えないこと。

（2）	 指針の9（1）アに示す方法の実施に当たっては、次
に掲げる事項に留意すること。
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	（イ）発生可能性及び重篤度
を一定の尺度によりそれ
ぞれ数値化し、それらを
加算又は乗算等してリス
クを見積もる方法

	（ウ）発生可能性及び重篤度
を段階的に分岐していく
ことによりリスクを見積もる
方法

	（エ）ILOの化学物質リスク
簡易評価法（コントロー
ル・バンディング）等を用
いてリスクを見積もる方法

	（オ）化学プラント等の化学反
応のプロセス等による災
害のシナリオを仮定して、
その事象の発生可能性
と重篤度を考慮する方法

	 イ			 当該業務に従事する労
働者がリスクアセスメント対
象物にさらされる程度（ばく
露の程度）及び当該リスクア
セスメント対象物の有害性
の程度を考慮する方法。具
体的には、次に掲げる方法
があること。
	（ア）管理濃度が定められて
いる物質については、作
業環境測定により測定し
た当該物質の第一評価
値を当該物質の管理濃
度と比較する方法

	（イ）濃度基準値が設定され
ている物質については、
個人ばく露測定により測
定した当該物質の濃度を
当該物質の濃度基準値
と比較する方法

	（ウ）管理濃度又は濃度基準
値が設定されていない物
質については、対象の業
務について作業環境測
定等により測定した作業
場所における当該物質
の気中濃度等を当該物

	 ア			 指針の9（1）アのリスクの見積りは、必ずしも数値化する必要はなく、相
対的な分類でも差し支えないこと。

	 イ			 指針の9（1）アの「危険又は健康障害」には、それらによる死亡も含ま
れること。また、「危険又は健康障害」は、ISO等において「危害」（harm）、
「危険又は健康障害の程度（重篤度）」は、ISO等において「危害のひど
さ」（severity of harm）等の用語で表現されているものであること。

	 ウ			 指針の9（1）ア（ア）に示す方法は、危険又は健康障害の発生可能性と
その重篤度をそれぞれ縦軸と横軸とした表（行列：マトリクス）に、あらかじ
め発生可能性と重篤度に応じたリスクを割り付けておき、発生可能性に該
当する行を選び、次に見積り対象となる危険又は健康障害の重篤度に該
当する列を選ぶことにより、リスクを見積もる方法であること。（別紙2の例1を
参照。）

	 エ		 指針の9（1）ア（イ）に示す方法は、危険又は健康障害の発生可能性と
その重篤度を一定の尺度によりそれぞれ数値化し、それらを数値演算（足
し算、掛け算等）してリスクを見積もる方法であること。（別紙2の例2を参
照。）

	 オ			 指針の9（1）ア（ウ）に示す方法は、危険又は健康障害の発生可能性と
その重篤度について、危険性への遭遇の頻度、回避可能性等をステップご
とに分岐していくことにより、リスクを見積もる方法（リスクグラフ）であること。

	 カ			 指針の9（1）ア（エ）の「コントロール・バンディング」は、ILOが開発途上
国の中小企業を対象に有害性のある化学物質から労働者の健康を保護
するため開発した簡易なリスクアセスメント手法である。厚生労働省では
「職場のあんぜんサイト」において、ILOが公表しているコントロール・バン
ディングのツールを翻訳、修正追加したものを「厚生労働省版コントロール・
バンディング」として提供していること。（別紙2の例3参照）

	 キ			 指針の9（1）ア（オ）に示す方法は、「化学プラントにかかるセーフティ・ア
セスメントに関する指針」（平成12年3月21日付け基発第149号）による方法
等があること。

（3）	 指針の9（1）イに示す方法はリスクアセスメント対象物による健康障害に係
るリスクの見積りの方法について定めたものであるが、その実施に当たって
は、次に掲げる事項に留意すること。
	 ア			 指針の9（1）イ（ア）から（ウ）までは、リスクアセスメント対象物の気中濃度

等を実際に測定し、管理濃度、濃度基準値又はばく露限界と比較する手
法であること。なお、（イ）に定めるばく露の程度が濃度基準値以下であるこ
とを確認するための測定の方法については、技術上の指針に定めるところ
によること。（別紙3の1参照）

	 イ			 指針の9（1）イ（ウ）の「気中濃度等」には、作業環境測定結果の評価
値を用いる方法、個人サンプラーを用いて測定した個人ばく露濃度を用
いる方法、検知管により簡易に気中濃度を測定する方法等が含まれるこ
と。なお、簡易な測定方法を用いた場合には、測定条件に応じた適切な
安全率を考慮する必要があること。また、「ばく露限界」には、日本産業衛
生学会の許容濃度、ACGIH（米国産業衛生専門家会議）のTLV―TWA
（Threshold Limit Value―Time Weighted Average 8時間加重平
均濃度）等があること。

	 ウ			 指針の9（1）イ（ウ）の方法による場合には、単位作業場所（作業環境測
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質のばく露限界と比較す
る方法

	（エ）数理モデルを用いて対
象の業務に係る作業を行
う労働者の周辺のリスク
アセスメント対象物の気
中濃度を推定し、当該物
質の濃度基準値又はばく
露限界と比較する方法

	（オ）リスクアセスメント対象物
への労働者のばく露の程
度及び当該物質による有
害性の程度を相対的に
尺度化し、それらを縦軸と
横軸とし、あらかじめばく
露の程度及び有害性の
程度に応じてリスクが割り
付けられた表を使用して
リスクを見積もる方法

	 ウ			 ア又はイに掲げる方法に
準ずる方法。具体的には、
次に掲げる方法があること。

	（ア）リスクアセスメント対象物
に係る危険又は健康障
害を防止するための具体
的な措置が労働安全衛
生法関係法令（主に健康
障害の防止を目的とした
有機溶剤中毒予防規則
（昭和47年労働省令第
36号）、鉛中毒予防規則
（昭和47年労働省令第
37号）、四アルキル鉛中毒
予防規則（昭和47年労
働省令第38号）及び特
定化学物質障害予防規
則（昭和47年労働省令
第39号）の規定並びに主
に危険の防止を目的とし
た令別表第1に掲げる危
険物に係る安衛則の規
定）の各条項に規定され
ている場合に、当該規定
を確認する方法。

	（イ）リスクアセスメント対象物

定基準第2条第1項に定義するものをいう。）に準じた区域に含まれる業務
を測定の単位とするほか、リスクアセスメント対象物の発散源ごとに測定の
対象とする方法があること。

	 エ		 指針の9（1）イ（エ）の数理モデルを用いてばく露濃度等を推定する場合
には、推定方法及び推定に用いた条件に応じて適切な安全率を考慮する
必要があること。

	 オ			 指針の9（1）イ（エ）の気中濃度の推定方法には、以下に掲げる方法が
含まれること。

		 a		調査対象の作業場所以外の作業場所において、調査対象のリスクアセ
スメント対象物について調査対象の業務と同様の業務が行われており、
かつ、作業場所の形状や換気条件が同程度である場合に、当該業務に
係る作業環境測定の結果から平均的な濃度を推定する方法

		 b	調査対象の作業場所における単位時間当たりのリスクアセスメント対象
物の消費量及び当該作業場所の気積から推定する方法並びにこれに
加えて物質の拡散又は換気を考慮して推定する方法

		 c	厚生労働省が提供している簡易リスクアセスメントツールであるCREATE-
SIMPLE（クリエイト・シンプル）を用いて気中濃度を推定する方法（別紙
3の例4参照）

		 d	欧州化学物質生態毒性・毒性センターが提供しているリスクアセスメント
ツール（ECETOC-TRA）を用いてリスクを見積もる方法（別紙3の例5参
照）

	 カ			 指針の9（1）イ（オ）は、指針の9（1）ア（ア）の方法の横軸と縦軸を当該化
学物質等のばく露の程度と有害性の程度に置き換えたものであること。（別
紙3の例6参照）

	 キ			 このほか、以下に留意すること。
		 a	ばく露の程度を推定する方法としては、指針の9（1）イ（ア）から（オ）まで
のほか、対象の業務について生物学的モニタリングにより当該リスクアセ
スメント対象物への労働者のばく露レベルを推定する方法もあること。

		 b	感作性を有するリスクアセスメント対象物に既に感作されている場合や
妊娠中等、通常よりも高い感受性を示す場合については、濃度基準値又
はばく露限界との比較によるリスクの見積もりのみでは不十分な場合が
あることに注意が必要であること。

		 c	経皮吸収による健康障害が懸念されるリスクアセスメント対象物につい
ては、指針の9（1）アの方法も考慮すること。

（4）	 指針の9（1）ウは、「準ずる方法」として、リスクアセスメント対象物そのもの
又は同様の危険性又は有害性を有する他の物質を対象として、当該物質に
係る危険又は健康障害を防止するための具体的な措置が労働安全衛生法
関係法令に規定されている場合に、当該条項を確認する方法等があることを
定めたものであり、次に掲げる事項に留意すること。

	 ア			 指針の9（1）ウ（ア）は、労働安全衛生法関係法令に規定する特定化学
物質、有機溶剤、鉛、四アルキル鉛等及び危険物に該当する物質について
は、対応する有機溶剤中毒予防規則等の各条項の履行状況を確認する
ことをもって、リスクアセスメントを実施したこととみなす方法があること。

	 イ			 指針の9（1）ウ（イ）に示す方法は、危険物ではないが危険物と同様の危
険性を有するリスクアセスメント対象物（GHS又はJIS Z7252に基づき分類

改正指針（傍線は改正部分） 改正解説通達（傍線は改正部分）
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に係る危険を防止するた
めの具体的な規定が労
働安全衛生法関係法令
に規定されていない場
合において、当該物質の
SDSに記載されている危
険性の種類（例えば「爆
発物」など）を確認し、当
該危険性と同種の危険
性を有し、かつ、具体的
措置が規定されている物
に係る当該規定を確認す
る方法

	（ウ）毎回異なる環境で作業
を行う場合において、典
型的な作業を洗い出し、
あらかじめ当該作業にお
いて労働者がばく露され
る物質の濃度を測定し、
その測定結果に基づくリ
スク低減措置を定めたマ
ニュアル等を作成するとと
もに、当該マニュアル等に
定められた措置が適切に
実施されていることを確
認する方法

（2）	 事業者は、（1）のア又はイの
方法により見積りを行うに際し
ては、用いるリスクの見積り方
法に応じて、7で入手した情報
等から次に掲げる事項等必要
な情報を使用すること。
	 ア			 当該リスクアセスメント対

象物の性状
	 イ			 当該リスクアセスメント対

象物の製造量又は取扱量
	 ウ			 当該リスクアセスメント対

象物の製造又は取扱い（以
下「製造等」という。）に係
る作業の内容

	 エ		 当該リスクアセスメント対
象物の製造等に係る作業の
条件及び関連設備の状況

	 オ			 当該リスクアセスメント対
象物の製造等に係る作業

された物理化学的危険性のうち爆発物、有機過酸化物、可燃性固体、酸
化性ガス、酸化性液体、酸化性固体、引火性液体又は可燃性ガスに該当
する物）について、危険物を対象として規定された安衛則第4章等の各条
項を確認する方法であること。

	 ウ			 指針の9（1）ウ（ウ）の規定は、毎回異なる環境で作業を行う場合、作業
の都度、リスクアセスメント及びその結果に基づく措置を実施することが困
難であることから、定められた趣旨であること。9（1）ウ（ウ）に示すマニュア
ル等には、独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究
所化学物質情報管理研究センターや労働災害防止団体等が公表するマ
ニュアル等があること。

（5）	 指針の9（2）については、次に掲げる事項に留意すること。
	 ア			 指針の9（2）アの「性状」には、固体、スラッジ、液体、ミスト、気体等があ
り、例えば、固体の場合には、塊、フレーク、粒、粉等があること。

	 イ			 指針の9（2）イの「製造量又は取扱量」は、リスクアセスメント対象物の
種類ごとに把握すべきものであること。また、タンク等に保管されているリス
クアセスメント対象物の量も把握すること。

	 ウ			 指針の9（2）ウの「作業」とは、定常作業であるか非定常作業であるか
を問わず、リスクアセスメント対象物により労働者の危険又は健康障害を生
ずる可能性のある作業の全てをいうこと。

	 エ		 指針の9（2）エの「製造等に係る作業の条件」には、例えば、製造等を
行うリスクアセスメント対象物を取り扱う温度、圧力があること。また、「関連
設備の状況」には、例えば、設備の密閉度合、温度や圧力の測定装置の
設置状況があること。

	 オ			 指針の9（2）オの「製造等に係る作業への人員配置の状況」には、リス
クアセスメント対象物による危険性又は有害性により、負傷し、又はばく露を
受ける可能性のある者の人員配置の状況が含まれること。

	 カ			 指針の9（2）カの「作業の頻度」とは、当該作業の1週間当たり、1か月当
たり等の頻度が含まれること。

	 キ			 指針の9（2）キの「換気設備の設置状況」には、例えば、局所排気装
置、全体換気装置及びプッシュプル型換気装置の設置状況及びその制御
風速、換気量があること。

	 ク			 指針の9（2）クの「有効な保護具の選択及び使用状況」には、労働者
への保護具の配布状況、保護具の着用義務を労働者に履行させるため
の手段の運用状況及び保護具の保守点検状況が含まれること。

	 ケ			 指針の9（2）ケの「作業環境中の濃度若しくはばく露濃度の測定結果」
には、調査対象作業場所での測定結果が無く、類似作業場所での測定結
果がある場合には、当該結果が含まれること。

（6）	 指針の9（3）の留意事項の趣旨は次のとおりであること。
	 ア			 指針の9（3）アの重篤度の見積りに当たっては、どのような負傷や疾病が
どの作業者に発生するのかをできるだけ具体的に予測した上で、その重
篤度を見積もること。また、直接作業を行う者のみならず、作業の工程上そ
の作業場所の周辺にいる作業者等も検討の対象に含むこと。

	 	 		 リスクアセスメント対象物による負傷の重篤度又はそれらの発生可能性
の見積りに当たっては、必要に応じ、以下の事項を考慮すること。
	（ア）反応、分解、発火、爆発、火災等の起こしやすさに関するリスクアセスメン

改正指針（傍線は改正部分） 改正解説通達（傍線は改正部分）
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への人員配置の状況
	 カ			 作業時間及び作業の頻

度
	 キ			 換気設備の設置状況
	 ク			 有効な保護具の選択及
び使用状況

	 ケ			 当該リスクアセスメント対
象物に係る既存の作業環
境中の濃度若しくはばく露
濃度の測定結果又は生物
学的モニタリング結果

（3）	 事業者は、（1）のアの方法
によるリスクの見積りに当たり、
次に掲げる事項等に留意する
ものとする。
	 ア			 過去に実際に発生した

負傷又は疾病の重篤度では
なく、最悪の状況を想定した
最も重篤な負傷又は疾病の
重篤度を見積もること。

	 イ			 負傷又は疾病の重篤度
は、傷害や疾病等の種類に
かかわらず、共通の尺度を
使うことが望ましいことから、
基本的に、負傷又は疾病に
よる休業日数等を尺度とし
て使用すること。

	 ウ			 リスクアセスメントの対象
の業務に従事する労働者
の疲労等の危険性又は有
害性への付加的影響を考
慮することが望ましいこと。

（4）	 事業者は、一定の安全衛
生対策が講じられた状態でリ
スクを見積もる場合には、用い
るリスクの見積り方法における
必要性に応じて、次に掲げる
事項等を考慮すること。

	 ア			 安全装置の設置、立入
禁止措置、排気・換気装置
の設置その他の労働災害
防止のための機能又は方策
（以下「安全衛生機能等」
という。）の信頼性及び維持
能力

ト対象物の特性（感度）
	（イ）爆発を起こした場合のエネルギーの発生挙動に関するリスクアセスメン
ト対象物の特性（威力）

	（ウ）タンク等に保管されているリスクアセスメント対象物の保管量等イ指針
の9（3）イの「休業日数等」の「等」には、後遺障害の等級や死亡が含ま
れること。

	 ウ			 指針の9（3）ウは、労働者の疲労等により、危険又は健康障害が生ずる
可能性やその重篤度が高まることを踏まえ、リスクの見積りにおいても、これ
ら疲労等による発生可能性と重篤度の付加を考慮することが望ましいこと
を定めたものであること。なお、「疲労等」には、単調作業の連続による集中
力の欠如や、深夜労働による居眠り等が含まれること。

	 エ		 このほか、GHS分類において特定標的臓器毒性（単回ばく露）区分3に
分類されるリスクアセスメント対象物のうち、麻酔作用を有するものについて
は、当該リスクアセスメント対象物へのばく露が労働者の作業に影響し危
険又は健康障害が生ずる可能性を増加させる場合があることを考慮する
ことが望ましいこと。

（7）	 指針の9（4）の安全衛生機能等に関する考慮については、次に掲げる事
項に留意すること。

	 ア			 指針の9（4）アの「安全衛生機能等の信頼性及び維持能力」に関して
必要に応じ考慮すべき事項には、以下の事項があること。

	（ア）安全装置等の機能の故障頻度・故障対策、メンテナンス状況、局所排
気装置、全体換気装置の点検状況、密閉装置の密閉度の点検、保護
具の管理状況、作業者の訓練状況等

	（イ）立入禁止措置等の管理的方策の周知状況、柵等のメンテナンス状況
	 イ			 指針の9（4）イの「安全衛生機能等を無効化する又は無視する可能

性」に関して必要に応じ考慮すべき事項には、以下の事項があること。
	（ア）生産性が低下する、短時間作業である等の理由による保護具の非着
用等、労働災害防止のための機能・方策を無効化させる動機

	（イ）スイッチの誤作動防止のための保護錠が設けられていない、局所排気
装置のダクトのダンパーが担当者以外でも操作できる等、労働災害防止
のための機能・方策の無効化のしやすさ

	 ウ			 指針の9（4）ウの作業手順の逸脱等の予見可能な「意図的」な誤使用
又は危険行動の可能性に関して必要に応じ考慮すべき事項には、以下の
事項があること。

	（ア）作業手順等の周知状況
	（イ）近道行動（最小抵抗経路行動）
	（ウ）監視の有無等の意図的な誤使用等のしやすさ
	（エ）作業者の資格・教育等

	 	 		 また、操作ミス等の予見可能な「非意図的」な誤使用の可能性に関し
て必要に応じ考慮すべき事項には、以下の事項があること。
	（ア）ボタンの配置、ハンドルの操作方向のばらつき等の人間工学的な誤使
用等の誘発しやすさ、リスクアセスメント対象物を入れた容器への内容
物の記載手順

	（イ）作業者の資格・教育等
	 エ		 指針の9（4）エは、健康障害の程度（重篤度）の見積りに当たっては、い

改正指針（傍線は改正部分） 改正解説通達（傍線は改正部分）
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	 イ			 安全衛生機能等を無効化する又は無視す
る可能性

	 ウ			 作業手順の逸脱、操作ミスその他の予見可
能な意図的・非意図的な誤使用又は危険行動
の可能性

	 エ		 有害性が立証されていないが、一定の根拠
がある場合における当該根拠に基づく有害性

10　リスク低減措置の検討及び実施

（1）	 事業者は、法令に定められた措置がある場合
にはそれを必ず実施するほか、法令に定められた
措置がない場合には、次に掲げる優先順位でリス
クアセスメント対象物に労働者がばく露する程度を
最小限度とすることを含めたリスク低減措置の内
容を検討するものとする。ただし、9（1）イの方法を
用いたリスクの見積り結果として、労働者がばく露
される程度が濃度基準値又はばく露限界を十分
に下回ることが確認できる場合は、当該リスクは、
許容範囲内であり、追加のリスク低減措置を検討
する必要がないものとして差し支えないものである
こと。
	 ア			 危険性又は有害性のより低い物質への代

替、化学反応のプロセス等の運転条件の変更、
取り扱うリスクアセスメント対象物の形状の変更
等又はこれらの併用によるリスクの低減

	 イ			 リスクアセスメント対象物に係る機械設備等
の防爆構造化、安全装置の二重化等の工学的
対策又はリスクアセスメント対象物に係る機械設
備等の密閉化、局所排気装置の設置等の衛生
工学的対策

	 ウ			 作業手順の改善、立入禁止等の管理的対
策

	 エ		 リスクアセスメント対象物の有害性に応じた
有効な保護具の選択及び使用

（2）	 （1）の検討に当たっては、より優先順位の高い
措置を実施することにした場合であって、当該措置
により十分にリスクが低減される場合には、当該措
置よりも優先順位の低い措置の検討まで要するも
のではないこと。また、リスク低減に要する負担がリ
スク低減による労働災害防止効果と比較して大幅
に大きく、両者に著しい不均衡が発生する場合で
あって、措置を講ずることを求めることが著しく合理
性を欠くと考えられるときを除き、可能な限り高い優
先順位のリスク低減措置を実施する必要があるも
のとする。

わゆる予防原則に則り、有害性が立証されておらず、
SDSが添付されていないリスクアセスメント対象物を使
用する場合にあっては、関連する情報を供給者や専
門機関等に求め、その結果、一定の有害性が指摘さ
れている場合は、その有害性を考慮すること。

10　リスク低減措置の検討及び実施について

（1）	 指針の10（1）については、次に掲げる事項に留意する
こと。
	 ア			 指針の10（1）アの「危険性又は有害性のより低い物

質への代替には、危険性又は有害性が低いことが明
らかな物質への代替が含まれ、例えば以下のものがあ
ること。なお、危険性又は有害性が不明な物質を、危
険性又は有害性が低いものとして扱うことは避けなけ
ればならないこと。
	（ア）濃度基準値又はばく露限界がより高い物質
	（イ）GHS又はJIS Z7252に基づく危険性又は有害性の

区分がより低い物質（作業内容等に鑑み比較する
危険性又は有害性のクラスを限定して差し支えな
い。）

	 イ			 指針の10（1）アの「併用によるリスクの低減」は、よ
り有害性又は危険性の低い物質に代替した場合で
も、当該代替に伴い使用量が増加すること、代替物質
の揮発性が高く気中濃度が高くなること、あるいは、爆
発限界との関係で引火・爆発の可能性が高くなること
など、リスクが増加する場合があることから、必要に応
じ物質の代替と化学反応のプロセス等の運転条件の
変更等とを併用しリスクの低減を図るべきことを定めた
ものであること。

	 ウ			 指針の10（1）イの「工学的対策」とは、指針の10
（1）アの措置を講ずることができず抜本的には低減で
きなかった労働者に危険を生ずるおそれの程度に対
し、防爆構造化、安全装置の多重化等の措置を実施
し、当該リスクアセスメント対象物による危険性による負
傷の発生可能性の低減を図る措置をいうこと。

	 	 		 また、「衛生工学的対策」とは、指針の10（1）アの措
置を講ずることができず抜本的には低減できなかった
労働者の健康障害を生ずるおそれの程度に対し、機
械設備等の密閉化、局所排気装置等の設置等の措
置を実施し、当該リスクアセスメント対象物の有害性に
よる疾病の発生可能性の低減を図る措置をいうこと。

	 エ		 指針の10（1）ウの「管理的対策」には、作業手順の
改善、立入禁止措置のほか、作業時間の短縮、マニュ
アルの整備、ばく露管理、警報の運用、複数人数制の
採用、教育訓練、健康管理等の作業者等を管理するこ
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（3）	 死亡、後遺障害又は重篤な疾病をもたらすおそ
れのあるリスクに対して、適切なリスク低減措置の
実施に時間を要する場合は、暫定的な措置を直ち
に講ずるほか、（1）において検討したリスク低減措
置の内容を速やかに実施するよう努めるものとす
る。

（4）	 リスク低減措置を講じた場合には、当該措置を
実施した後に見込まれるリスクを見積もることが望
ましいこと。

11　リスクアセスメント結果等の労働者への周知等

（1）	 事業者は、安衛則第34条の2の8に基づき次に
掲げる事項をリスクアセスメント対象物を製造し、又
は取り扱う業務に従事する労働者に周知するもの
とする。
	 ア			 対象のリスクアセスメント対象物の名称
	 イ			 対象業務の内容
	 ウ			 リスクアセスメントの結果
	 （ア）特定した危険性又は有害性
	 （イ）見積もったリスク
	 エ		 実施するリスク低減措置の内容
（2）	 （1）の周知は、安衛則第34条の2の8第2項に
基づく方法によること。

（3）	 法第59条第1項に基づく雇入れ時教育及び同
条第2項に基づく作業変更時教育においては、安
衛則第35条第1項第1号、第2号及び第5号に掲げ
る事項として、（1）に掲げる事項を含めること。
	 		 なお、5の（1）に掲げるリスクアセスメント等の実
施時期のうちアからウまでについては、法第59条
第2項の「作業内容を変更したとき」に該当するも
のであること。

（4）	 事業者は（1）に掲げる事項について記録を作
成し、次にリスクアセスメントを行うまでの期間（リス
クアセスメントを行った日から起算して3年以内に当
該リスクアセスメント対象物についてリスクアセスメ
ントを行ったときは、3年間）保存しなければならな
いこと。

12　その他

	 リスクアセスメント対象物以外のものであって、化
学物質、化学物質を含有する製剤その他の物で労
働者に危険又は健康障害を生ずるおそれのあるもの
については、法第28条の2及び安衛則第577条の3に
基づき、この指針に準じて取り組むよう努めること。

とによる対策が含まれること。
	 オ			 指針の10（1）エの「有効な保護具」は、その対象

物質及び性能を確認した上で、有効と判断される場合
に使用するものであること。例えば、呼吸用保護具の
吸収缶及びろ過材は、本来の対象物質と異なるリスク
アセスメント対象物に対して除毒能力又は捕集性能が
著しく不足する場合があることから、保護具の選定に
当たっては、必要に応じてその対象物質及び性能を製
造者に確認すること。なお、有効な保護具が存在しな
い又は入手できない場合には、指針の10（1）アからウま
での措置により十分にリスクを低減させるよう検討する
こと。

（2）	 指針の10（2）は、合理的に実現可能な限り、より高い
優先順位のリスク低減措置を実施することにより、「合理
的に実現可能な程度に低い」（ALARP：As Low As 
Reasonably Practicable）レベルにまで適切にリスクを低
減するという考え方を定めたものであること。

	 		 なお、死亡や重篤な後遺障害をもたらす可能性が高
い場合等には、費用等を理由に合理性を判断することは
適切ではないことから、措置を実施すべきものであること。

（3）	 指針の10（4）に関し、濃度基準値が規定されている物
質については、安衛則第577条の2第2項の規定を満たし
ているか確認するため、ばく露の程度が濃度基準値以下
であることを見積もる必要があることに留意すること。

11　リスクアセスメント結果等の労働者への周知等につい
て

（1）	 指針の11（1）アからエまでに掲げる事項を速やかに労
働者に周知すること。その際、リスクアセスメント等を実施
した日付及び実施者についても情報提供することが望ま
しいこと。

（2）	 指針の11（1）エの「リスク低減措置の内容」には、当該
措置を実施した場合のリスクの見積り結果も含めて周知
することが望ましいこと。

（3）	 指針の11（4）の記録については、安衛則第34条の2の
8第1項の規定を満たしていれば、任意の様式による記録
で差し支えないこと。なお、記録の一例として、別紙4があ
ること。

12　その他について

指針の12は、法第28条の2及び安衛則第577条の3に基
づく化学物質のリスクアセスメント等を実施する際には、本
指針に準じて適切に実施するよう努めるべきことを定めたも
のであること。

改正化学物質リスクアセスメント指針（傍線は改正部分） 改正解説通達（傍線は改正部分）
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（別紙1）

化学品の分類及び表示に関する世界調和システム
（GHS）で示されている危険性又は有害性の分類

1　物理化学的危険性
（1）	 爆発物
（2）	 可燃性ガス
（3）	 エアゾール
（4）	 酸化性ガス
（5）	 高圧ガス
（6）	 引火性液体
（7）	 可燃性固体
（8）	 自己反応性化学品
（9）	 自然発火性液体
（10）	自然発火性固体
（11）	自己発熱性化学品
（12）	水反応可燃性化学品
（13）	酸化性液体
（14）	酸化性固体
（15）	有機過酸化物
（16）	金属腐食性化学品
（17）	鈍化性爆発物
2　健康有害性
（1）	 急性毒性
（2）	 皮膚腐食性／刺激性
（3）	 眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性
（4）	 呼吸器感作性又は皮膚感作性
（5）	 生殖細胞変異原性
（6）	 発がん性
（7）	 生殖毒性
（8）	 特定標的臓器毒性（単回ばく露）
（9）	 特定標的臓器毒性（反復ばく露）
（10）	誤えん有害性

（別紙2）

リスク見積りの例

1　労働者の危険又は健康障害の程度（重篤度）
「労働者の危険又は健康障害の程度（重篤度）」に
ついては、基本的に休業日数等を尺度として使用するも
のであり、以下のように区分する例がある。
①	 死亡：死亡災害
②	 後遺障害：身体の一部に永久損傷を伴うもの、
③	 休業：休業災害、一度に複数の被災者を伴うもの
④	 軽傷：不休災害やかすり傷程度のもの
2　労働者に危険又は健康障害を生ずるおそれの程度
（発生可能性）

「労働者に危険又は健康障害を生ずるおそれの程度
（発生可能性）」は、危険性又は有害性への接近の頻
度や時間、回避の可能性等を考慮して見積もるものであ
り、以下のように区分する例がある。
①	 （可能性が）極めて高い：日常的に長時間行われ
る作業に伴うもので回避困難なもの
②	 （可能性が）比較的高い：日常的に行われる作業
に伴うもので回避可能なもの
③	 （可能性が）ある：非定常的な作業に伴うもので
回避可能なもの
④	 （可能性が）ほとんどない：まれにしか行われない
作業に伴うもので回避可能なもの
3　リスク見積りの例
リスク見積り方法の例には、以下の例1～3のようなもの
がある。

［例1：マトリクスを用いた方法］
※重篤度「②後遺障害」、発生可能性「②比較的高い」の場
合の見積り例

危険又は健康障害の程度
（重篤度）

死亡 後遺障害 休業 軽傷

危険又は健
康障害を生
ずるおそれ
の程度（発
生可能性）

極めて高い 5 5 4 3
比較的高い 5 4 3 2
可能性あり 4 3 2 1
ほとんどない 4 3 1 1

リスク 優先度

4～5 高 直ちにリスク低減措置を講ずる必要がある。措
置を講ずるまで作業停止する必要がある。

2～3 中 速やかにリスク低減措置を講ずる必要がある。
措置を講ずるまで使用しないことが望ましい。

1 低 必要に応じてリスク低減措置を実施する。

［例2：数値化による方法］
※重篤度「②後遺障害」、発生可能性「②比較的高い」の場
合の見積り例
（1）	 危険又は健康障害の程度（重篤度）

死亡 後遺障害 休業 軽傷
30点 20点 7点 2点

（2）	 危険又は健康障害を生ずるおそれの程度（発生可能性）

極めて高い 比較的高い 可能性あり ほとんどない
20点 15点 7点 2点

20点（重篤度「後遺障害」）＋15点（発生可能性「比較的高い」）
＝35点（リスク）

リスク 優先度

30点以上 高 直ちにリスク低減措置を講ずる必要があ
る。措置を講ずるまで作業停止する必要が

改正化学物質リスクアセスメント指針・解説通達
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（別紙3）

リスクアセスメント対象物による
有害性に係るリスク見積りについて

1　定量的評価について
（1）	 管理濃度が定められている物質については、作業
環境測定により測定した当該物質の第一評価値を当
該物質の管理濃度と比較する。

	 		 濃度基準値が設定されている物質については技
術上の指針の2－1及び3から6までに示した方法によ
り、数理モデルによる推計又は測定した当該物質の
濃度を当該物質の濃度基準値と比較してリスク見積
りを行う。
	 		 濃度基準値又は管理濃度が設定されておらず、ば
く露限界の設定がなされている物質については、労
働者がばく露される物質の濃度を測定又は推定し、
ばく露限界と比較してリスク見積りを行う。測定による
場合は、原則として、技術上の指針の2－1（3）及び2－
2に定めるリスクアセスメントのための測定によることと
し、八時間時間加重平均値を八時間時間加重平均
のばく露限界（TWA）と比較し、十五分間時間加重
平均値を短時間ばく露限界値（STEL）と比較してリス
ク見積りを行うこと。
	 		 なお、定点測定の場合は、作業環境測定に準じて
行うこととし、作業環境評価基準（昭和63年労働省
告示第79号。以下「評価基準」という。）におけるA測
定の第一評価値に相当する値を八時間時間加重平
均のばく露限界（TWA）と比較し、評価基準におけ
るB測定の測定値に相当する値を短時間ばく露限界
（STEL）と比較してリスク見積りを行うこと。

（2）	 数理モデルを用いて、対象の業務に従事する労働
者の周辺の空気中濃度を定量的に推定する方法も

用いられている。
主な数理モデルの例
・	換気を考慮しない数理モデルを用いた空気中濃度
の推定
	 飽和蒸気圧モデルや完全蒸発モデルを用いた方
法

・	換気を考慮した数理モデルを用いた空気中濃度の
推定

	 	 発生モデルや分散モデルを用いた方法
数理モデルを用いたリスクアセスメントツールとしては、
厚生労働省が提供している簡易リスクアセスメントツール
CREATE-SIMPLE（クリエイト・シンプル）（例4参照）、
欧州化学物質生態毒性・毒性センターのリスクアセスメ
ントツールECETOC-TRA（例5参照）などがある。

ある。

10～29点 中
速やかにリスク低減措置を講ずる必要があ
る。措置を講ずるまで使用しないことが望ま
しい。

10点未満 低 必要に応じてリスク低減措置を実施する。

［例3：厚生労働省版コントロール・バンディングの概要］
ILOが開発途上国の中小企業を対象に有害性のある化学
物質から労働者の健康を保護するため開発した簡易なリスクア
セスメントツールを厚生労働省がWebシステムとして改良したも
のであり、厚生労働省の「職場のあんぜんサイト」で提供してい
る。
必要な情報（作業内容（選択）、GHS区分（選択）、固液の別、
取扱量（選択）、取扱温度、沸点等）を入力することによって、リス
クレベルと参考となる対策管理シートが得られる。
https://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/kag/ankgc07_1.htm	

［例4：CREATE-SIMPLE（クリエイト・シンプル）の情報］
CREATE-SIMPLE（クリエイト・シンプル）は、あらゆる業種の
化学物質取扱事業者に向けた簡易なリスクアセスメントツール
で、化学物質の取扱条件（取扱量、含有率、換気条件、作業時
間・頻度、保護具の有無等）から推定したばく露濃度とばく露限
界等を比較する方法である。
https://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/kag/ankgc07_3.htm	

［例5：ECETOC-TRAの情報］
ECETOC-TRAは、欧州化学物質生態毒性・毒性センター

（ECETOC）が、欧州におけるREACH規則に対応するスク
リーニング評価を目的として、化学物質のばく露によるリスクの程
度を定量化するために開発した数理モデルである。
ECETOCのホームページからEXCELファイルのマクロプログ

ラムをダウンロードして入手する。（無償）
http://www.ecetoc.org/tra （英語）
必要な入力項目
・	対象物質の同定
・	物理化学的特性（蒸気圧など）
・	シナリオ名
・	作業形態
・	プロセスカテゴリー（選択）
・	物質の性状（固液の別）（選択）
・	ダスト発生レベル（選択）
・	作業時間（選択）
・	換気条件（選択）
・	製品中含有量（選択）
・	呼吸用保護具と除去率（選択）
・	手袋の使用と除去率（選択）

計算により推定ばく露濃度が算出されるので、これをば
く露限界と比較することでリスクアセスメントを行う。
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2　リスクアセスメント対象物による有害性に係る定性的
リスク評価
定性的リスク評価の一例を例6として示す。

［例6：リスクアセスメント対象物による有害性に係るリスク
の定性評価法の例］
（1）	 リスクアセスメント対象物による有害性のレベル分け
リスクアセスメント対象物について、SDSのデータを用いて、
GHS等を参考に有害性のレベルを付す。レベル分けは、有害性
をAからEまでの5段階に分けた表のような例に基づき行う。
なお、この表はILOが公表しているコントロール・バンディング1

に準拠しており、Sは皮膚又は眼への接触による有害性レベルで
あるので、（2）以降の見積り例では用いないが、参考として示し
たものである。
例えばGHS分類で急性毒性区分3とされた化学物質は、この
表に当てはめ、有害性レベルCとなる。

有害性のレベル
（HL：Hazard 
Level）

GHS分類における健康有害性クラス
及び区分

A

・	皮膚刺激性　区分2
・	眼刺激性　区分2
・	吸引性呼吸器有害性　区分1
・	他のグループに割り当てられない粉体、蒸
気

B ・	急性毒性　区分4
・	特定標的臓器毒性（単回ばく露）　区分2

C

・	急性毒性　区分3
・	皮膚腐食性　区分1（細区分1A、1B、1C）
・	眼刺激性　区分1
・	皮膚感作性　区分1
・	特定標的臓器毒性（単回ばく露）　区分1
・	特定標的臓器毒性（反復ばく露）　区分2

D
・	急性毒性　区分1、2
・	発がん性　区分2
・	特定標的臓器毒性（反復ばく露）　区分1
・	生殖毒性　区分1、2

E
・	生殖細胞変異原性　区分1、2
・	発がん性　区分1
・	呼吸器感作性　区分1

S
（皮膚又は眼へ
の接触）

・	急性毒性（経皮）　区分1、2、3、4
・	皮膚腐食性　区分1（細区分1A、1B、1C）
・	皮膚刺激性　区分2
・	眼刺激性　区分1、2
・	皮膚感作性　区分1
・	特定標的臓器毒性（単回ばく露）（経皮）
区分1、2

・	特定標的臓器毒性（反復ばく露）（経皮）
区分1、2

※この表における「GHS分類における健康有害性クラス及び区
分」は、ILOがInternational Chemical Control Toolkitを
公表した時点の内容に基づいている。

1	 ILO（国際労働機関）の公表している International Che-
mical Control Toolkit http://www.ilo.org/legacy/
english/protection/safework/ctrl_banding/toolkit/icct/
（英語）
（2）	 ばく露レベルの推定
作業環境レベルを推定し、それに作業時間等作業の状況を

表1　作業環境レベルの区分（例）

作業環境レベル（ML） a b c d e
A＋B－C＋D 6、5 4 3 2 1～（－2）

イ　作業時間・作業頻度のレベル（FL）の推定
労働者の当該作業場での当該リスクアセスメント対象物にば

く露される年間作業時間を次の表2に当てはめ作業頻度を推
定する。

表2　作業時間・作業頻度レベルの区分（例）

作業時間
・作業頻
度レベル
（FL）

ⅰ ⅱ ⅲ ⅳ ⅴ

年間作業
時間

400時
間超過

100～
400時間

25～100
時間

10～25
時間

10時間
未満

ウ　ばく露レベル（EL）の推定
アで推定した作業環境レベル（ML）及びイで推定した作
業時間・作業頻度（FL）を次の表3に当てはめて、ばく露レベル
（EL）を推定する。

組み合わせ、ばく露レベルを推定する。アからウまでの3段階を
経て作業環境レベルを推定する具体例を次に示す。
ア　作業環境レベル（ML）の推定
リスクアセスメント対象物の製造等の量、揮発性・飛散性の性
状、作業場の換気の状況等に応じてポイントを付し、そのポイン
トを加減した合計数を表1に当てはめ作業環境レベルを推定す
る。労働者の衣服、手足、保護具に対象リスクアセスメント対象
物による汚れが見られる場合には、1ポイントを加える修正を加
え、次の式で総合ポイントを算定する。
A（取扱量ポイント）＋B（揮発性・飛散性ポイント）－C（換気ポイン
ト）＋D（修正ポイント）
ここで、AからDのポイントの付け方は次のとおりである。
A：	製造等の量のポイント
	 3	 大量（トン、kl単位で計る程度の量）
	 2	 中量（kg、l単位で計る程度の量）
	 1	 少量（g、ml単位で計る程度の量）
B：	揮発性・飛散性のポイント
	 3	 高揮発性（沸点50℃未満）、高飛散性（微細で軽い粉じ

んの発生する物）
	 2	 中揮発性（沸点50‐150℃）、中飛散性（結晶質、粒状、すぐ

に沈降する物）
	 1	 低揮発性（沸点150℃超過）、低飛散性（小球状、薄片

状、小塊状）
C：	換気のポイント
	 4	 遠隔操作・完全密閉
	 3	 局所排気
	 2	 全体換気・屋外作業
	 1	 換気なし
D：	修正ポイント
	 1	 労働者の衣服、手足、保護具が、調査対象となっている

化学物質等による汚れが見られる場合
	 0	 労働者の衣服、手足、保護具が、調査対象となっている

化学物質等による汚れが見られない場合

改正化学物質リスクアセスメント指針・解説通達
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表3　ばく露レベル（EL）の区分の決定（例）

（FL）　（ML） a b c d e
ⅰ Ⅴ Ⅴ Ⅳ Ⅳ Ⅲ
ⅱ Ⅴ Ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅱ
ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅱ
ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅱ Ⅱ
ⅴ Ⅲ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅰ

表4　リスクの見積り（例）

HL　　　EL Ⅴ Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ
E 5 5 4 4 3
D 5 4 4 3 2
C 4 4 3 3 2
B 4 3 3 2 2
A 3 2 2 2 1

リスク低減の優先順位

高

（3）	 リスクの見積り
（1）で分類した有害性のレベル及び（2）で推定したばく露レベ
ルを組合せ、リスクを見積もる。次に一例を示す。数字の値が大

きいほどリスク低減措置の優先度が高いことを示す。

低
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1　総則

1-1　趣旨

（1）	 国内で輸入、製造、使用されている化学物質は数
万種類にのぼり、その中には、危険性や有害性が不明
な物質が多く含まれる。さらに、化学物質による休業4
日以上の労働災害（がん等の遅発性疾病を除く。）の
うち、特別規則（有機溶剤中毒予防規則（昭和47年
労働省令第36号）、鉛中毒予防規則（昭和47年労働
省令第37号）、四アルキル鉛中毒予防規則（昭和47
年労働省令第38号）及び特定化学物質障害予防規
則（昭和47年労働省令第39号）をいう。以下同じ。）の
規制の対象となっていない物質に起因するものが約8
割を占めている。また、化学物質へのばく露に起因す
る職業がんも発生している。これらを踏まえ、特別規
則の規制の対象となっていない物質への対策の強化
を主眼とし、国によるばく露の上限となる基準等の制
定、危険性や有害性に関する情報の伝達の仕組み
の整備や拡充を前提として、事業者が危険性や有害
性に関する情報を踏まえたリスクアセスメント（労働安
全衛生法（昭和47年法律第57号。以下「法」という。）
第57条の3第1項の規定による危険性又は有害性の
調査（主として一般消費者の生活の用に供される製
品に係るものを除く。）をいう。以下同じ。）を実施し、そ
の結果に基づき、国の定める基準等の範囲内で、ばく
露防止のために講ずべき措置を適切に実施するため
の制度を導入することとしたところである。

（2）	 本指針は、化学物質等による危険性又は有害性
等の調査等に関する指針（平成27年9月18日付け危
険性又は有害性等の調査等に関する指針公示第3
号。以下「化学物質リスクアセスメント指針」という。）
と相まって、リスクアセスメント対象物（リスクアセスメン
トをしなければならない労働安全衛生法施行令（昭
和47年政令第318号）第18条各号に掲げる物及び法
第57条の2第1項に規定する通知対象物をいう。以下
同じ。）を製造し、又は取り扱う事業者において、労働
安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号。以下「安
衛則」という。）等の規定が円滑かつ適切に実施され
るよう、安衛則第577条の2第2項の規定に基づき厚生
労働大臣が定める濃度の基準（以下「濃度基準値」

という。）及びその適用、労働者のばく露の程度が濃
度基準値以下であることを確認するための方法、物
質の濃度の測定における試料採取方法及び分析方
法並びに有効な保護具の適切な選択及び使用等に
ついて、法令で規定された事項のほか、事業者が実
施すべき事項を一体的に規定したものである。

	 		 なお、リスクアセスメント対象物以外の化学物質を
製造し、又は取り扱う事業者においては、本指針を活
用し、労働者が当該化学物質にばく露される程度を
最小限度とするように努めなければならない。

1-2　実施内容

事業者は、次に掲げる事項を実施するものとする。
（1）	 事業場で使用する全てのリスクアセスメント対象物
について、危険性又は有害性を特定し、労働者が当
該物にばく露される程度を把握した上で、リスクを見積
もること。

（2）	 濃度基準値が設定されている物質について、リス
クの見積りの過程において、労働者が当該物質にば
く露される程度が濃度基準値を超えるおそれがある
屋内作業を把握した場合は、ばく露される程度が濃
度基準値以下であることを確認するための測定（以下
「確認測定」という。）を実施すること。

（3）	 （1）及び（2）の結果に基づき、危険性又は有害性
の低い物質への代替、工学的対策、管理的対策、有
効な保護具の使用という優先順位に従い、労働者が
リスクアセスメント対象物にばく露される程度を最小限
度とすることを含め、必要なリスク低減措置（リスクアセ
スメントの結果に基づいて労働者の危険又は健康障
害を防止するための措置をいう。以下同じ。）を実施
すること。その際、濃度基準値が設定されている物質
については、労働者が当該物質にばく露される程度を
濃度基準値以下としなければならないこと。

2　リスクアセスメント及びその結果に基づく労働者の
ばく露の程度を濃度基準値以下とする措置等を含め
たリスク低減措置

2-1　基本的考え方

（1）	 事業者は、事業場で使用する全てのリスクアセスメ
ント対象物について、危険性又は有害性を特定し、労
働者が当該物にばく露される程度を数理モデルの活

化学物質による健康障害防止のための濃度の基準の
適用等に関する技術上の指針

令和5年4月27日技術上の指針公示第24号

化学物質濃度基準適用等に関する技術上の指針
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用を含めた適切な方法により把握した上で、リスクを見
積もり、その結果に基づき、危険性又は有害性の低い
物質への代替、工学的対策、管理的対策、有効な保
護具の使用等により、当該物にばく露される程度を最
小限度とすることを含め、必要なリスク低減措置を実
施すること。

（2）	 事業者は、濃度基準値が設定されている物質につ
いて、リスクの見積もりの過程において、労働者が当該
物質にばく露される程度が濃度基準値を超えるおそ
れのある屋内作業を把握した場合は、確認測定を実
施し、その結果に基づき、当該作業に従事する全ての
労働者が当該物質にばく露される程度を濃度基準値
以下とすることを含め、必要なリスク低減措置を実施
すること。この場合において、ばく露される当該物質の
濃度の平均値の上側信頼限界（95%）（濃度の確率
的な分布のうち、高濃度側から5％に相当する濃度の
推計値をいう。以下同じ。）が濃度基準値以下である
ことを維持することまで求める趣旨ではないこと。

（3）	 事業者は、濃度基準値が設定されていない物質に
ついて、リスクの見積りの結果、一定以上のリスクがあ
る場合等、労働者のばく露状況を正確に評価する必
要がある場合には、当該物質の濃度の測定を実施す
ること。この測定は、作業場全体のばく露状況を評価
し、必要なリスク低減措置を検討するために行うもの
であることから、工学的対策を実施しうる場合にあっ
ては、個人サンプリング法等の労働者の呼吸域におけ
る物質の濃度の測定のみならず、よくデザインされた
場の測定も必要になる場合があること。また、事業者
は、統計的な根拠を持って事業場における化学物質
へのばく露が適切に管理されていることを示すため、
測定値のばらつきに対して、統計上の上側信頼限界
（95％）を踏まえた評価を行うことが望ましいこと。

（4）	 事業者は、建設作業等、毎回異なる環境で作業を
行う場合については、典型的な作業を洗い出し、あら
かじめ当該作業において労働者がばく露される物質
の濃度を測定し、その測定結果に基づく局所排気装
置の設置及び使用、要求防護係数に対して十分な余
裕を持った指定防護係数を有する有効な呼吸用保
護具の使用（防毒マスクの場合は適切な吸収缶の使
用）等を行うことを定めたマニュアル等を作成すること
で、作業ごとに労働者がばく露される物質の濃度を測
定することなく当該作業におけるリスクアセスメントを
実施することができること。また、当該マニュアル等に
定められた措置を適切に実施することで、当該作業に
おいて、労働者のばく露の程度を最小限度とすること
を含めたリスク低減措置を実施することができること。

（5）	 事業者は、（1）から（4）までに定めるリスクアセスメン

ト及びその結果に基づくリスク低減措置については、
化学物質管理者（安衛則第12条の5第1項に規定す
る化学物質管理者をいう。以下同じ。）の管理下にお
いて実施する必要があること。

（6）	 事業者は、リスクアセスメントと濃度基準値について
は、次に掲げる事項に留意すること。
	 ア			 リスクアセスメントの実施時期は、安衛則第34条
の2の7第1項の規定により、①リスクアセスメント対
象物を原材料等として新規に採用し、又は変更する
とき、②リスクアセスメント対象物を製造し、又は取り
扱う業務に係る作業の方法又は手順を新規に採用
し、又は変更するとき、③リスクアセスメント対象物の
危険性又は有害性等について変化が生じ、又は生
ずるおそれがあるときとされていること。なお、「有害
性等について変化が生じ」には、濃度基準値が新
たに定められた場合や、すでに使用している物質
が新たにリスクアセスメント対象物となった場合が含
まれること。さらに、化学物質リスクアセスメント指針
においては、前回のリスクアセスメントから一定の期
間が経過し、設備等の経年劣化、労働者の入れ替
わり等に伴う知識経験等の変化、新たな安全衛生
に係る知見の集積等があった場合には、再度、リス
クアセスメントを実施するよう努めることとしているこ
と。

	 イ			 労働者のばく露の程度が濃度基準値以下であ
ることを確認する方法は、事業者において決定され
るものであり、確認測定の方法以外の方法でも差し
支えないが、事業者は、労働基準監督機関等に対
して、労働者のばく露の程度が濃度基準値以下で
あることを明らかにできる必要があること。また、確
認測定を行う場合は、確認測定の精度を担保する
ため、作業環境測定士が関与することが望ましいこ
と。

	 ウ			 労働者のばく露の程度は、呼吸用保護具を使用
していない場合は、労働者の呼吸域において測定
される濃度で、呼吸用保護具を使用している場合
は、呼吸用保護具の内側の濃度で表されること。し
たがって、労働者の呼吸域における物質の濃度が
濃度基準値を上回っていたとしても、有効な呼吸用
保護具の使用により、労働者がばく露される物質の
濃度を濃度基準値以下とすることが許容されること
に留意すること。ただし、実際に呼吸用保護具の内
側の濃度の測定を行うことは困難であるため、労働
者の呼吸域における物質の濃度を呼吸用保護具
の指定防護係数で除して、呼吸用保護具の内側
の濃度を算定することができること。

	 エ		 よくデザインされた場の測定とは、主として工学
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的対策の実施のために、化学物質の発散源の特
定、局所排気装置等の有効性の確認等のために、
固定点で行う測定をいうこと。従来の作業環境測
定のA・B測定の手法も含まれる。場の測定につい
ては、作業環境測定士の関与が望ましいこと。

2-2	 リスクアセスメントにおける測定

2-2-1　基本的考え方

事業者は、リスクアセスメントの結果に基づくリスク低
減措置として、労働者のばく露の程度を濃度基準値以
下とすることのみならず、危険性又は有害性の低い物質
への代替、工学的対策、管理的対策、有効な保護具の
使用等を駆使し、労働者のばく露の程度を最小限度とす
ることを含めた措置を実施する必要があること。事業者
は、工学的対策の設定及び評価を実施する場合には、
個人ばく露測定のみならず、よくデザインされた場の測定
を行うこと。
2-2-2　試料の採取場所及び評価

（1）	 事業場における全ての労働者のばく露の程度を最
小限度とすることを含めたリスク低減措置の実施のた
めに、ばく露状況の評価は、事業場のばく露状況を包
括的に評価できるものであることが望ましいこと。この
ため、事業者は、労働者がばく露される濃度が最も高
いと想定される均等ばく露作業（労働者がばく露する
物質の量がほぼ均一であると見込まれる作業であっ
て、屋内作業場におけるものに限る。以下同じ。）のみ
ならず、幅広い作業を対象として、当該作業に従事す
る労働者の呼吸域における物質の濃度の測定を行
い、その測定結果を統計的に分析し、統計上の上側
信頼限界（95％）を活用した評価や物質の濃度が最
も高い時間帯に行う測定の結果を活用した評価を行
うことが望ましいこと。

（2）	 対象者の選定、実施時期、試料採取方法及び分
析方法については、3及び4に定める確認測定に関す
る事項に準じて行うことが望ましいこと。

3　確認測定の対象者の選定及び実施時期

3-1　確認測定の対象者の選定

（1）	 事業者は、リスクアセスメントによる作業内容の調
査、場の測定の結果及び数理モデルによる解析の結
果等を踏まえ、均等ばく露作業に従事する労働者のば
く露の程度を評価すること。その結果、労働者のばく
露の程度が8時間のばく露に対する濃度基準値（以下
「八時間濃度基準値」という。）の2分の1程度を超え
ると評価された場合は、確認測定を実施すること。

（2）	 全ての労働者のばく露の程度が濃度基準値以下
であることを確認するという趣旨から、事業者は、労働
者のばく露の程度が最も高いと想定される均等ばく

露作業における最も高いばく露を受ける労働者（以下
「最大ばく露労働者」という。）に対して確認測定を行
うこと。その測定結果に基づき、事業場の全ての労働
者に対して一律のリスク低減措置を行うのであれば、
最大ばく露労働者が従事する作業よりもばく露の程
度が低いことが想定される作業に従事する労働者に
ついて確認測定を行う必要はないこと。しかし、事業
者が、ばく露の程度に応じてリスク低減措置の内容や
呼吸用保護具の要求防護係数を作業ごとに最適化
するために、当該作業ごとに最大ばく露労働者を選定
し、確認測定を実施することが望ましいこと。

（3）	 均等ばく露作業ごとに確認測定を行う場合は、均
等ばく露作業に従事する労働者の作業内容を把握し
た上で、当該作業における最大ばく露労働者を選定
し、当該労働者の呼吸域における物質の濃度を測定
することが妥当であること。

（4）	 均等ばく露作業の特定に当たっては、同一の均等
ばく露作業において複数の労働者の呼吸域における
物質の濃度の測定を行った場合であって、各労働者
の濃度の測定値が測定を行った全労働者の濃度の
測定値の平均値の2分の1から2倍の間に収まらない
場合は、均等ばく露作業を細分化し、次回以降の確
認測定を実施することが望ましいこと。

（5）	 労働者のばく露の程度を最小限度とし、労働者の
ばく露の程度を濃度基準値以下とするために講ずる
措置については、安衛則第577条の2第10項の規定に
より、事業者は、関係労働者の意見を聴取するととも
に、安衛則第22条第11号の規定により、衛生委員会
において、それらの措置について審議することが義務
付けられていることに留意し、確認測定の結果の共有
も含めて、関係労働者との意思疎通を十分に行うとと
もに、安全衛生委員会又は衛生委員会で十分な審議
を行う必要があること。

（6）	 確認測定の対象者の選定等については、以下の
事項に留意すること。

	 ア			 確認測定の実施の基準として、八時間濃度基
準値の2分の1程度を採用する趣旨は、数理モデル
や場の測定による労働者の呼吸域における物質の
濃度の推定は、濃度が高くなると、ばらつきが大きく
なり、推定の信頼性が低くなることを踏まえたもので
あること。このため、労働者がばく露される物質の
濃度を低くするため、必要なリスク低減措置を実施
することが重要となること。

	 イ			 ばく露の程度が八時間濃度基準値の2分の1程
度を超えている労働者に対する確認測定は、測定
中に、当該労働者が濃度基準値以上の濃度にばく
露されることのないよう、有効な呼吸用保護具を着

化学物質濃度基準適用等に関する技術上の指針
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用させて測定を行うこと。
	 ウ			 均等ばく露作業ごとに確認測定を行う場合にお
いて、測定結果のばらつきや測定の失敗等を考慮
し、八時間濃度基準値との比較を行うための確認
測定については、均等ばく露作業ごとに最低限2人
の測定対象者を選定することが望ましいこと。15分
間のばく露に対する濃度基準値（以下「短時間濃
度基準値」という。）との比較を行うための確認測
定については、最大ばく露労働者のみを対象とする
ことで差し支えないこと。

	 エ		 均等ばく露作業において、最大ばく露労働者を
特定できない場合は、均等ばく露作業に従事する
者の5分の1程度の労働者を抽出して確認測定を
実施する方法があること。

3-2　確認測定の実施時期

（1）	 事業者は、確認測定の結果、労働者の呼吸域にお
ける物質の濃度が、濃度基準値を超えている作業場
については、少なくとも6月に1回、確認測定を実施する
こと。

（2）	 事業者は、確認測定の結果、労働者の呼吸域にお
ける物質の濃度が、濃度基準値の2分の1程度を上回
り、濃度基準値を超えない作業場については、一定の
頻度で確認測定を実施することが望ましいこと。その
頻度については、安衛則第34条の2の7及び化学物質
リスクアセスメント指針に規定されるリスクアセスメント
の実施時期を踏まえつつ、リスクアセスメントの結果、
定点の連続モニタリングの結果、工学的対策の信頼
性、製造し又は取り扱う化学物質の毒性の程度等を
勘案し、労働者の呼吸域における物質の濃度に応じ
た頻度となるように事業者が判断すべきであること。

（3）	 確認測定の実施時期等については、以下の事項
に留意すること。
	 ア			 確認測定は、最初の測定は呼吸用保護具の要

求防護係数を算出するため個人ばく露測定が必
要であるが、定期的に行う測定はばく露状況に大き
な変動がないことを確認する趣旨であるため、定点
の連続モニタリングや場の測定といった方法も認め
られること。

	 イ			 労働者の呼吸域における物質の濃度が濃度基
準値以下の場合の確認測定の頻度については、
局所排気装置等を整備する等により作業環境を安
定的に管理し、定点の連続モニタリング等によって
環境中の濃度に大きな変動がないことを確認して
いる場合は、作業の方法や局所排気装置等の変
更がない限り、確認測定を定期的に実施することは
要しないこと。

4　確認測定における試料採取方法及び分析方法

4-1　標準的な試料採取方法及び分析方法

確認測定における、事業者による標準的な試料採取
方法及び分析方法は、別表1に定めるところによること。な
お、これらの方法と同等以上の精度を有する方法がある
場合は、それらの方法によることとして差し支えないこと。
4-2　試料空気の採取方法

4-2-1　確認測定における試料採取機器の装着方法

事業者は、確認測定における試料空気の採取につい
ては、作業に従事する労働者の身体に装着する試料採
取機器を用いる方法により行うこと。この場合において、
当該試料採取機器の採取口は、当該労働者の呼吸域
における物質の濃度を測定するために最も適切な部位
に装着しなければならないこと。
4-2-2　蒸気及びエアロゾル粒子が同時に存在する場

合の試料採取機器

事業者は、室温において、蒸気とエアロゾル粒子が同
時に存在する物質については、濃度の測定に当たって
は、濃度の過小評価を避けるため、原則として、飽和蒸
気圧の濃度基準値に対する比（飽和蒸気圧／濃度基
準値）が0.1以上10以下の物質については、蒸気とエア
ロゾル粒子の両方の試料を採取すること。
ただし、事業者は、作業実態において、蒸気やエアロ

ゾル粒子によるばく露が想定される物質については、当
該比が0.1以上10以下でない場合であっても、蒸気とエ
アロゾル粒子の両方の試料を採取することが望ましいこ
と。
別表1において、当該物質については、蒸気とエアロゾ

ル粒子の両方を捕集すべきであることを明記するととも
に、標準的な試料採取方法として、蒸気を捕集する方法
とエアロゾル粒子を捕集する方法を併記し、蒸気とエア
ロゾル粒子の両方を捕集する方法（相補捕集法）が定
められていること。
事業場の作業環境に応じ、当該物質の測定及び管
理のために必要がある場合は、次に掲げる算式により、
濃度基準値の単位を変換できること。

	 C（mg/m3）=分子量（g）/モル体積（L）×C（mL/m3
	 =ppm）

ただし、室温は25℃、気圧は1気圧とすること。
4-3　試料空気の採取時間

4-3-1　八時間濃度基準値と比較するための試料空気

の採取時間

（1）	 空気試料の採取時間については、八時間濃度基
準値と比較するという趣旨を踏まえ、連続する8時間の
測定を行い採取した1つの試料か、複数の測定を連
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続して行って採取した合計8時間分の試料とすること
が望ましいこと。8時間未満の連続した試料や短時間
ランダムサンプリングは望ましくないこと。

（2）	 ただし、一労働日を通じて労働者がばく露する物質
の濃度が比較的均一であり、自動化かつ密閉化され
た作業という限定的な場面においては、事業者は、試
料採取時間の短縮を行うことは可能であること。この
場合において、測定されない時間の存在は、測定の
信頼性に対する深刻な弱点となるため、事業者は、測
定されていない時間帯のばく露状況が測定されてい
る時間帯のばく露状況と均一であることを、過去の測
定結果や作業工程の観察等によって明らかにすると
ともに、試料採取時間は、労働者のばく露の程度が高
い時間帯を含めて、少なくとも2時間（8時間の25％）以
上とし、測定されていない時間帯のばく露における濃
度は、測定されている時間のばく露における濃度と同
一であるとみなすこと。

（3）	 八時間濃度基準値と比較するための試料空気の
採取時間については、以下の事項に留意すること。

	 ア			 八時間濃度基準値と比較をするための労働者
の呼吸域における物質の濃度の測定に当たって
は、適切な能力を持った自社の労働者が試料採取
を行い、その試料の分析を分析機関に委託する方
法があること。

	 イ			 この場合、作業内容や労働者をよく知る者が試
料採取を行うことができるため、試料採取の適切な
実施が担保できるとともに、試料採取の外部委託の
費用を低減することが可能となること。

4-3-2　短時間濃度基準値と比較するための試料空気

の採取時間

（1）	 事業者は、労働者のばく露の程度が短時間濃度
基準値以下であることを確認するための測定におい
ては、最大ばく露労働者（1人）について、1日の労働時
間のうち最もばく露の程度が高いと推定される15分間
に当該測定を実施する必要があること。

（2）	 事業者は、測定結果のばらつきや測定の失敗等を
考慮し、当該労働時間中に少なくとも3回程度測定を
実施し、最も高い測定値で比較を行うことが望ましいこ
と。ただし、1日の労働時間中の化学物質にばく露され
る作業時間が15分程度以下である場合は、1回で差
し支えないこと。

4-3-3　短時間作業の場合の八時間濃度基準値と比

較するための試料空気の採取時間

事業者は、短時間作業が断続的に行われる場合や、
一労働日における化学物質にばく露する作業を行う時
間の合計が8時間未満の場合における八時間濃度基
準値と比較するための試料空気の採取時間は、労働者

がばく露する作業を行う時間のみとすることができる。

5　濃度基準値及びその適用

5-1　八時間濃度基準値及び短時間濃度基準値の適

用

（1）	 事業者は、別表2の左欄に掲げる物（※2と付され
ているもの［発がん性が明確であるため、長期的な健
康影響が生じない安全な閾値としての濃度基準値を
設定できない物質］を除く。以下同じ。）を製造し、又
は取り扱う業務（主として一般消費者の生活の用に供
される製品に係るものを除く。）を行う屋内作業場にお
いては、当該業務に従事する労働者がこれらの物に
ばく露される程度を濃度基準値以下としなければなら
ないこと。

（2）	 濃度基準値は、別表2の左欄に掲げる物の種類に
応じ、同表の中欄及び右欄に掲げる値とすること。こ
の場合において、次のア及びイに掲げる値は、それぞ
れア及びイに定める濃度の基準を超えてはならないこ
と。
	 ア			 1日の労働時間のうち8時間のばく露における別

表2の左欄に掲げる物の濃度を各測定の測定時間
により加重平均して得られる値（以下「八時間時間
加重平均値」という。）　八時間濃度基準値

	 イ			 1日の労働時間のうち別表2の左欄に掲げる物
の濃度が最も高くなると思われる15分間のばく露に
おける当該物の濃度を各測定の測定時間により加
重平均して得られる値（以下「十五分間時間加重
平均値」という。）　短時間濃度基準値

5-2　濃度基準値の適用に当たって実施に努めなけれ

ばならない事項

事業者は、5-1の濃度基準値について、次に掲げる事
項を行うよう努めなければならないこと。
（1）	 別表2の左欄に掲げる物のうち、八時間濃度基準
値及び短時間濃度基準値が定められているものにつ
いて、当該物のばく露における十五分間時間加重平
均値が八時間濃度基準値を超え、かつ、短時間濃度
基準値以下の場合にあっては、当該ばく露の回数が
1日の労働時間中に4回を超えず、かつ、当該ばく露の
間隔を1時間以上とすること。

（2）	 別表2の左欄に掲げる物のうち、八時間濃度基準
値が定められており、かつ、短時間濃度基準値が定め
られていないものについて、当該物のばく露における
十五分間時間加重平均値が八時間濃度基準値を超
える場合にあっては、当該ばく露の十五分間時間加
重平均値が八時間濃度基準値の3倍を超えないよう
にすること。

（3）	 別表2の左欄に掲げる物のうち、短時間濃度基準

化学物質濃度基準適用等に関する技術上の指針化学物質濃度基準適用等に関する技術上の指針
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値が天井値として定められているものは、当該物のば
く露における濃度が、いかなる短時間のばく露におけ
るものであるかを問わず、短時間濃度基準値を超えな
いようにすること。

（4）	 別表2の左欄に掲げる物のうち、有害性の種類及
び当該有害性が影響を及ぼす臓器が同一であるもの
を2種類以上含有する混合物の八時間濃度基準値
については、次の式により計算して得た値が1を超えな
いようにすること。

	 C＝C1／L1＋C2／L2＋……
（この式において、C、C1、C2……及びL1、L2……は、そ
れぞれ次の値を表すものとする。
	 C　換算値
	 C1、C2……物の種類ごとの八時間時間加重平均値
	 L1、L2……物の種類ごとの八時間濃度基準値）

（5）	 （4）の規定は、短時間濃度基準値について準用
すること。

6　濃度基準値の趣旨等及び適用に当たっての留意
事項

事業者は、濃度基準値の適用に当たり、次に掲げる事
項に留意すること。
6-1　濃度基準値の設定

6-1-1　基本的考え方

（1）	 各物質の濃度基準値は、原則として、収集された
信頼のおける文献で示された無毒性量等に対し、不
確実係数等を考慮の上、決定されたものである。各物
質の濃度基準値は、設定された時点での知見に基づ
き設定されたものであり、濃度基準値に影響を与える
新たな知見が得られた場合等においては、再度検討
を行う必要があるものであること。

（2）	 特別規則の適用のある物質については、特別規則
による規制との二重規制を避けるため、濃度基準値を
設定していないこと。

6-1-2　発がん性物質への濃度基準値の設定

（1）	 濃度基準値の設定においては、ヒトに対する発が
ん性が明確な物質（別表1の左欄に※5及び別表2の
左欄に※2と付されているもの。）については、発がん
が確率的影響であることから、長期的な健康影響が
発生しない安全な閾値である濃度基準値を設定する
ことは困難であること。このため、当該物質には、濃度
基準値の設定がなされていないこと。

（2）	 これらの物質について、事業者は、有害性の低い
物質への代替、工学的対策、管理的対策、有効な保
護具の使用等により、労働者がこれらの物質にばく露
される程度を最小限度としなければならないこと。

6-2　濃度基準値の趣旨

6-2-1　八時間濃度基準値の趣旨

（1）	 八時間濃度基準値は、長期間ばく露することにより
健康障害が生ずることが知られている物質について、
当該障害を防止するため、八時間時間加重平均値
が超えてはならない濃度基準値として設定されたもの
であり、この濃度以下のばく露においては、おおむね全
ての労働者に健康障害を生じないと考えられているも
のであること。

（2）	 短時間作業が断続的に行われる場合や、一労働日
における化学物質にばく露する作業を行う時間の合
計が8時間未満の場合は、ばく露する作業を行う時間
以外の時間（8時間からばく露作業時間を引いた時
間。以下「非ばく露作業時間」という。）について、ばく
露における物質の濃度をゼロとみなして、ばく露作業
時間及び非ばく露作業時間における物質の濃度をそ
れぞれの測定時間で加重平均して八時間時間加重
平均値を算出するか、非ばく露作業時間を含めて8時
間の測定を行い、当該濃度を8時間で加重平均して
八時間時間加重平均値を算出すること（参考1の計
算例参照）。

（3）	 この場合において、八時間時間加重平均値と八時
間濃度基準値を単純に比較するだけでは、短時間作
業の作業中に八時間濃度基準値をはるかに上回る
高い濃度のばく露が許容されるおそれがあるため、事
業者は、十五分間時間加重平均値を測定し、短時間
濃度基準値の定めがある物は5-1（2）イに定める基準
を満たさなければならないとともに、5-2（1）から（5）まで
に定める事項を行うように努めること。

6-2-2　短時間濃度基準値の趣旨

（1）	 短時間濃度基準値は、短時間でのばく露により急
性健康障害が生ずることが知られている物質につい
て、当該障害を防止するため、作業中のいかなるばく
露においても、十五分間時間加重平均値が超えては
ならない濃度基準値として設定されたものであること。
さらに、十五分間時間加重平均値が八時間濃度基
準値を超え、かつ、短時間濃度基準値以下の場合に
あっては、複数の高い濃度のばく露による急性健康障
害を防止する観点から、5-2（1）において、十五分間時
間加重平均値が八時間濃度基準値を超える最大の
回数を4回とし、最短の間隔を1時間とすることを努力
義務としたこと。

（2）	 八時間濃度基準値が設定されているが、短時間
濃度基準値が設定されていない物質についても、八
時間濃度基準値が均等なばく露を想定して設定され
ていることを踏まえ、毒性学の見地から、短期間に高
濃度のばく露を受けることは避けるべきであること。こ
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のため、5-2（2）において、たとえば、8時間中ばく露作
業時間が1時間、非ばく露作業時間が7時間の場合
に、1時間のばく露作業時間において八時間濃度基
準値の8倍の濃度のばく露を許容するようなことがない
よう、作業中のいかなるばく露においても、十五分間時
間加重平均値が、八時間濃度基準値の3倍を超えな
いことを努力義務としたこと。

6-2-3　天井値の趣旨

（1）	 天井値については、眼への刺激性等、非常に短い
時間で急性影響が生ずることが疫学調査等により明
らかな物質について規定されており、いかなる短時間
のばく露においても超えてはならない基準値であるこ
と。事業者は、濃度の連続測定によってばく露が天井
値を超えないように管理することが望ましいが、現時点
における連続測定手法の技術的限界を踏まえ、その
実施については努力義務とされていること。

（2）	 事業者は、連続測定が実施できない場合は、当該
物質の十五分間時間加重平均値が短時間濃度基
準値を超えないようにしなければならないこと。また、
事業者は、天井値の趣旨を踏まえ、当該物質への労
働者のばく露が天井値を超えないよう、十五分間時間
加重平均値が余裕を持って天井値を下回るように管
理する等の措置を講ずることが望ましいこと。

6-3　濃度基準値の適用に当たっての留意事項

6-3-1　混合物への濃度基準値の適用

（1）	 混合物に含まれる複数の化学物質が、同一の毒性
作用機序によって同一の標的臓器に作用する場合、
それらの物質の相互作用によって、相加効果や相乗
効果によって毒性が増大するおそれがあること。しか
し、複数の化学物質による相互作用は、個別の化学
物質の組み合わせに依存し、かつ、相互作用も様々で
あること。

（2）	 これを踏まえ、混合物への濃度基準値の適用にお
いては、混合物に含まれる複数の化学物質が、同一
の毒性作用機序によって同一の標的臓器に作用する
ことが明らかな場合には、それら物質による相互作用
を考慮すべきであるため、5-2（4）に定める相加式を活
用してばく露管理を行うことが努力義務とされているこ
と。

6-3-2　一労働日の労働時間が8時間を超える場合の

適用

（1）	 一労働日における化学物質にばく露する作業を行
う時間の合計が8時間を超える作業がある場合には、
作業時間が8時間を超えないように管理することが原
則であること。

（2）	 やむを得ず化学物質にばく露する作業が8時間を
超える場合、八時間時間加重平均値は、当該作業の

うち、最も濃度が高いと思われる時間を含めた8時間
のばく露における濃度の測定により求めること。この
場合において、事業者は、当該八時間時間加重平均
値が八時間濃度基準値を下回るのみならず、化学物
質にばく露する全ての作業時間におけるばく露量が、
八時間濃度基準値で8時間ばく露したばく露量を超え
ないように管理する等、適切な管理を行うこと。また、
八時間濃度基準値を当該時間用に換算した基準値
（八時間濃度基準値×8時間／実作業時間）により、
労働者のばく露を管理する方法や、毒性学に基づく
代謝メカニズムを用いた数理モデルを用いたばく露管
理の方法も提唱されていることから、ばく露作業の時
間が8時間を超える場合の措置については、化学物
質管理専門家等の専門家の意見を踏まえ、必要な管
理を実施すること。

7　リスク低減措置

7-1　基本的考え方

事業者は、化学物質リスクアセスメント指針に規定され
ているように、危険性又は有害性の低い物質への代替、
工学的対策、管理的対策、有効な保護具の使用という
優先順位に従い、対策を検討し、労働者のばく露の程度
を濃度基準値以下とすることを含めたリスク低減措置を
実施すること。その際、保護具については、適切に選択
され、使用されなければ効果を発揮しないことを踏まえ、
本質安全化、工学的対策等の信頼性と比較し、最も低
い優先順位が設定されていることに留意すること。
7-2　保護具の適切な使用

（1）	 事業者は、確認測定により、労働者の呼吸域にお
ける物質の濃度が、保護具の使用を除くリスク低減措
置を講じてもなお、当該物質の濃度基準値を超えるこ
と等、リスクが高いことを把握した場合、有効な呼吸用
保護具を選択し、労働者に適切に使用させること。そ
の際、事業者は、保護具のうち、呼吸用保護具を使用
する場合においては、その選択及び装着が適切に実
施されなければ、所期の性能が発揮されないことに留
意し、7-3及び7-4に定める呼吸用保護具の選択及び
適切な使用の確認を行うこと。

（2）	 事業者は、皮膚若しくは眼に障害を与えるおそれ
又は皮膚から吸収され、若しくは皮膚から侵入して、
健康障害を生ずるおそれがあることが明らかな化学
物質及びそれを含有する製剤を製造し、又は取り扱う
業務に労働者を従事させるときは、不浸透性の保護
衣、保護手袋、履物又は保護眼鏡等の適切な保護具
を使用させなければならないこと。

（3）	 事業者は、保護具に関する措置については、保護
具に関して必要な教育を受けた保護具着用管理責

化学物質濃度基準適用等に関する技術上の指針
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任者（安衛則第12条の6第1項に規定する保護具着
用管理責任者をいう。）の管理下で行わせなければな
らないこと。

7-3　呼吸用保護具の適切な選択

事業者は、濃度基準値が設定されている物質につい
て、次に掲げるところにより、適切な呼吸用保護具を選択
し、労働者に使用させ ること 。
（1）	 労働者に使用させる呼吸用保護具については、要
求防護係数を上回る指定防護係数を有するものでな
ければならないこと。

（2）（1）の要求防護係数は、次の式により計算すること。

	 PFr＝C／C0
（この式において、PFr、C及びC0は、それぞれ次の値
を表すものとする。
	 PFr	 要求防護係数
	 C	 化学物質の濃度の測定の結果得られた値
	 C0	 化学物質の濃度基準値）

（3）	 （2）の化学物質の濃度の測定の結果得られた値
は、測定値のうち最大の値とすること。

（4）	 要求防護係数の決定及び適切な保護具の選択
は、化学物質管理者の管理のもと、保護具着用管理
責任者が確認測定を行った者と連携しつつ行うこと。

（5）	 複数の化学物質を同時に又は順番に製造し、又は
取り扱う作業場における呼吸用保護具の要求防護係
数については、それぞれの化学物質ごとに算出された
要求防護係数のうち、最大のものを当該呼吸用保護
具の要求防護係数として取り扱うこと。

（6）	 （1）の指定防護係数は、別表第3-1から第3-4まで
の左欄に掲げる呼吸用保護具の種類に応じ、それぞ
れ同表の右欄に掲げる値とすること。ただし、指定防
護係数は、別表第3-5の左欄に掲げる呼吸用保護具
を使用した作業における当該呼吸用保護具の外側
及び内側の化学物質の濃度の測定又はそれと同等
の測定の結果により得られた当該呼吸用保護具に係
る防護係数が同表の右欄に掲げる指定防護係数を
上回ることを当該呼吸用保護具の製造者が明らかに
する書面が当該呼吸用保護具に添付されている場
合は、同表の左欄に掲げる呼吸用保護具の種類に応
じ、それぞれ同表の右欄に掲げる値とすることができ
ること。

（7）	 防じん又は防毒の機能を有する呼吸用保護具の
選択に当たっては、主に蒸気又はガスとしてばく露す
る化学物質（濃度基準値の単位がppmであるもの）
については、有効な防毒機能を有する呼吸用保護具
を選択し、主に粒子としてばく露する化学物質（濃度
基準値の単位がmg/m3であるもの）については、粉じ

んの種類（固体粒子又はミスト）に応じ、有効な防じん
機能を有する呼吸用保護具を労働者に使用させるこ
と。ただし、4-2-2で定める蒸気及び粒子の両方による
ばく露が想定される物質については、防じん及び防毒
の両方の機能を有する呼吸用保護具を労働者に使
用させること。

（8）	 防毒の機能を有する呼吸用保護具は化学物質の
種類に応じて、十分な除毒能力を有する吸収缶を備
えた防毒マスク、防毒機能を有する電動ファン付き呼
吸用保護具又は別表第3-4に規定する呼吸用保護具
を労働者に使用させなければならないこと。

7-4　呼吸用保護具の装着の確認

事業者は、次に掲げるところにより、呼吸用保護具の
適切な装着を1年に1回、定期に確認すること。
（1）	 呼吸用保護具（面体を有するものに限る。）を使用
する労働者について、日本産業規格T8150（呼吸用
保護具の選択、使用及び保守管理方法）に定める方
法又はこれと同等の方法により当該労働者の顔面と
当該呼吸用保護具の面体との密着の程度を示す係
数（以下「フィットファクタ」という。）を求め、当該フィット
ファクタが要求フィットファクタを上回っていることを確
認する方法とすること。

（2）	 フィットファクタは、次の式により計算するものとする。

	 FF＝Cout／Cin
（この式においてFF、Cout及びCinは、それぞれ次の値
を表すものとする。
	 FF	 フィットファクタ
	 Cout	 呼吸用保護具の外側の測定対象物の濃度
	 Cin	 呼吸用保護具の内側の測定対象物の濃度）

（3）	 （1）の要求フィットファクタは、呼吸用保護具の種
類に応じ、次に掲げる値とする。

	 全面形面体を有する呼吸用保護具	 500
	 半面形面体を有する呼吸用保護具	 100

［以下省略］
別表1	 物質別の試料採取方法及び分析方法
別表2	 物質別濃度基準値一覧（発がん性が明確であ
るため、長期的な健康影響が生じない安全な閾値と
しての濃度基準値を設定できない物質を含む）
別表3-1～別表3-5 ［呼吸用保護具の種類］
（参考1）	八時間時間加重平均値の計算方法
（参考2）	フローチャート
※	基発0427第2号「『化学物質による健康障害防止の
ための濃度の基準の適用等に関する技術上の指針』
の制定について」も発出されているが、内容を解説し
たものではなく、指針を周知するだけのものである。
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令和5年3月31日付け基発0331第1号　都道府県

労働基準局長宛て厚生労働省労働基準局長

「事業場における労働者の健康保持増進
のための指針の一部を改正する件」

の周知について
事業場における労働者の健康保持増進のための指針

（昭和63年9月1日健康保持増進のための指針公示第
1号。以下「指針」という。）について、別紙1のとおり指針
の改正を行い、令和5年4月1日から適用することとした。
改正後の指針は別紙2のとおりであり、改正の趣旨及び
内容は下記のとおりである。
ついては、別添のとおり関係団体に対して周知したの

で、了知するとともに、事業者及び関係機関等に対する
周知について遺漏なきを期されたい。

記
1　改正の趣旨

加齢に伴う筋力や認知機能等の低下が転倒等の労
働災害リスクにつながることや「高年齢労働者の安全と
健康確保のためのガイドライン」（令和2年3月16日付け基
安発0316第1号）等を踏まえ、労働者の健康状況の継続
的な把握等、労働者の高齢化を見据えた取組について
明確化するため、指針の改正を行なったものである。
また、40歳未満の労働者について、事業者と医療保険
者が連携して健康保持増進対策をより効果的に推進で
きるよう、指針について所要の改正を行ったものである。
2　改正の内容

筋力や認知機能等の低下に伴う転倒等の労働災害
を防止するため、体力の状況を客観的に把握し、自らの
身体機能の維持向上に取り組めるよう、加齢による心身
の衰えを確認するフレイルチェック等の健康測定の実施
や保健指導への活用が考えられる旨規定するもの。
また、健康保持増進対策の考え方として、事業者は医
療保険者と連携したコラボヘルスを積極的に推進するこ
と、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）に基づく定
期健康診断の結果の記録等を積極的に医療保険者と
共有すること及び当該記録等は電磁的な方法による保
存・管理が適切であることを明確化したもの。
［以下省略］
※https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/
T230331K0260.pdf

令和5年4月20日付け基発04201第2号　都道府県

労働基準局長宛て厚生労働省労働基準局長

騒音障害防止のためのガイドラインの
改訂について

職場における騒音については、有害な作業環境の1つ
として、健康障害防止のため、労働安全衛生規則（昭和
47年労働省令第32号）の規定により、所定の作業場にお
ける作業環境測定の実施、騒音を発する場所の明示、
騒音の伝ぱ防止、保護具の備え付け等を義務付けるとと
もに、平成4年10月1日付け基発第546号「騒音障害防止
のためのガイドラインの策定について」において、事業者
が自主的に講ずることが望ましい騒音障害防止対策を
体系化した「騒音障害防止のためのガイドライン」（以下
「旧ガイドライン」という。）を定め、その定着を図ってきた
ところである。
しかしながら、騒音障害防止対策は、その取組が進ん
でいる業種はあるものの、騒音障害防止対策の対象とな
る作業場において広く浸透しているとは言い難く、更なる
対策を進める必要がある。また、旧ガイドライン策定後に
おける技術の発展や知見の蓄積もあることから、これらも
踏まえ、従来からの騒音障害防止対策を見直し、今般、
別添のとおり「騒音障害防止のためのガイドライン」を改
訂した。
ついては、関係事業場に対し、あらゆる機会を通じて
本ガイドラインの周知を図るとともに、必要に応じて労働
災害防止団体等と連携し、騒音障害防止対策の一層の
推進に遺憾なきを期されたい。
また、別紙1から4までのとおり関係団体の長あて、別紙
5により林野庁長官あてに要請を行ったので申し添える。
なお、平成4年10月1日付け基発第546号「騒音障害
防止のためのガイドラインの策定について」は、本通達を
もって廃止する。［以下省略、以下に詳しい情報あり］
※https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/
anzeneisei02_00004.html

令和5年4月26日厚生労働省発表

「厚生労働省版ストレスチェック実施プログラ
ム」の最新版を公開します～令和5年10月まで

最近の労働安全衛生関係通達等

最近の労働安全衛生関係通達等
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に最新版のダウンロードをお願いします～
労働安全衛生法第66条の10において規定しているス

トレスチェック制度について、各事業場において円滑に
導入できるよう、ストレスチェックの受検等を行う「厚生労
働省版ストレスチェック実施プログラム」（※1）を、厚生労
働省が委託運営するサイト（※2）にて公開し、事業者の
皆様に広く活用いただいているところです。
今般、本プログラムの最新版（ver.3.6）をダウンロードサ

イトにて公開しましたので、お知らせします。
令和5年11月以降、本プログラムの最新版をダウンロー

ドしない場合、動作に不具合が生じる可能性があるた
め、特に、現在、本プログラムの旧版（ver.3.5以前）を使用
されている事業者の皆様におかれましては、令和5年10
月までに、今回公開した最新版を必ずダウンロードいただ
きますよう、併せてお願いします。
なお、令和5年10月頃には、サーバーが混み合う可能
性がありますので、余裕を持ってご準備・ダウンロードして
いただきますよう、併せてお願いします。
（※1）ストレスチェックの受検、ストレスチェックの結果出
力、集団分析等を行うプログラム。

（※2）URL：https://stresscheck.mhlw.go.jp/
※https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_32795.html

令和5年3月14日付け基発0314第2号　都道府県

労働局長宛て厚生労働省労働基準局長

足場からの墜落・転落災害防止の充実に
係る労働安全衛生規則の一部を
改正する省令の施行について

労働安全衛生規則の一部を改正する省令（令和5年
厚生労働省令第22号。以下「改正省令」という。）が本日
公布され、令和5年10月1日（一部規定は令和6年4月1日）
から施行することとされたところである。その改正の趣旨、
内容等については、下記のとおりであるので、関係者への
周知を図るとともに、その運用に遺漏なきを期されたい。

記
第1　改正の趣旨及び概要

建設業においては、今なお年間100人程度の労働者
が墜落・転落災害によって死亡しており、その対策を講
ずることが強く求められていることを踏まえ、「建設業にお
ける墜落・転落災害防止対策の充実強化に関する実務
者会合」において、墜落・転落災害防止対策に係る報
告書が取りまとめられた。当該報告書を踏まえ、以下のと
おり所要の改正を行ったものである。
（1）	 一側足場からの墜落・転落災害が発生しているこ
とから、一側足場の使用範囲を明確化するために必

要な措置を規定したこと。
（2）	 足場からの墜落・転落災害が発生している事業場
においては、労働安全衛生規則（昭和47年労働省令
第32号。以下「安衛則」という。）で義務付けられてい
る足場の点検が行われていない事例が散見されてい
ることから、事業者又は注文者による足場の点検が確
実に行われるために必要な措置を規定したこと。

［「第2　細部事項」以下省略］

令和5年3月14日付け基安発0314第2号　都道府県労働

局長宛て厚生労働省労働基準局安全衛生部長

足場からの墜落・転落災害防止総合対策
推進要綱の改正について

足場からの墜落・転落による労働災害の防止につい
ては、労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号。
以下「安衛則」という。）で定める墜落防止措置に加え
て、足場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要綱
（平成24年2月9日付け基安発0209第2号「足場からの
墜落・転落災害防止総合対策推進要綱の策定につい
て」の別紙。平成27年5月10日最終改正。以下「旧要綱」
という。）に基づき、その徹底を図ってきたところである。
今般、「建設業における墜落・転落災害防止対策の
充実強化に関する実務者会合」において取りまとめられ
た報告書（令和4年10月）を踏まえ、令和5年3月14日に労
働安全衛生規則の一部を改正する省令（令和5年厚生
労働省令第22号。以下「改正安衛則」という。）が公布
され、令和5年10月1日から順次施行されることに合わせ
て、旧要綱についても別紙のとおり改正した。
足場からの墜落・転落による労働災害の多くは、安衛
則で定められている墜落防止措置が適切に実施されて
いない足場で発生したものであり、法定事項の遵守徹底
が必要であるが、労働災害の一層の防止を図るために
は、組立・解体時の最上層からの墜落防止措置として
効果が高い「手すり先行工法」や通常作業時に墜落防
止措置として取り組むことが望ましい「より安全な措置」
等の設備的対策、足場が小規模な場合も含めた足場の
組立図の作成、足場点検の.観性・的確性の向上、足場
の組立て等作業主任者の能力向上や、足場で作業を行
う労働者の安全衛生意識の高揚等の、管理面や教育
面の対策を進めていく必要がある。特に足場の点検に
ついては、改正安衛則により、点検者自らが点検者であ
るという認識を持ち、責任を持って点検ができるよう対策
を強化したところであり、足場の組立て等作業主任者で
あって足場の組立て等作業主任者能力向上教育を受
講している者等、一定の能力を有する者が実施すること
が適切である。［以下省略］
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ているのか追跡するのを支援するために、最新の
情報を用いながら継続して使用することができる。
このモデルはまた、開発動向の予測や廃棄物イン
フラのニーズのシナリオや影響を検証するためにも
使用することができる。オーストラリアのアスベスト
廃棄物管理を担当する様 な々政府部門の持続可
能な計画立案を支援する有益なリソースである。

1.　はじめに

オーストラリアは、1980年代まで、人口一人当たり
アスベスト使用量が世界でもっとも多い国のひとつ
だった。2003年の全面禁止以来、有害な遺産が残
されている。アスベストは、建造環境、家屋、学校、
病院や公共・民間建物にいまなお存在している。
毎年4,000人のオーストラリア人がアスベスト関連疾
患によって死亡していると推定されている。オースト
ラリアの建造環境に残されているアスベスト含有物
質（ACMs）の量と種類を理解することは。効果的
かつ持続可能な遺産管理にとって不可欠である。

1.1.　オーストラリアのアスベストの歴史的使用

Minerals UKで入手できるデータベースは、1920
年から2003年の間のすべての年のアスベストの生

オーストラリアにおけるアスベストのストック・フロー遺産
Belinda Brown, et al., Sustainability 2023, 15, 2282

抄録：アスベストのストックとフローに関する情報
は、効果的な遺産管理、建造環境に残された様々
な種類の製品による潜在的なアスベスト曝露リスク
の理解及びそれらの安全な除染・除去・廃棄の先
を見越した資源配分計画の双方のために、もっとも
重要である。本論文は、現在及び将来のオーストラ
リアにおける、建造環境に残されているアスベスト
遺産ストックと廃棄へのフローを検討するための最
善の推計を提供する国家モデルであるAustralian 
Stocks and Flows Model for Asbestosの概観
を提供する。このモデルは、文献からの情報及び
専門家からの意見を反映させて2021年に更新さ
れ、数値評価におけるよりよい推計範囲にモンテカ
ルロ分析を反映させるとともに、アスベスト除去計画
からデータの入力を可能にしている。オーストラリア
の合計アスベストストックは、1980年代に約1,100万
トンでピークに達した。ストックの95％以上が、シー
トや水道管などの、アスベストセメントで構成されて
いる。現在オーストラリアに残されているアスベスト
ストックは620万トンと推計され、総消費量のちょうど
半分弱が廃棄物として埋立処分されたものと推計
される。このモデルは、オーストラリアの有害なアス
ベスト遺産のどのくらいが残されており、また減少し

アスベスト禁止をめぐる世界の動き
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産量、輸入量及び輸出量を記録している。これら
のデータは、かなりの裁判手続を通じて検証され、
堅固であることが判明している。以下のように計算
される、この期間における見かけのオーストラリアの
アスベスト消費量の合計は約1,900万トンになる。

見かけ消費量＝生産量－輸出量＋輸入量

消費量は、1975年にピークに達し、その後1980
年代初めまで急速に減少して、2003年に最終的
に禁止されるまで、非常に低い水準で推移した。
Goulburn Valley Water［水道事業会社］による
と、このアスベストの34％はセメントパイプで消費さ
れた。セメントパイプへのアスベストのもっとも早い
使用は1926年だったことが知られており、1980年代
まで続いたが、消費量のピークは1957年から1966
年の間であった。
アスベスト安全・補償委員会［Asbestos Safety 
and Compensation Council］は、原料アスベスト
の90％がセメント製品に消費されたと報告してい
る。セメントパイプについての上記の情報を考慮
して、残りの56％は建物のアスベストセメントシート
に使用されたものと理解される。寿命が異なること
から、アスベストセメントシートの使用は産業用と住
居用に分けることが必要であった。割合は、Allen 
Consulting Groupによる方法に従って、オーストラ
リア統計局から入手できる「建築工事の数値」に
基づいて推計した。住居用60％、産業用40％と推
計された。様 な々情報源は、オーストラリアにおける
アスベストセメントシートの使用は1980年代に中止
されたことを示している。
次の主なアスベストの用途は、床材（3％）、屋根材

（2％）、摩擦材（1％）、断熱材（0.4％）であった。こ
れらの値は、もともとアメリカの情報からとられたもの
だったが、最近、政府建物におけるアスベストにつ
いてのビクトリア州アスベスト根絶機関（VAEA）に
よるデータと比較された。断熱材と屋根材につい
てはこれらの数値はよく一致したが、床材について
はやや異なっていた。しかし、これは、VAEAのデー
タには大量のアスベスト床材を消費した住居用建
物が含まれていないためである可能性がある。摩
擦材の主な用途は建物よりもむしろ自動車であり、

この比較では考慮されなかった。アスベストセメン
トシートのタイムラインに関する情報を建物における
アスベスト一般に適用し、したがって床材と屋根材
も含められた。断熱材も同様に1980年代に使用さ
れなくなったと報告されている。摩擦製品は2003年
の禁止までずっと使用された。残るオーストラリアで
消費されたアスベストの4％は、多数の様 な々製品
に行き、例えばVAEAは、そのウエブサイト上で113
のACMsを掲載している。しかし、消費量が少ない
ために、モデルにおいては（「その他」として）一緒
にグループ分けされた。図1は、オーストラリアにおけ
るアスベストの総消費量の製品グループ別構成比
を要約している。

1.2.　オーストラリアの老朽アスベスト製品

多くのアスベスト含有製品が建造環境において
40年から100年経過している。しかし、損傷、攪乱
や劣化のレベルは多様であり得る。建物外部の壁
材や屋根材などの外部ACMsは、主に気候による
影響を受ける。建物内部の壁材や床材などの内
部ACMsは、主に摩耗その他の直接接触などの
攪乱や損傷による影響を受ける。大気、土壌また
は水質への繊維の放出、及び繊維の移送は、繊維
がポルトランドセメントまたは塗料などの保護被覆で
あるかもしれないバルクマトリクスから分離すること
から、危険性を生じさせる。
老朽化したストックの劣化を評価する視点は、破
砕性、または崩壊性、及びほぐれた繊維放出のレ
ベルである。Grayらによるオーストラリア地域社会
におけるアスベスト曝露の現在及び将来のリスク
を検討した研究は、オーストラリアの建造環境には
相当量のアスベストが残されていると結論づけて

図1 アスベストの総消費量の製品グループ別構成比

C1 セメントシート－住居用 33％
C2 セメントシート－産業用 23％
C3 セメントパイプ 34％
C4 床材 3％
C5 断熱材 0.4％
C6 屋根材 2％
C7 その他 5％
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いる。一般公衆に対するアスベスト曝露の現在及
び将来の曝露源は、アスベスト含有屋根材やフェ
ンス、不安全なアスベスト除去慣行、DIYによる住
宅の改修及びアスベストの不法投棄である。さら
にASEA［アスベスト安全・根絶庁］が委託した研
究は、オーストラリアでACMsがリスクをもたらす可
能性のある4つの優先領域－地域社会のアスベスト
（自然災害地域、アスベスト屋根材、不法投棄アス
ベスト、住宅、遠隔先住民コミュニティの建物）、産
業用・政府建物のアスベスト（学校、病院、刑務所、
工業施設、倉庫）、アスベスト汚染地（開発現場、
自然生成アスベスト）、アスベストを含有する輸入品
（建材や摩擦製品）－を確認している。

1.3.　アスベストのストックと廃棄物へのフローを
推計するモデルの必要性

アスベスト啓発管理国家戦略計画の国家優先
課題3に沿って、Australian Stocks and Flows 
Model for Asbestos（ストックフローモデル）が開発
され、安全で優先順位づけされたアスベスト除去
及び効果的な廃棄物管理のための先を見越した
計画立案を支援するために、最近、更新された。こ
のストックフローモデルは、建造環境に残された遺
産アスベスト（ストック）、及び廃棄物または使用廃
止になる製品寿命が尽きるACMsの量（フロー）の
推計を提供する。それは、現在及び将来における、
建造環境に残されたアスベストストック及び廃棄へ
のフローを検証することのできる最善の推計結果
を提供するための国家モデルとして設計された。ま
た、管轄区域特有の情報が利用可能であれば合
わせて活用できるようにするとともに、アスベスト廃
棄物のインフラや作業員のキャパシティに関する計
画の立案を支援することもできる。
更新版には、産業専門家及び文献による追加
情報が含まれ、また、モデルの仮定と不確実性に関
する透明性を高めるために、平均的な製品耐用期
間または寿命についてモンテカルロ範囲推定を組
み入れた。アスベスト除去計画に関連したデータ
の入力ができるように、ユーザーインターフェースを
拡張した。この新機能は、アスベスト除去計画がす
でに実施されている場合の残存ストックの推計の

改善や、将来の除去計画の影響の予想または実
行可能性の評価に利用することができる。
本論文は、オーストラリアの有害なアスベスト遺産

について概観するとともに、われわれが将来に向け
て計画するためにその遺産を理解するのに、どのよ
うにストックフローモデルが役立つかを説明する。

2.　方法

上述したオーストラリアのアスベスト使用のプロ
ファイルと既存アスベスト製品の老朽化による劣
化を考慮したうえで、最初のストックフローモデル
は2015年に開発された。最初のモデルの構築及
び方法の詳細は、以下に要約した主な特徴ととも
に、別の論文で報告されている。最初のモデルは、
1920年から2003年のオーストラリアのアスベスト消
費量データを参照することによって、ストックとフロー
を推計した。消費量データは、以下の4つの「クリ
ティカルパラメータ」を適用した。
1.	 7つの製品グループの各々に使用された10年
区分別のアスベスト消費量の割合
2.	 アスベストで構成された各製品グループの質
量の平均割合
3.	 各年における各製品グループの平均寿命
（LAV）
4.	 各製品グループの初期ストックの10％しか残ら
なくなるまでの平均年数（L10）
更新されたストックフローモデルは、1920年から
2100年の間についての一次推計を提供する。
・	どれだけの量のACMsが使用中だったか、使用
中であるか、または使用中であろうか？
・	消費された合計アスベストのうち、ストックに残さ
れているのはどれだけの割合か？
・	どの製品がループがこのアスベストを含んでいる
のか？
・	どれだけの量のACMsがその使用期限の終わ
りに達したか、達しているか、または達するであろ
うか？
表1は、更新されたモデルを構築するために用い

られたインプットを示している。考慮された各アスベ
スト製品グループごとに、％総アスベスト消費量、％
アスベスト含有率、推定平均寿命、90％除去までの
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推定年数を含めている。最初の2つのパラメータに
ついては、括弧内に範囲を示している。この範囲
は推計における不確実性を示している。2つの寿
命についてのパラメータについては、値を範囲とし
て示しており、これはモンテカルロ分析によってサン
プリングされた値の範囲である。また、値の推計に
用いた参考文献も示している［省略］。
一部のモデルパラメータの不確実性が高いた

め、更新されたモデルでは、モンテカルロ分析を用
いて推計の範囲をつくっている。モンテカルロ分析
で用いられたパラメータは、各製品グループの平均
寿命と各製品グループがストックに10％しか残らなく
なるまでの平均年数である。このモデルでは、「真」
の値は、これらの値の高い推計値と低い推計値の
間にあり、正規の確率分布であると仮定している。
図2は、ストックフローモデルの運用を示している。
モデルを実行すると、1セットの結果が生成される
のではなく、50セットの結果が結果が生成される（た
だし、ユーザーによって最大100回まで変更可能。

50回実行の各回について、
各パラメータの値の範囲内
からランダムに値が選択され
る。モデルによって生成され
た結果はこの50回の実行の
平均であり、結果がどのよう
な値の範囲にあるかを示す
95％信頼区間とともに表示
される。各年についての50
回のモンテカルロ実行の平
均結果は、黒線及び95％信
頼区間を示す縦線で図示
される（図3及び4参照）。

製品グループ C1 セメントシー
ト－住居用

C2 セメントシー
ト－産業用

C3 セメント
パイプ C4 床材 C5 断熱材 C6 屋根材 C7 その他

％総アスベスト消費量 34％
（25～35％）

23％
（15～25％） 34％ 3％ 0.4％ 2％ 5％

％アスベスト含有率 15％
（10～50％）

15％
（10～50％）

15％
（10～20％）

20％
（8～30％）

75％
（55～100％）

20％
（10～30％）

10％
（1～85％）

推定平均寿命 35～65年 40～60年 60～75年 10～25年 40～60年 40～60年 5～50年
90％除去までの推定年数 65～85年 75～100年 80～100年 25～50年 75～100年 75～100年 50～100年

表1 モデルパラメータのデフォルト設定の概要

年別消費量

デフォルトパラメータ

ノンアスベスト製品の
量を追加

10年区分別に製品
グループへ配分

平均寿命及び10％残存までの
平均年数の高低値の推計

ユーザーインプット

モデルが行なうこと

ワイブルパラメータ
の生成

寿命範囲の値の
ランダムな選択

複数回モデル実行 結果の表示

モンテカルロ分析

図2　ストックフローモデルの運用を示した図

3.　結果

オーストラリアのACMsの総ストックは、1980年
代に約1,090万トン（1,040万トンから1,120万トンの
範囲）でピークに達した。ACMストックは、10年ご
とに10％強の割合で減少すると予測される。廃棄
フローがピークに達すると推計される2030年には、
ACMストックは490万トン（430万トンから550万トン
の範囲）になると予測される（図4参照）。今後、大
きな介入がなければ、ACMストックは2060年までに
約100万トン（70万トンから130万トンの範囲）まで減
少し、その後少なくとも2100年までロングテール化
するだろう。更新されたストックフローモデルは、必
要なリソース（例えば労働力やインフラ）について知
らせるために、（提案または実際の）大規模除去プ
ログラムを考慮することができる。これは、アスベス
ト管理システムのキャパシティを積極的に考慮し、
そのようなプログラムを持続可能なものにし、それに
よって適切なリスクマネジメントが維持されることを
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確保するだろう。

3.1.　アスベストセメント製品

建造環境における現在のアスベストストックは
620万トン（550万トンから710万トンの範囲）と推計さ
れる。もっとも大きな製品グループ別推計はアスベス
トセメントについてのものである。
・	340万トン（310万トンから360万トンの範囲）のア
スベストセメントパイプ
・	150万トン（90万トンから230万トンの範囲）のアス
ベストセメントシート（住居用）
・	100万トン（70万トンから130万トン）のアスベストセ
メントシート（産業用）
アスベストセメントパイプ及び住居用と産業用の
セメントシートを合わせると、オーストラリアの建造環
境に残されている遺産アスベストの約95％を占め

る。残されている現在のストックの
割合は
・	40％以上が住居用及び産業用
建物内のアスベストセメントシート
と推計され、
・	53％以上がアスベストセメントパ
イプと推計される。
屋根材もセメント製が多い。現
在の屋根材は8万トン（6万トンから
10万トンの範囲）または1.2％と推計
される。
国家モデルにおける各管轄区
域に帰属するACM製品グループ
の割合は人口に基づいている。必
ずしもそうではないことを示唆する
事例的証拠はあるものの、別の何
らかの方法で合理的に分配する
ための十分な量的データはみつか
らなかった。しかし、これが知られ
ている場合には、ACMの所在を最
新の地域的情報によって改善する
ことは可能である。

3.2.　オーストラリアにおけるアス
ベスト廃棄物

図3　アスベスト含有物質の推計ストック（トン）

図4　アスベスト含有物質の廃棄または使用停止への推計フロー（トン）

2021年オーストラリアにおける有害廃棄物報告
書は、オーストラリアの2つの大きな有害廃棄物の
流れは汚染土壌とアスベストであると指摘しており、
オーストラリアの有害廃棄物の21％がアスベストで
あると推定されている。
過去10年間の全体的な傾向として、報告される

アスベスト廃棄物の量が増加しており、それは都市
開発及び解体の増加と関連している。オーストラリ
アにおけるアスベスト廃棄物の量は、2006-07年の
約315,000トンから、2020-21年には約142万トンへと
増加している。したがって、アスベストは、オーストラ
リアにおける有害廃棄物の最大のフローのひとつ
を構成している。
図4は、アスベスト廃棄物のフローについてのモ

デルの結果を示している。ACMから廃棄物へのフ
ローのピークは2030年頃で、約167,000トン（145,000

アスベスト禁止をめぐる世界の動き
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トンから185,000トンの範囲）と推計されている。

3.3.　アスベスト床材及び断熱材

床材についての現在のストックは1万トン（3,000ト
ンから2万トンの範囲）または0.2％と推計され、断熱
材については4,000トン（3,000トンから5,000トンの範
囲）または0.1％と推計される。
以下の図5は、620万トンと推計されるストックに
残されているオーストラリアのアスベスト遺産の、
ACM製品グループ別の構成を示している。

4.　討論

アスベストについてのオーストラリアのストックフ
ローモデルは、建造環境における遺産アスベストの
状況及びアスベスト廃棄物への移行の全国的な
スナップショットを提供する。現在の推計は、建造
環境に約620万トンの遺産ACMsが残されており、
受動的または反応的な除去作業は続いても、積極
的な介入がなければ、2060年にもなお約1万トンの
ACMsが残され、その後もロングテールとなることを
示している（図3）。これらのストックはアスベストが
禁止される前のオーストラリアのアスベスト消費プロ
ファイルを反映して、現在、主にアスベストセメントパ
イプ及びシートで構成されている。アスベスト廃棄
のフローは、2030年に167,000トンでピークに達する
と推計され（図4）、除去されたACMsは主に埋め
立て処分される。
注目すべきことは、報告されたアスベスト廃棄物

の量がモデル推計値を大きく上回っていることで、
これは、ほとんどの州及び準州で報告される「アス

ベスト廃棄物」がACMに汚染さ
れたた土壌やがれきを含んでい
たからである。ストックフローモデ
ルの廃棄へのフローの推定には、
ACMに汚染された土壌やがれき
は含まれておらず、記録される合
計値は他の廃棄物報告合計とは
異なる。今後、アスベスト廃棄物の
定義がオーストラリアで統一される
ことによって、廃棄物データがより
有意義なものとなり、モデルとの整

図5　2022年のオーストラリアに残されているアスベストの構成の推計

その他

屋根材

断熱材

床材

セメントパイプ

セメントシート－産業用

セメントシート－住居用

合性が高まることが期待される。とりわけ、ACMと
ACMに汚染された土壌やがれきは区別する必要
がある。これを実現するための努力が数年前から
続けられている。
アスベストの最終目的地は、ほとんどのACMで
は一般的に埋立処分になるが、セメントパイプが廃
棄される場合には地中にそのまま放置されること
が多い。このやり方でセメントパイプを管理すること
は、労働安全衛生法や環境保護法がアスベスト曝
露リスクの継続的監視及び管理を考慮しているこ
とから、それらを遵守した方法のヒエラルキーの一
部を構成している。遺産セメントパイプの大部分が
必ずしも埋立処分されるわけではないとしても、長
期的に将来予想される残された製品の廃棄への
フローを管理する課題が存在している。
この課題には、様 な々やり方で対処することがで

きるが、土地の利用可能状況や金銭的な考慮など
の要素に依存している。選択肢には、例えば、埋立
地から他の廃棄物を取り除く廃棄物の再資源化や
回収の努力の改善などを通じて、埋立地に余裕を
生み出すことが含まれる。アスベスト廃棄物を受け
入れられる新しい埋立地を生み出すことももうひと
つの可能性である。いずれの場合にも、埋立地に
深く埋設して有害なアスベスト廃棄物を管理する
ために、規制要件（少なくともライセンス）が適用さ
れる。この方針から外れる場合、それらが規制要
件及びその他の期待（例えば経済的・社会的）を
満たすものであれば、現われつつある熱、化学、機
械または生物学的技術を用いた、代替アスベスト
廃棄物処理方法が別の可能性である。
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ストックフローモデルを活用した、予想される廃棄
物量に関する知識は、そのような決定に対して情
報を提供することができる。この新しい知識は、安
全で計画的な先を見越した行動を通じて、アスベ
ストの除去を加速させることに役立つだろう。しか
し、アスベスト管理システム全体に関する何らかの
ACM除去プログラムの意味するところについては、
さらなる研究が必要である。

5.　結論

結論として、アスベストに関するオーストラリアの
ストックフローモデルは、優先順位づけした除去及
び廃棄を含め、アスベスト廃棄物管理についての
先を見越した計画立案を支援するための貴重なリ
ソースを提供するものである。われわれが知る限り、
建造環境内外のアスベストの動きを追跡するため

に利用可能な他のモデルはない。新しいまたは更
新されたデータソース（例えば、アスベスト消費量を
単純に人口に基づいて配分する仮定に基づく不
確実性を減らすための、実際のアスベスト消費量
に関する地域別のデータなど）によって、このモデ
ルは、アスベストストック及びフローの量をより正確に
予測することができるだろう。概して、すべての推
計の範囲についての現在のばらつきは約25％であ
る。それでもなお、改訂されたストックフローモデル
は－オーストラリアのアスベスト遺産の長期的な持
続可能な管理に役立つ重要な情報である－どれく
らいの量のオーストラリアの有害なアスベストが残さ
れているか、及びそれが減少している率を追跡す
ることを援助し続けている。
※https://www.mdpi.com/2071-
1050/15/3/2282

「中皮腫を治る病気に！」要望書
患者と家族の会等●早期承認と治療支援を

2023年3月29日、特定非営利
活動法人日本石綿・中皮腫学会
（理事長・関戸好孝）、特定非
営利活動法人中皮腫サポート
キャラバン隊（共同代表・右田孝
雄）、中皮腫・アスベスト疾患・患
者と家族の会（会長・小菅千恵
子）から厚生労働大臣及び環
境大臣に対して、以下の内容の
「腹膜・心膜・精巣鞘膜中皮腫
におけるニボルマブ（商品名：オ
プジーボ）の早期承認と『中皮腫
を治る病気』にするための治療
法確立に向けた支援を求める要
望書」を提出した（表紙写真）。
要請書は厚生労働大臣と環

境大臣に宛てたもので、この日
は、輿水恵一・衆議院議員、中
川康洋・衆議院議員の同席のも
と、厚生労働省の八神敦雄医
薬・生活衛生局長に患者・家族
のおかれている現状と早期承認
を求めた。
合わせて、全国の患者・家族

らによる626筆の「腹膜・心膜・精
巣鞘膜中皮腫に対して、オプジー
ボ（ニボルマブ）の早期承認を求
める賛同署名」を提出した。
患者と家族の会では、引き続き
署名への協力を呼びかけている。
※https://www.chuuhishu-
family.net/1749/

×　　　×　　　×
現在、日本における悪性中皮
腫の年間罹患数は1200人程度
と推定され、今後も増加が予想
されています。胸膜中皮腫以外
の腹膜・心膜・精巣鞘膜中皮腫
における標準治療は確立されて
いません。これらの疾患は悪性
中皮腫の中でも発生する割合が
10％未満ともされるほど低いため
治療の研究、開発が進んでいな
いのが現状です。
腹膜・心膜・精巣鞘膜中皮腫

は、胸膜中皮腫と同様に診断・
治療ともに困難な疾患であり、予
後も不良です。一部の症例では
外科的切除を中心とした集学的
治療が施されますが、多くの症
例で手術は困難で、手術症例も
再発をきたします。診断時にす
でに進行期である症例及び術
後の再発例にはプラチナ製剤
及びペメトレキセドによる全身化
学療法が施されますが、胸膜中

アスベスト禁止をめぐる世界の動き
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皮腫で承認されている二次治
療としてニボルマプ（商品名：オ
プジーボ）による免疫療法、一
次治療として承認されているニ
ボルマプとイピリムマプ（商品名：
ヤーボイ）の併用療法は腹膜・心
膜・精巣鞘膜中皮腫では認可さ
れていません。
そのため、これまでも患者団体

では2019年11月25日に、「腹膜・
心膜・精巣鞘膜中皮腫における
ニボルマプ（オプジーボ）使用に
ついて」を要望する署名を厚生
労働省に提出すると同時に、稲
津厚生労働副大臣（当時）へ陳
情しました。その後、2020年9月
兵庫医科大学病院から当該治
療に関して、治験が開始されるこ
とが発表されました。
2023年2月28日、小野薬品工
業株式会社は、ヒト型抗ヒトPD-1
モノクローナル抗体、オプジーボ

®（一般名：ニボルマプ）点滴静
注（以下、オプジーボ）について、
悪性中皮腫（悪性胸膜中皮腫を
除く）に対する効能又は効果の
追加に係る国内製造販売承認
事項一部変更承認申請したこと
を発表しました。
いま、この瞬間も治療選択がで

きない患者が多く、苦痛と不安の
中で明日の見えない闘いを強い
られています。腹膜・心膜・精巣
鞘膜中皮腫に対して、早期に当
該治療薬の承認をしていただき
ますよう要請します。
さらに、胸膜中皮腫を含め、

「中皮腫を治る病気」にするた
めに、①中皮腫独自の臨床試験
及び基礎研究への研究支援、
②国と関係学会等が連携した中
皮腫登録事業の確立、に向けた
支援を要請します。

「中皮腫とともに生きる」集い
熊本●分かち合いと交流の集いを開催

2023年1月28目、熊本市で「中
皮腫とともに生きる分かち合いと
交流の集い」が開催された。中
皮腫サポートキャラバン隊、中皮
腫・アスベスト疾患・患者と家族
の会九州支部の主催で、アスベ
ストユニオンが後援した。
アスベストが原因で病気に
なった患者さんやご家族、ご遺
族が自らの体験と思いを語られ
た。生活の変化、困難を乗り越

えてきた当事者の経験は、アスベ
スト被害の相談活動に従事する
者にとって活動の原点でもある。
印象に残った発言をいくつかとり
あげる。
中皮腫患者である平田さん

は、緩和ケアの重要性を力説さ
れた。緩和ケアと言うと、亡くなる
ことを前提とした末期の事という
誤解があるが、診断直後から症
状を和らげ少しでも楽に生活す

ることはとても大切だと言う。
尾上さんは、内装工事の施工
管理のお仕事をされていた。そ
の当時もメーカーに、アスベストだ
から危険ではないかと尋ねたとこ
ろ、「白石綿だから悪いものでは
ない」との答えだったと言う。
渡邊さんは、治療しながらいま

も働いている。
山崎さんは、石綿肺がんと振
動病で労災認定されて、会社を
相手取る損害賠償裁判も闘って
いる。アスベストユニオンに加入
して、不誠実団交というととで、
労働委員会で係争中でもある。
多くの労働者がそうであるが、当
時の仕事のこと、作業内容をとて
も詳しく語る。
センターで活動していると、つ
い病気そのものや補償のことば
かりに目を奪われがちであるが、
患者さんやご家族にとって、それ
らは生活の一部でしかない。危
険なアスベストにばく露しながら
も、誇りをもって仕事に従事して
いたことも事実である。それぞれ
の患者さんやご家族と、常に認
識を共有しなければならないこと
をあらためて強く感じた。
翌29目、アスベストユニオンの
第18回定期大会が開催された。
前日のキャラバン隊の皆さんも傍
聴。すべての議案が採決され、
国や企業との闘いを進めることを
確認した。
全国各地から組合員が顔を
合わせるのは3年ぶりのこと。旧
知の閤柄であってもオンラインで
は限界があることを実感さ
せられた。

（神奈川労災職業病センター）

各地の便り
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両手関節腱鞘炎を一転認定
神奈川●ベトナム人技能実習生の職業病

ベトナム人女性のBさんは、
2019年当時、23歳。技能実習生
として来日し、神奈川県内にある
大手コンビニ総菜の製造工場で
働きはじめた。
最初は日勤で餃子製造やコー

ルスローサラダを混ぜる作業など
を行っていたが、2020年2月から
生野菜の計量、カット、野菜の積
み上げ作業などを、夜勤（時間
をずらしての早・中・遅番）で行
うようになった。
Bさんの担当は大根のカット処
理だった。出勤すると、まずその
日の処理量を確認し、1階の野菜
置き場にある大根の入った大型
カートを引っ張ってエレベーター
に載せ、作業フロアの3階まで移
動する。
大根は皮むき機、そして千切り

のカッティングマシンにかける。B
さんは、皮むき機にかける前の大
根を、立った状態で1本ずつ左手
に持ち、手首を回して大根の両
端を入れ替えながら、右手の包
丁で根と葉元の切り落とす作業
を繰り返す。端を切った大根の
皮を機械でむき、カゴに17kgず
つ計り詰め、カゴ5つごとを台車1
台に積み上げ、千切りのカッティ
ングマシンまで押して移動。カット
マシンで千切りにする。Bさんが
一晩で行う大根の処理量は台

車12～16台分（カゴ60～80箱：1
～1.5t弱）にも及んだ。
2020年10月頃、まず左手首が、

さらに右手首が痛むようになっ
た。11月には痛みで仕事を休ま
なければならないようになった。
2021年1月、整形外科を受診

して「両手関節腱鞘炎」と診断
されたBさんは、仕事が原因とし
か思えないと労災請求を行った
ものの、2021年11月に不支給決
定が届いた。労災補償も受けら
れないという現実に、Bさんは打
ちのめされた。審査請求で結論
を覆すのは難しいと関かされたB
さんは、やむなく年明けの帰国を
決めた。しかし、帰国準備をしな
がらも「本当にこれであきらめな
ければならないのか」と知人を通
じて労働組合と東京労働安全
衛生センターに相談。そして、ベ
トナムに帰国するBさんの代理人
として当センターの内田が審査
請求を行うことになった。
上肢障害には、以下のような

ややこしい認定基準が定められ
ている。
①	 同一事業場における同種
の労働者と比較しておおむね
10％業務量が増加し、その状
態が発症3か月程度にわたる
場合
②	 業務量が一定せず、例えば

次のイ又は口に該当するよう
な状態が発症前3か月程度継
続している場合
イ	 業務量が1か月の平均で通
常の範囲内であっても、1日の
業務量が通常の業務量のお
おむね20％以上増加し、その
状態が1か月のうち10日程度
認められるもの
ロ	 業務量が1日の平均では通
常の範囲内であっても、1日の
労働時間の3分の1程度にわ
たって業務量が通常の業務
量のおおむね20％以上増加
し、その状態が1か月のうち10
日程度認められるもの。
所轄の労働基準監督署は、B

さんの症状出現以前の労働時
間を、彼女と一緒に働いていた
同僚の実習生たちと比較したが
10％程度の超過などは認められ
なかったこと、また、該当期間の
事業場全体での野菜の取扱量
が増えるなどの事実は認められ
ず、むしろ減少気味であったとし
て、発症前に「過重な業務」に
従事したものとは認められない
とした。これに対して代理人か
らは、あらためてBさんの手首を
使った苛酷な繰り返し作業の詳
細をまとめ、来日以来仕事漬けの
毎日で、仕事以外に手首を痛め
る理由など考えられないというB
さんの切なる訴えとともに、審査
官に再検討を求めた。
担当した審査官は、認定基準
①で、監督署が労働時間数を比
較したBさんの同僚たちが「同
種の労働者」として適切であり、
かつ労働時間の差異も認められ
なかったことを確認。そのうえで、

各地の便り
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認定基準における②のイまたは
ロの要件に当たるか否かを再検
討した。
審査官は、認定基準にいう

「遥常の業務量」を「当該事業
場における所定労働時間におけ
る所定の業務をいう」ものであり、
「請求人の働く工場での1日の
所定労働時間は8時間である」
とし、「1日の業務量が通常の業
務量のおおむね20％以上増加
する」とは、1日当たりの労働時間
として8時間×1.2倍の9時間36分
を超える場合が該当するとした。
そして、発症直前3か月間で9時
間36分を超える労働時間の日が
常に月の15日以上あるBさんの
業務状況を確認。これにより、「②
イ 業務量が1か月の平均で通常
の範囲内であっても1日の業務
量が通常の業務量のおおむね
20％以上増加し、その状態が1か
月のうち10日程度認められる」と
し、監督署の不支給判断を取り
消すと決定した。
正直、これまで経験してきた上
肢障害のケースでは、②の「業
務量」を成果物の数量増減（生
産品数、食数、集客数など）で判
断されるケースばかりだったた
め、今回の決定書の決定内容を
読んで大いに驚いた。
しかし、Bさんの業務のほとん
どが上肢に係る作業と前提する
と、所定労働時間＝「通常」の基
礎とし、その20％以上の労働時
間超過を「過重」と考えるのは
理にかなっている。今後の相談
ケースでも活かせる解釈だと感
じている。
また今回の検証で、Bさんとそ

の同僚である技能実習生たちと
の間で労働時間の差異はなかっ
たという事実は、読み替えれば、
同僚の人たちも所定労働時間を
20％以上上回る過重な労働状
況にあったということである。
Bさんの働いていたこの工場

では、一昨年にも餃子製造担

当の技能実習生AさんがTFCC
（三角線維軟骨複合体）損傷
で労災認定を受けている。
Aさん、Bさんの認定経験を、
今後の技能実習生のサポートに
活かしたいと思う。

（東京労働安全衛生センター）

労働時間は拘束時間の1割？
大阪●驚きの労働時間査定で不支給処分

交通事故などで電柱が折損
したときに、現場に駆け付け復旧
作業にあたる仕事がある。Sさん
はNTT傘下の電気通信設備工
事会社の下請会社の社員として
勤務していた。
電柱の折損の情報がNTTの

局で把握されると、待機用の部
屋にいるSさんが持っている携
帯電話に連絡が入る。電話を受
けたらただちに復旧工事用のバ
ケット車やレッカー車で現地に駆
け付ける。
2021年4月、いつものように
NTTの局内にある部屋で宿直
勤務中の夜中、立ち上がろうとし
たときにふらつき、左半身に力が
入らない。何とかやり過ごし、勤
務終了後に病院に受診したとこ
ろ、脳梗塞と診断された。
Sさんの勤務は、朝9時から夕
方17時30分までの8時間30分、
その逆の夕方17時30分から翌
朝の9時までの15時間30分を1
週間ごとに繰り返す勤務だった。

ただ、昼勤と夜勤の切替日は連
続24時間の勤務となる。この勤
務実態がSさんの場合は、1年
365日繰り返されていた。
拘束時間はきわめて長いが、
電柱の折損という事態は、対象
エリアが広いといえどもそう度々
あるわけでもなく、平均すると出
動回数は月に3～4回程度だっ
た。だから電気通信設備の工
事といっても実際の作業を行う
のは、その3～4回程度となる。し
かし、勤務時間中に電話があれ
ば、原則として1時間以内に所用
の装備を伴って現地に駆け付け
なければならない。
間違いなく長時間労働であり、
Sさんは同年6月に労災保険の請
求を行った。しかし、所轄の羽曳
野労働基準監督署は、2022年
7月になって、「長時間の過重業
務」「短期間の過重業務」「異
常な出来事」いずれにも該当し
ないので業務起因性は認められ
ないと不支給処分を行った。

各地の便り
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これをうけてSさんは全国一般
大阪地方労働組合に相談、審
査請求を行うことにし、アドバイス
にしたがって、労基署の処分に
ついての開示請求を行なった。
その結果わかったのは、Sさんの
労働時間について、労基署は拘
束時間のほとんどを除外して認
定していたということだった。
曰く、待機時間中にSさんが行

わなければならない業務は出勤
管理表の作成、事業場の車両に
係る修理の手配などであり、ほと
んどの時間を「テレビや携帯を見
る、タブレットで映画を見る、新聞
や本を読む、食事をする、たばこ
を吸う、寝る、バイクの手入れをす
るなど、自宅と同じようにすごして
いた」ので、これら手待ち時間は
業務の過重性がほとんどなく、業
務の過重性を評価する労働時
間から除外して判断すべきと判
断した。
その結果、労働時間は1出勤

ごとに出勤管理表作成などに費
やした1時間を労働時間とし、電
話があって出動したときは1出動
について5時間の労働時間と評
価した。これにもとづいて作成し
たという労働時間集計表の発症
直前1か月の労働時間はなんと
40時間、うち時間外労働は8時
間だったという。しかし、この同じ
1か月のSさんが勤務した拘束時
間つまり待機時間全部を労働待
間と計算すると、総労働時間は
409.5時間で、そのうち時間外労
働は249.5時間だった。
労働時間の認定、とりわけ手
待ち時間や待機時間をどのよう
に認定するかについて、厚生労

働省は2021年3月に「労働時間
の認定に係る質疑応答・参考事
例集」を公表している。これによ
ると、「使用者の指示があった場
合には即時に業務に従事すると
とを求められており、労働から離
れることが保障されていない状
態で待機等をしている時間は労
働時間に該当する」と原則を示
している。事例でも警備員の仮
眠時間について、「仮眠中に使
用者の指示により即時に業務に
従事することが求められており、
労働から離れることが保障され

ていなければ、使用者の指揮命
令下に置かれているものとして労
働時間に該当する」としている。
「疲労の蓄積」が発症に寄与
するという見方を採用した2001
年の認定基準改正以来、睡眠
時間を圧迫する長時間労働が
問題となり続けているにもかかわ
らず、論外の労働時間認定で不
支給処分を行った羽曳野労働
基準監督署の判断は批判され
てしかるべきだろう。早期
の取消し決定が望まれる。

（関西労働者安全センター）

半導体労働者の膵臓がん認定
韓国●パノリムが歓迎する声明

サムソン半導体の華城事業場
など、様 な々電子産業で約13年
間働いて膵臓がんで亡くなった故
イ〇〇さん（以下「故人」）が、20
22年12月21日、勤労福祉公団ソウ
ル南部業務上疾病判定委員会
で業務上疾病と認定された。
故人の業務上疾病認定の理

由について多数の判定委員は、
△半導体工場のクリーンルーム
の清掃業務中に、様 な々有害物
質に曝露した点、△設備オープン
に伴う電離放射線などへの曝露
の危険性が存在する点、△産業
安全保健研究院の半導体製造
工程勤労者に対する健康実態
疫学調査結果で、女性オペレー
ターの膵臓がんの危険比が有意
に出た点、△その他、労災保険

法の趣旨と裁判所の判例などを
総合的に考慮する時、故人の傷
病と業務とに相当図果関係があ
ると判断した。
故人は本格的に働きはじめた
2005年から勝臓がんの診断を受
けた2019年7月まで、継続して電
子産業で働いていた。携帯電
話ケースの塗装（2005～2006）、
PCB検査（2006～2010）、携帯電
話ケースの組立（2011）、PCBリ
ワーク（2011～2012）、モニター液
晶圧着（2012～2014）、半導体ラ
イン清掃（2014～2019）と、故人
は電子産業の様 な々業務を行っ
た。故人は働いた13年間のほと
んどの期間を非正規職（派遣・
社内下請け）として働いた。
故人は生前に働いた場所の
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中で、とくに半導体ラインの清掃
が体に良くなかったと強調した。
外部に公開された写真で見る半
導体ラインは、ホコリひとつなくき
れいに見えるが、故人はラインと
その下部層をまわりながら、様々
な色の粉を綿布で拭いた。そし
て、異物が着いた綿布を洗濯機
に入れる前に直接はたいた。故
人は綿布をはたきながら、正体不
明の粉に頻繁に曝露して病気に
なったようだと話した。
故人は仕事中に腹部に痛みを
感じて病院に行ったが、勝臓が
ん4期と診断された（2019年7月24
日）。故人は診断を受けた直後に
パノリムに連絡し、2019年9月24日
に労災申請をしたが、疫学調査
が長くかかり、残念ながら生存中
に労災認定の結果を聞けなかっ
た。故人は2022年2月18日に満
52歳で亡くなり、労災認定の判定
は労災申請から3年以上経った
2022年12月になってやっと出た。
結果はかなり遅くなったが、それ

でもパノリムは、故人の膵臓がん
を業務上疾病と判定した勤労福
祉公団・ソウル南部業務上疾病
判定委員会の判定を歓迎する。
今回の判定は、半導体清掃労働
者の被害者たちが証言してきた
危険要因を認めた初めての判
定という点に大きな意味がある。
半導体のラインの清掃をして
病気になった被害者たちは、オペ
レーターやエンジニアだけが危険
に直面するのではなく、清掃労働
者も危険な状況に直面している
と証言してきた。清掃労働者は
設備を直接扱うことはないが、セッ
トアップの過程で汚れた周辺を

整理し、化学物質廃棄物の封筒
を整理するなどの過程で有害物
質に曝露されている。しかし、以
前は、清掃労働者は設備を扱わ
ないという理由だけで、有害物質
への曝露の危険を不当に低く評
価されてきた。
しかし、今回の判定では、清掃
労働者も他の現場ヘ出入りする
者と類似のレベルで有害物質に
曝露されると見て、さらに、下部層
の作業、綿布でかすを拭き取る
作業、廃棄物の箱の整理作業な
どによって、清掃労働者が様 な々
有害物質に曝露した可能性があ
ると評価した。
この判定の前までは、危険を
話す半導体清掃労働者の陳述
は、公式には認められなかった。
半導体工場内の清掃労働者の
数は相当数だが、彼らの経験は、
この間はどこでもまともに可視化
されなかった。可視化されてい
ないため、これといった証拠も存
在しなかった。そして、仕事中に
危険にさらされて病気に罹った
清掃労働者の被害者たちが、互
いに互いの証拠になった。労働
者の声が集まって記録（プレシア
ン紙連載「がんに羅った半導体
ディスプレイ清掃労働者」）がで

き、今回の労災認定判定も出るこ
とになった。
膵臓がんは、病気の原因とし

て科学的に明らかになったもの
がほとんどない。しかし、病気の
原因を科学的に明確に究明する
ことが困難であっても、それだけ
で因果関係を簡単に否定できな
いという判決（最高裁2017年8月
29日）、限定的な知見であるが、
研究を考慮するとベンゼンなどの
化学物質に曝露して膵臓がん
が発生したとした判決（ソウル行
政裁判所2022年2月11日）を考慮
し、ソウル南部業務上疾病判定
委員会も、故人の膵臓がんを労
災と認定した。
故人の経験が韓国社会の認

められた記録として残ったという
ことが、亡くなった故人とその遺
族の方 に々少しでも慰めになるこ
とを願う。そして今後、私たちの
社会が、半導体の清掃労働者が
向き合っている危険にもっと耳を
傾け、不当に不承認とされる清掃
労働者がいないことを、さらに、病
気に罹ったり、病気で亡くなったり
する清掃労働者がいない
ことを願う。

2023年1月9日　半導体労働者

の健康と人権守り（パノリム）

■週60時間働いて肝臓がん「こ
れでも労働時間を柔軟化？」

1週間に60時間以上勤務し、
肝臓がんに罹って死亡した警察

警察官の肝臓がんも認定
韓国●長時間労働による過労が原因

世界から
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官の公務上災害を裁判所が認
めた。1か月に最長283時間（平
日1日約13時間）勤務したことが
わかった。
警察官Aさん（死亡当時40歳）

の妻が人事革新処に起こした殉
職遺族給与不承認処分取り消し
訴訟で、原告勝訴判決が出た。
人事処は不服として控訴した。
Aさんは2005年の任用後、約
11年間勤務していたが、2016年
にB型肝炎と肝硬変症に罹っ
た。治療中の2019年10月に肝臓
がんと診断され、結局、6か月後
の2020年1月に死亡した。
Aさんは、2014年4月に「世越
号惨事」で彭木港で収拾作業を
して、月に368時間働いた。1日に
約17時間働いたわけだ。2016年
2～5月も凶悪事件を引き受け、1
か月に最大72時間の超過勤務を
した。地方選挙があった2018年
にも選挙専担チームで、日常的
な夜勤が続いた。
凶悪犯罪を捜査した2019年

には四交代で働き、月255～283
時間働いた。休日を徐けば、1日
11.5～12.8時間ずつ働いたとい
う計算だ。肝臓がんの診断直前
にも10日間で105時間を職場で
過ごした。
傷病診断前の12週間の1週
間の平均業務時間は約63時間
と確認された。平均60時間を超
過した場合、「慢性過労」と判断
する雇用労働部告示基準を越
えたのだ。結局、Aさんは肝臓が
んが診断から2か月で2倍以上も
急速に進行した。
人事処は過労と傷病の因果
関係が明らかになっていないとし

て遺族給付を不承認としたが、
裁判所の判断は「故人は難しい
業務を担当しながら、家にも帰ら
ずに生活する姿が目撃されるな
ど、無理な勤務をした」とし、「B
型肝炎を考慮すれば、あまりに過
重な業務遂行に該当する」と判
示した。「業務上の過労が肝臓
がんの発病に及ぼす影響が医
学的に明確に究明されていなく
ても、過労で免疫機能が急激に
低下した状態がB型肝炎と重畳
作用して死亡に至った」と結論
付けた。

2023.1.6 毎日労働ニュース

■散らばった本人情報、労災申
請時に一度に集める
勤労福祉公団は、1月9日から
業務上災害で労災補償を申請
する労働者の書類提出の負担
を緩和し、事件を迅速に処理す
るために「公共マイデータサービ
ス」を開始するとした。
公共マイデータサービスは、行
政・公共機関に散在している自
身の行政情報を、本人または本
人が指定した第三者に提供する
ように要求できるサービスだ。
この間、いろいろな事業場で
長期間有害要因に曝露されて
職業病に罹った労働者は、職業
歴を認められるために、国民健
康保険公団・国民年金管理公団
といった多数の機関から四大保
険の加入履歴を確認できる書類
などの発給を受けて、提出しなけ
ればならなかった。労働者の書
類提出の負担が加重され、勤労
福祉公団も労災申請の処理に
必要な情報をただちに確認する

のに、困難を経験していた。
公共マイデータサービスによっ

て、勤労福祉公団が入手する本
人情報は健康保険資格得失確
認書・国民年金加入者加入証
明・所得金額証明・事業者登録
証明・障害者証明書の5種類だ。
被災労働者がこれらの情報に関
するマイデータの提供を要求す
れば、行政・公共機関を直接訪
問して、具備された書類を一々
発給されなくてもよい。公団はリ
アルタイムで入手したデータを利
用することで、書類の検討、入力
などの手続きを簡素化し、業務を
効率化することができる。
被災労働者がマイデータサー

ビスを利用するには、療養給付
や障害給付を請求して、「本人
情報第三者提供要求書」を同
時に提出すればよい。

2023.1.9 毎日労働ニュース

■ソウル市、清掃労働者の交通
事故・墜落予防「指針書」発刊
ソウル市が街を清掃する美化
員とゴミ・リサイクル品の回収員、
建物清掃員など、危険な環境で
働く労働者のための安全守則を
作った。事業主が労働者の安全
のために責任を負うべき義務事
項も明確にした。
指針書には美化員が車輛を
見られるように、自動車の通行の
反対方向に移動しながら作業す
ること、ゴミの重量を20kg単位に
分けて移動すること、安全手袋な
ど保護具を着用することなどを
助言する。
ゴミ・リサイクル品回収員はゴミ
が投入される回転板に挟まれる
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事故を防止するためにネットを設
置し、回転板に接近禁止装置と
非常停止スイッチを設置すること
を勧告した。
建物の外壁などを掃除する
建物清掃員の場合、指針書で、
強風・突風の時は作業を中止
し、ロープの固定装置と摩耗状
態を徹底的に確認するように案
内した。
現場労働者だけでなく、事業
主が守るべき事項として、安全保
健教育と健康診断を義務的に
施行し、周期的に現場の危険性
評価や有害要因の調査を行うな
ど、法定の義務が案内されてい
る。また、事業主は労働者に保
護装具を支給し、労働者用の休
憩施設を設置・管理しなければ
ならない。
指針書は各自治区の民願室

と新韓銀行、ウリ銀行、労働者総
合支援センターで無料で配布さ
れ、ソウル市のホームページから
もダウンロードできる。

2023.1.16 京郷新聞

■重大災害処罰法の初年度、
事故死亡者が39人減った
昨年、職場で611件の重大災
害が発生し、644人の労働者が
命を失った。「重大災害処罰など
に関する法律」（重大災害処罰
法）施行前の2021年に比べ、事
故件数は8.1％（54件）滅り、死亡
者は5.7％（39人）減少した。しか
し、重大災害処罰法が適用され
る50人以上の事業所の事故死
亡者は256人で、法施行以前より
3.2％（8人）増加した。なぜこのよ
うなことが起こったのだろうか。

1月19日に雇用労働部が発表
した「2022年労働災害現況」に
よると、昨年の労災死亡事故は
611件で、644人が死亡した。法
施行以前の2021年と比較する
と、死亡者は39人、事故件数は
54件減少した。事故件数が減っ
たのに比べて死亡者数の減少
が少ない理由は、2人以上の命
を奪った大型事故が増えたため
だ。昨年、火災・爆発・倒壊など
の大事故は13件で、2021年より5
件増えたが、これによる死亡者数
（39人）は77.3％増加した。
大型事故は主に300人以上の
大企業に集中した。300人以上
の事業場での事故死亡者は47
人で、2021年に比べて30.6％（11
人）増えた。この内、火災・爆発
事故による死亡者が29.8％（14
人）の割合を占めている。
大企業での大型重大災害の
増加は、50人以上の事業場で事
故死亡者の数が増えた直接的
な背景だ。昨年、50人以上の事
業場で230件の労災死亡事故
が発生し、256人が命を失った。
2021年から8人（3.2％）増えた
が、事故件数は4件（1.7％）減少
した。
ソウルサイバー大学（安全管
理学）のカン・テソン教授は、「重
大災害処罰法の施行以後、全体
の事故件数が減ったことは肯定
的」とし、「墜落や挟まれ事故は
短期間の安全措置で改善できる
が、爆発・崩壊事故は老朽化し
た施設を解決するなど、根本的
で構造的な対策が必要なので、
事故予防に時簡がもう少しかか
るおそれがある」と解説した。

昨年の重大災害発生現況で
の大きな変化は、50人未満の事
業場に現れた。依然として重大
災害の60.2％がこれら中小規模
の事業場に集中しているが、昨
年の事故は50件（11.6％）、死亡
者は47人（10.8％）に減少した。特
に5人以上、50人未満の事業場
での事故死亡者は67人で、2021
年から14人（17.3％）減少した。
カン・テソン教授は、「元請けの
経営責任者の、下請けの安全保
健管理責任を強化した重大災
害処罰法の施行による落水効
果」だと解釈した。最高経営者
の労災死亡に対する関心が高ま
り、重大災害処罰法の施行に対
するマスコミ報道が増え、中小事
業場の警戒心も高くなったと推
論できる。
労働部は昨年、労災死亡事
故の中から重大災害処罰法の
適用対象として229件を捜査し
た。この内、177件は依然として
捜査中だ。事件処理率は22.7％
に過ぎない。
労働部が捜査を終えて検察

に渡した事件は34件、この内、検
察が起訴した事件は11件に止ま
る。内偵終結処理をされた事件
は18件で、44.4％は「法違反なし
が明確だ」という理由で終結し
た。それ以外は「法適用対象で
はない」3件、「支配・運営・管理
範囲外」3件、「個人の持病で死
亡など、その他」4件だ。
検察に事件を送検した33件の
内、50％は300人未満の中小企
業か、120億ウォン未満の建設現
場だ。大手法律事務所を動員し
て法律防御に力を入れた1千人

世界から
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参加型総合環境教育WINDY
インドネシア●高校生による取り組み

2020年4月地球環境基金は、
基金助成を受けてベトナム・メコ
ンデルタで開発し、100校の中学
高校に導入された参加型総合
環境教育WINDYの、インドネシ
ア・バンドン市での展開計画を承
認した。
しかし、新型コロナウイルスの
世界的感染拡大で、国内外の
往来は閉ざされ、展開予定で
あった学校での授業もオンライン
が続き、厳しい出発となった。こ
の計画の現地遂行はLIONとい
うNGO。LIONはインドネシアの
アスベスト禁止活動を推進する
NGOネットワーク傘下にあり、代
表のスルヤさんは、全国労働安
全衛生連絡センター連絡会議の
古谷事務局長（発音がよく似て
いる）とも連携があった。東京労
働安全衛生センターの仲尾豊樹
が代理人となった。
LIONは、約3年間で3つの学
校にWINDYを紹介し、学校で
は改善活動を実施した。仲尾と
の連絡はすべてリモート環境で
進められたので、実際を見ること
はなかった。今回活動の最後に
あたって、新型コロナ感染の中

でどのような成果をあげたのか
を直接訪問して確認することに
なった。
あわせて、2022年11月21日

にインドネシア西ジャワ州チアン
ジュール市を襲い、死者300人以
上を出した大地震の現場に行っ
た。インドネシアのアスベスト禁止
活動を進めるINABANは、2週
間後に現地に入り、アスベスト飛
散が危ぶまれる状態に警鐘を発
している。今回、INABAN代表
のダリスマンさんらとともに現地に
赴いたので、その報告も合わせ2
回に分けたレポートを作った。

■バンドン市SMAK高校で生徒
と交流

インドネシアは赤道をはさんだ
約17,000の島からなり、その面積
は日本の5倍、人口は2億7千万
人を超える大国。首都はジャカ
ルタだが、現在カリマンタンに新
しい首都が建設中である。2月5
日夕方スカルノハッタ国際空港で
カウンターパートのエンダーさん
の出迎えを受け、郊外のホテル
に一泊、翌早朝、エンダーさん、
スルヤさんら4人で、バンドン市

以上の大手企業は4件に止まっ
た。工事金額が800億ウォン以
上の事業所1l件に過ぎない。
労働部のチェ・テホ労災予防
監督政策官は1月18日の記者ブ
リーフイングで、「企業が有害要
因を確認して改善するなど、事
前的な予防努力が強化されると
期待したが、実際には最高経営
者（CE0）の処罰を免れる部分
に集中して活動がされたようだ」
とし、「早く起訴されて判決が出
れば、全般的に企業に与えるメッ
セージが大きかったはずだが、事
例が出てこないことで、緊張度が
落ちるという影響があったと見ら
れる」と説明した。

2023.1.20 毎日労働ニュース

■建設現場のトイレ「男性30人
に1個、女性20人に1個」
建設現場のトイレ設置基準が
設けられる。
雇用労働部が建設現場のトイ

レの設置基準として、「労働者数
基準」を追加した「建設労働者
の雇用改善などに関する法律」
（建設労働者法）施行規則改
正案を立法予告した。現在、建
設現場のトイレ設置基準は、工事
金額1億ウォン以上の現場はトイ
レを設置しなければならず、現場
から300メートル以内に、男女を区
分したトイレを設置することになっ
ている。
トイレの設置基準に労働者数
が含まれておらず、一部の現場
ではトイレ不足の問題が発生す
ることもあり、一部の現場では人
糞が見付かることもある。
建設労働界の要求に、政府が

やっと応えた。
施行規則改正案によれば、既
存の設置基準の他にも、トイレ（大
便器）は男性労働者30人当たり1

個以上、女性労働者20人当たり1
個以上を設置したり、利用できるよ
うにしなければならない。

2023.2.1 毎日労働ニュース

世界から
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SMAKBPPK高校に向かった。
バンドンまでの距離は150Km。
高速道路を使ったが、従来のい
ささかゆっくり走る鉄道に加え
て、中国資本の援助による高速
鉄道もまもなく完成するとのこと
だった。
SMAK BPPK校はバンドン駅

の近くにあるキリスト教の民間高
校である。生徒数は約200名で
1クラスが20名程度。生徒数は
少数ながら有名校で、卒業生に
閣僚経験者もいるとのこと。私
はWINDY準備のためにこの
学校を一度訪ねたことがあり、ま
たZOOMワークショップで校長
先生らとも親交があった。上級
になると受験勉強で忙しいため
WINDYは、1年生に対して行っ
ているとのことだった。
校庭の樹 に々は、プラスチック

ボトルを再利用して作った水耕
栽培がかけられている。各教室
には教師用の手作りチョーク入
れやテキスト入れがあり、壁には
日々の活動スケジュールや目標
が、きれいに飾りつけられていた。
給食が出るが、給食の食器に学

校のものを使わず、家からプラス
チックボックスや使い古しのペット
ボトルを持参する生徒もいた。校
庭にはWINDYの成果掲示板
があり、改善前後の写真がたくさ
ん掲示されていた。ある教室は
WINDYの成果物展示場になっ
ていた。
WINDYコンクールを行うとの

ことで、1年生約60人がプラス
チックボトルや古新聞紙などを持
ち込み、各クラスでさまざまなもの
を作っていた。その後校庭の一
角で、グル－プでの制作物を完成
させていた。WINDYコンクール
では、自分たちの制作物を各グ
ループ個人が説明し、エンダーと
私が賞を決めた。制作物で感心
したのは、WINDYの日々 の計画
のための卓上型ダイアリーを作っ
た女生徒だった。
WINDYを進めるために学校

の生徒自治委員会（OSIS）が
WINDY月間計画を決めて進め
ているそうだ。ベトナムでは教員
のグループが活躍していたが、
生徒自身が進めていく活動方法
は素晴らしいと思った。

■学校上げての大歓迎を受ける

2月7日は、バンドン市郊外にあ
るMajaraya1 BPPK校を訪問し
た（写真：校長先生と筆者）。こ
の学校は高等専門高校で、様々
な工業技術を教える公立高校。
LIONはWINDYを学んだ卒業
生が、その改善方法を就職先の
企業で活用できることが大切と考
え、2022年にこの高校にWINDY
を紹介した。生徒数は1500名だ
が、今回仲尾の訪問に合わせて
初めてのWINDYフェスティバル
を計画、1年生500名が参加した。
校長先生との懇談の後校庭

にしつらえられたステージへと案
内された。左右には500名の生
徒が並び、大歓迎を受けた。生
徒たちの歌や踊りの催しがあり、
手を取られて伝統的な踊りの輪
に入れられた。また、日本から
持参した紅白の細木で作られ
た「南京たますだれ」を披露し
た。気が付かなかったが、インド
ネシア国旗は上が赤、下が白な
ので、紅白の南京たますだれを
使えば、国旗をお目にかけること
ができる。このハプニングに生徒
たちは大興奮した。その後左右
のテントに展示された各クラスが
グループで作った成果物を見学
した。さすが技術系の高校生
のため、古い電子部品で作った
授業用の器材や、太陽光で光る
電灯などが展示されていた。セ
レモニーの最後にWINDY実
行委員会が結成され、環境保護
を推進する50名の生徒の胸に
WINDYバッチを付けた。彼ら
が今後Majaraya校の第一線で
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WINDYを推進することを願って
いる。
セレモニーの後、各クラスや実
習場に案内され改善状況を見
学した。学校のいたるところに改
善活動を前後で写した写真掲
示板がある。高等専門学校なの
で、中小企業の改善に役立つも
のがたくさんあった。通路標示、
危険有害物の標示、ごみの分別
容器を使い古しの缶で色を塗っ
て作成していること、有機肥料の
使用などである。これらの成果
は各生徒が持っているWINDY
ダイアリーと呼ばれる手帳に写真
とともに記載されている。いくつ
かのWINDYダイアリーを拝見さ
せていただいたが、WINDY導
入後生徒たちが積極的に改善
活動を行い記録していることが
わかった。
その日の夕方、国営FMラジオ
生番組に、Majaraya校の先生、
エンダーとともに出演した。30分
のトークショーだったが、音楽の
合間キャスター2名の案内に導
かれてWINDYの話をした。この
トークショーはユーチューブでも
見られるようだ。

■イスラム教の私立学校は
WINDYで生徒が増加

2月8日はイスラム教宗教学校
Assruur校を訪ねた。学校はバ
ンドン市郊外にあり、WINDYを
始める前に一度訪問した。ヌル
バヤン校長先生が親しく迎えて
くれたこと。300名の中高生が共
同生活を行い、早朝の祈りから
夜9時就寝までの規則正しい生
活学習がイスラム教の信徒の寄

付によって進められていることに
感激を覚えたものだった。
今回訪ねて驚いたことは、こ

の学校が新型コロナの中にあっ
ても校舎を改修拡大し、現在学
生数が800名になっていること。
「WINDYのおかげですべて
が変わった」と多くの先生がおっ
しゃっていたことだ。
学校には、「Friendly visit 
of LION WINDY and Mr. 
Toyoki Nakao」という大きな幕
が貼られ、歓迎の歌や踊りが行
われた。会場に入りきれない生
徒たちは横のモスクで待機し、モ
ニターに映し出される式に参加し
ていた。ヌルバヤン校長先生は、
私たちを笑顔で迎えてくれ、学校
の変化をていねいに話してくれ
た。800名の生徒の共同寄宿生
活の管理は大変だが、私財を投
げ打って学校教育につぎこんで
いるとのことだった。ただ、トイレ
の少なさが大きな問題であると
いっていた。
学校を案内してもらったが、自
然光のみの教室、食堂の天窓や
手作りの調理棚、新寄宿舎の換
気などに工夫が見られた。新型
コロナの中で授業はどのように
行われたのか、と聞いたところ、貧
しい家庭が多く、また、家もジャワ
だけではなくスマトラなど遠くから
きている生徒もあり、新型コロナ
下でも帰すことができなかったそ
うだ。「神の加護によって乗り切
り、前進することができた」とおっ
しゃったのには返す言葉がな
かった。
WINDYを導いてくれた感謝

と称して、美術の先生が描かれ

た肖像画を贈呈されたのに、大
変驚き感激しました。この絵は一
生大切にしたいと思う。

■生徒によりWINDYを進める

インドネシアWINDYの旅は、
大きな成果があった。各学校が
それぞれの特徴を生かして、新
型コロナの中でも活動を前進さ
せていた。それを支えたのは何
といってもLIONのこまめな学校
とのコンタクトだと思う。この活動
のためにスタッフになったディッチ
さんは今年26歳だが、WINDY
ファシリテーターとして育ち、ジャ
カルタ在住のため常に現地へ
行けないエンダーさんの代わりに
なって活動している。
とくに生徒自身の手によって実
行委員会が作られていることは、
新しい発見だった。先生たちが
彼らを励まし、生徒たちが計画
を作って実行していくことは、参
加型改善活動の基本的な方法
である。その成果を、WINDYダ
イアリーに記載し、WhatsApp、
Instagram、Facebook、Lineな
どで広く発信していくことが望
まれる。現在計画されている
WINDYブックレットは、その拡大
の手助けになると思った。
3年間の活動は、この3月で

いったん終止符を打つ。LION
は、新たにバンドン市に100校あ
る高等専門学校へのWINDY
普及を計画している。この新しい
計画が実現できるよう祈るととも
に、実現できた暁にはぜひ
協力を続けたいと思う。

東京労働安全衛生センター

仲尾豊樹


